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巻頭言

機関誌「保健師教育」第 7巻発行によせて

一般社団法人全国保健師教育機関協議会　会長
岸恵美子

一般社団法人全国保健師教育機関協議会（以下，本協議会）の機関紙であるオンラインジャーナル「保健師教育」

の第 7巻が発刊されました．私が以前に巻頭言を執筆させていただいたのは，第 2巻でした．第 1巻は依頼原稿で構

成されましたが，第 2巻以降は会員校の皆様からの投稿原稿と本協議会の委員会・ブロックの事業・活動報告など，

会員の実践や研究成果の交流を推進し，保健師教育の発展に寄与してきました．

ジャーナルを発刊することは，本協議会が一般社団法人化する前から目標としてきたことです．実践力のある保健

師を育成するという本協議会の目的を達成するためには，活動成果の蓄積と社会への発信が不可欠であり，ジャーナ

ルを発刊することで，活動成果の蓄積，会員校の実践や研究成果の公表とその共有，広く社会への情報発信ができま

す．本協議会では年に複数回の研修会を開催していますが，ジャーナルは教員自身の資質向上のみならず，広く国民

や保健・医療・福祉に関わる関係機関・関係職種の方々に保健師を理解してもらい，公衆衛生の向上と健康生活に貢

献する社会活動を実践していることを国民に積極的に発信していく機会としても重要です．

新型コロナウイルス感染症への対応では，保健師の活躍を広く国民に知らせる機会となりましたが，一方で保健師

の活動は目に見えるものだけでなく，より潜在的な問題を抱える人々の早期発見や対応，健康づくりや QOLの向上，

地域ケアシステムの構築など幅広いため，今後はより周知していく必要があると考えます．

本協議会の会員校は，2017年度は 200校を超えたところでしたが，2022年 6月現在は 232校となりました．会員校

の皆様の活動の成果を研究の成果としてジャーナルに投稿していただくことは，公衆衛生看護学の学問としての蓄積

となり，保健師教育の質向上，そして保健師活動の発展につながります．2022年度入学生から適用されている改正カ

リキュラムでは，災害の多発，児童虐待の増加等により減災や健康危機の予防・防止が重要となっている中，疫学デー

タ及び保健統計等を用いて地域をアセスメントし，それらの予防や防止に向けた支援を展開する能力の強化と，健康

課題を有する対象への継続的な支援と社会資源の活用等を実践する能力の強化が保健師基礎教育に求められています．

保健師教育の質を向上させ，国民の健康をまもり公衆衛生の向上に貢献できるよう，本ジャーナルを会員校の皆様

の力でさらに発展させていただきますようお願い申し上げます．
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講演記事

「わからない」ことを理解する

埼玉大学教育学部
七木田文彦

I．はじめに

2022年度の第 37回全国保健師教育機関協議会夏季

教員研修会にて「学生の考える力を育む教育方法」と

題して講演（オンデマンド配信）をおこなった．その

内容について，あらためて原稿にまとめてほしいとの

依頼を受けての本稿となる．講演の内容は，2021年に

刊行した拙著『保健授業の挑戦―学びの創造とデザイ

ン―』（大修館書店）の内容をベースにしている．よっ

て，講演の内容を振り返っていただくには，同書を手

に取っていただき，具体例の中で理解をいただいた方

がいいと思う．そこで，限られた本誌面では，講演で

お話した内容を別の事例を示しながら理解いただける

ように稿を起こした．抽象的な要点としてまとめるよ

りも異なる例の中で異なった角度から講演の真意を受

け取っていただければと思う．

II．教師の苦悩

教育は，学習者の学びを組織する活動（学びを生み

出す活動）である．そのため，教師がいかに上手に教

えたとしても，学習者の学びが伴わなければその意味

を失ってしまう．

今日の学校や教育界では，効率よく教えることやそ

の方法を探求し，これを普及させることが教育の改革

であるとする立場や言説が存在する．そうしたベクト

ルによる教育の探究は，誰にでもできるよい方法やマ

ニュアルを求めている．しかしながら，個性を持った

個と向き合って学びを生み出す営みは，マニュアルに

したがって行うとよい結果が導き出せるといったもの

ではない．その個が集団を形成すると，教育はさらに

複雑になる．どうしていいかわからない教師は，クラ

スをうまく統制して教え込んだ方が楽であるから，こ

の方法に疑問を持ちながらも一方的に「教える」授業

として展開してしまう．こうなると対象が誰であろう

とかまわない．教育内容を淡々と解説しながら伝達さ

えすれば，教師は役割を果たしたことになり，きちん

と教えてさえいれば，その責任は教育内容を決めた行

政が引き受けてくれるし，教えているのにも関わらず

理解できなければ，それは学習者の自己責任となる．

このように認識すれば，教師の責任は軽くなるだろう．

責任（responsibility）には，応答（response）がとも

なうが，一方的な教え込みには学習者の応答

（response）がともなわないから，責任を負うことを事

前に放棄することになる．その意味において，教師か

ら一方的に伝達する授業には限界がある．上記の教育

が成り立つのは，学習者の意識が高く授業に参加して

いるときだけである．

小学校の教室をのぞいてみればわかるように，教師

が一方的に 10分話を続けると，子どもの表情は曇りは

じめ，つまらなそうにしている子，怪訝そうな顔をす

る子，横を向いたり，後ろの子に話しかけたり，体を

伸ばしたりくねくねさせながら学びから逃走する子ど

もが出てくる．

教師から見れば，そうした子どもは「落ち着きのな

い子」と見えるのかもしれないが，他方で，学びの主

体が教師の統制によって思考を制限されていると見る

ならば，その落ち着きのなさは，教師への抵抗とみる

こともできる．

教室に黙って座っている子どもたちは何を考えて

座っているのだろうか．「授業はつまらないなあ」，「早

く給食の時間にならないかなあ」「午後は体育があるか

ら楽しみだなあ」「面白くないけどしっかり聞いていな

ければテストで点数とれないしなあ」など，一見して，

「教える－学ぶ」行為が成立しているように見える教室

においても，教える側と学ぶ側の内面は乖離している．

教師もはじめは一人ひとりの様子が気になるだろう

が，日常的にその感情を押し殺して集団を統制し，一

方的に教え込む授業（monologue）をおこなっている

と，それまで気になっていたことが麻痺しておかしい

と思えなくなる．

教育の改革は，個々の子どもと向き合い，教師自ら

の認識を改善するところからしかはじめられない．
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以下に，いくつかの事例から，学びと関係して子ど

もの内面と教師の意識についてのぞいてみよう．

III．慣例への懐疑

先日訪問した小学校において，4年生の算数の問題

で「この図形の名前は？」（図 1）と子どもに問うと

「ひし形」とこたえる子どもが多く，「なぜ，子どもは

そのようにこたえるのか疑問に思う」と教師が話をし

てくれた．

四つの同じ角，四つの同じ長さの辺で囲まれた図形

は「正方形」であるが，45度回転させると「ひし形」

のように見える．だから子どもは「ひし形」とこたえ

る．しかし，45度回転させる前の状態（図 2）では「正

方形」とこたえていた．

同じ問題を大学 2年生に出題してみると，「ひし形」

とこたえる学生は一定数存在する．「四つの同じ角と四

つの同じ長さの辺の図形は正方形じゃん」と他の学生

に指摘されると，「ひし形」とこたえた学生は「あっ，

そうだ正方形だ」とつぶやいて，恥ずかしそうに顔を

赤くして下を向いてしまった．

以上の事例では，いくつか注目したい点がある．

第一に，子どもはなぜ間違えてしまうのか，第二に，

大学生がなぜ間違えてしまうのか，第三に，間違えた

大学生はなぜ恥ずかしそうにうつむいてしまうのか，

といった三点である．

第一に，「子どもはなぜ間違えてしまうのか」につい

て考えてみたい．先に示したように，「正方形」を 45

度回転させだけでひし形のように見えてしまうのはな

図 1 ひし形に見える正方形

図 2 正方形とひし形

ぜだろうか．教師から「ひし形」の示し方と「正方形」

の示し方が強く印象づけられているためか，「知覚」

は，「認識と矛盾しない」ことによる間違いとなって現

れている．

第二に，「大学生はなぜ間違えてしまうのか」，その

誤りは，第一の課題を脱していないことに求められる．

つまり，図形の示し方の回転角度が変わっても図形の

性質は変わらないが，図形の性質（四つの同じ角，四

つの同じ長さの辺の図形）と，ひし形の提示による「知

覚」の優位性を乗り越えられていないことにある．こ

のことは，第三の課題である「間違えた大学生はなぜ

恥ずかしそうにうつむいてしまうのか」と関わって日

本における学校教育の特徴を現している．

日本の学校では，「間違える」ことをよしとしないこ

と，そして「できること」，「正解すること」を過剰に

求めてしまう．小学生に「わからないところがあった

ら，「わからない」と言っていいんだよ」と話をして

も，「わからない」といえる子は多くない．「わからな

い」といえば「あいつは馬鹿だからと思われるんじゃ

ないか」，「あいつのせいで授業時間が延びて休み時間

がなくなった」など文句をいわれてしまうから，との

声が子どもから聞こえてくる．4年生にもなれば，学

校における子ども同士の相互監視システムが確立し，

「わからない」という言葉は聞こえなくなる．

わからないこと，または，どこで間違えたのかを乗

り越えられていないから大学生になっても間違えてし

まう．そして，大学生になって小学校の問題を「間違

え」てしまう恥ずかしさにおそわれる．

このようにして小・中・高等学校での生活（12年

間）を経て大学に進学した学生は，主体性，積極性と

もに十分に発達しているとは言い難い．近年，「指示が

なければ何もできない学生が増えている」と耳にする

のは，以上の学校文化が背景にあるといえよう．

疑問や間違いを置き去りにして，お互いに空気を読

み合い，大人から「やりなさい」といわれたことのみ

を行ってきた結果が以上に紹介した様子を生み出して

いる．

IV．教材研究という処方箋

授業が上手くいかないという教師と話をしていると，

自身の授業改善に向けてよい方法を教えてほしいとの

声を聞く．その声は「どうすればいいんでしょうか」

といった処方箋を求める言葉として発せられるが，そ

の声には簡単に答えられない．なぜならば，原因がわ

（ 3 ）



からなければ処方箋もわからないからである．対象で

ある一人ひとりの子どもたちの様子がわからないため，

これを無視して抽象的な改善策を示したところで授業

（子どもたちの学び）は何も変わらない．

改善を目指すとするならば，まずは教師自身の「ど

うすればいいのか」といった認識と向き合う必要があ

る．その問いを発する自身の認識が何に規定されてい

るのかを知ること，そのうえで，なぜそうした状況が

生じているのかの現状を理解することが必要である．

ひとつ事例をあげてみよう．

大学生に次のような問題を解いてもらった．

「氷が溶けると水になる．水が蒸発すると気体にな

る．このことは小学校の理科で学習してきたと思

います．では，水の入ったコップに氷を浮かべま

す．その氷が溶けてすべて水になると，コップの

水位はどうなるでしょうか．選択肢の①～③から

選択し，なぜそう考えたのか理由を述べなさい」

（図 3）

すると，①水位が上昇するとこたえる学生，②変わ

らないとこたえる学生，③減るとこたえる学生がいず

れの選択肢にも一定数存在する．その理由をたずねて

みると，①を選択した学生は，「氷が溶けたんだから水

面に出ていた氷の分だけ水位は上昇する」とこたえた．

逆に③「水位が低くなる」とこたえた学生の理由は，

「液体である水は固体（氷）になると体積が増える．だ

から氷が水になればその体積分だけ水位は減少する」

との理由を述べた．

確かにどちらももっともらしい回答であるが，正答

は②「水位は変わらない」である．

氷は水の体積の 1.1倍，増えた体積（10%分）が水

図 3 氷がとけたときのコップの水位は？

面上に出ているため，氷が溶けても水位は変わらない．

この原理を応用して，さらに次のような問題を提示し

た．

「地球温暖化において，海面上昇が問題とされてい

ると思いますが，先ほどの原理を考えれば，北極

や南極の氷が溶ければ海面上昇するというのは嘘

ではないか．だけど，なぜ海面上昇をすると考え

られているのだろうか」

このように日常的な課題や状況と「つなぐ」ことに

よって原理が意味をもった学びへと接続する．教師の

仕事は，抽象的な原理や法則を具体的な場面の中に置

き換えて問いなおすこと（教材研究）ともいえる．し

かしながら，学習内容が増加することに対応して，教

育の効率性をあまりに求めすぎると，抽象的な原理や

法則をただ伝達することが教育であると認識してしま

う．先の「どうすればいいんでしょうか」との問いも，

抽象的な原理や法則を効率的に伝達するよい方法を教

えてほしいとの問いであったといえよう．

ちなみに，先の原理のように，氷山が溶けても海面

は上昇しない．海面の上昇は，南極大陸上にある高さ

4000メートルにもおよぶ氷河が溶けて海に流れ込むか

らである．

「どうすればいいのか」との教師の問いは，教えなけ

ればならないことだけに注目したために発せられた問

いであった．教師の役割は，学習者のつまずきを引き

受けること，そして，具体的な事例を基に社会に切り

拓かれた思考の枠組みにつなぐことが求められる．

V．「学び」に何が足りないのか

学習者の学びは，教師の豊かな発想と創造力によっ

てデザインされる．

先日訪問したある中学校で，がん教育の授業が行わ

れていた．授業では，4人一グループにわかれてがん

の発生要因や予防について資料から読み解くことを課

題としていた．

あるグループに示された資料には，BMI（Body Mass

Index）とがんの死亡率の関係が示されていた．

そのグループが資料から読み取ったことは，①BMI

の値が増加すればがんによる死亡率が上昇すること，

さらに②BMIが低くてもがんによる死亡率が上昇する

ことであった．その資料から読み取れることはそれ以

外にはなく，結果として「BMIが高くても低くてもが

講演記事
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んによる死亡率が上昇する」とグループの考えをまと

めていた．他のグループがさまざまな資料を読み解く

のに 10分かかる中で，先のグループは数分間で資料の

読み取りを終えて，グループ活動の大半の時間を持て

余していた．

授業終了後，授業検討会にて BMIを検討したグルー

プのことが話題となった．「あのグループだけが時間を

持て余していた」，「もう少し別の資料を提示すればよ

かったのではないか」などの声が聞かれたが，具体的

にどのように踏み込むことができたのかについては議

論されなかった．以上の意見を受けて，教師の力量形

成につなげるにはどうすればいいのだろうか．

子どもの学びの様子と他教科を例にあげながら考え

てみよう．

授業終了後，私は，BMIのデータを検討したグルー

プの生徒に「BMIが低いこととがんによる死亡率が高

いことの関係を指摘していたけど，BMIが低いとがん

の死亡率が上昇するのはなぜだと考える？」と聞いて

みた．すると，「BMIが高いとがんの死亡率があがる

ことは何となくわかるけど，BMIが低いこととの関係

はわからない」と話してくれた．

生徒たちは，授業で「BMIが高くても低くてもがん

による死亡率が上昇する」とだけ学習したが，「なぜ

BMIが低いとがんによる死亡率が高くなるのか」につ

いては学ぶ術がなかった．疑問に思っているにも関わ

らず，「わからない」とは言い出せずに時間を過ごして

いたのである．

近年，「対話（dialogue）」が教育改革のキーワードと

なっているが，「わからない」という問いの表明が，「他

者との対話」を生み出し，さらに他者と課題を検討す

る中で「法則や原理（学習内容）との対話」のきっか

けをつくる．だから「わからない」といえることはと

ても大切なのである．以上の例において「わからない」

といった疑問をもちながら，それを表現できないこと

によって学びが閉ざされていることが確認できる．教

師はこのことを一つひとつ確認しながら自らの実践を

省察（reflection）し，次の授業につなげることで教師

（専門家：professionality）として成長する．

授業で生徒たちが資料から導き出した「BMIが高く

ても低くてもがんによる死亡率が上昇する」といった

ことは学びなのだろうか．その事実を知ったという意

味では，学びなのかもしれない．しかし，これを社会

科の学習（お茶の生産地）を例に考えてみると次のよ

うに認識できるだろう．

私の住んでいる埼玉県では，狭山
さ や ま

市で生産されるお

茶（狭山茶）が特産品である．「狭山でお茶がたくさん

生産されている」ことは，「狭山＝お茶の生産で有名」

といった事実がわかったにすぎない．このことは，「BMI

が高くても低くてもがんによる死亡率が上昇する」

（BMIの高低＝がん死亡率増）と同様に関
﹅

係
﹅

の
﹅

事
﹅

実
﹅

を
﹅

知
﹅

っ
﹅

た
﹅

だ
﹅

け
﹅

である．学びは，なぜ狭山ではお茶の生産

が多いのか，そこにはどのような原理があるのかを理

解することにある．

では，狭山でお茶の生産が多いのはなぜかを学びに

接続させるには，どのような方法が考えられるのだろ

うか．

お茶の生産といえば静岡県や鹿児島県が有名である

が，なぜ静岡や鹿児島ではお茶の生産量が多いのか．

静岡のお茶の生産地といえば牧之原台地，鹿児島は笠

野原台地（シラス台地），狭山は武蔵野台地，共通点は

「台地」である．火山灰による堆積物でできた台地は水

はけがよいこと，そして平地よりも台地は気温の寒暖

差が激しいためにお茶の葉が厚くなりやすくお茶の味

や風味をもちやすいといった共通の特徴がある（他に

もいくつか条件はあるが）．

このように狭山だけを見ていては導き出せなかった

お茶の生産地の共通点を，他の地域の資料を提示する

ことで，学びにつなげることができる．

BMIとがん死亡率による学習は，単一資料の関係性

のみで学びを生み出そうとしたところに限界があった

といえよう．

以上のように，他の例に置き換えてみると，視野狭

窄に陥り，学びが閉ざされていたことが確認できる．

VI．おわりに―形式からの離脱―

以上にあげた，「三角形とひし形」，「氷水と氷山」，

「お茶の生産」の話は，いずれも子どもの「わからな

い」という疑問との向き合い方を示している．わから

ない課題は，学習者にとっては高い課題（ヴィゴツキー

の「発達の最近接領域」）であり，これを理解するプロ

セスのヴァリエーションは教師の専門性によって支え

られる．課題との対話，グループやクラスにおける他

者との対話の展開は事前には予測不可能であるから，

一瞬一瞬に生起する状況と対話することが求められる．

しかしながら，教室をのぞいてみると，グループ活動

が異なる形で展開されていることに愕然とする．

教師は，グループ活動の前に，まずは①自分で考え

る時間を確保し，自身の考えをプリントやノートにま
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とめるように指示する．次に，②他者と関わる時間と

してグループ活動を行う．しかし，そのグループ活動

は，個々がノートにまとめた内容（書き言葉の表現は

抽象度が高くなる）を読みあわせているだけで，対話

になっていない．グループで考えをまとめる場合も，

出された意見を箇条書きに羅列して，どれがよいのか

を多数決で選択しているだけである．ここに対話はな

い．

私たちは他者と関わる場合，はじめに自身の考えを

まとめてノートに記載して他者と関わるようなことは

しないだろう．日常生活における他者との関わりは，

教室では不自然な形（形式）になってしまう．

わからないことを共有すること，そして，どこでつ

まずいているのか（わからないことがわかること）を

共有しながら，その疑問にグループで取り組むところ

にグループ活動の意味がある．個々に得意な分野もあ

れば不得意な分野もある．これを支え合いながら課題

に臨むところに対話による学びが切り拓かれる．その

状況をデザインするのが教師の役割である．

先に見たように，書き言葉は抽象的な表現になりや

すいがゆえに話し言葉を中心としたコミュニケーショ

ンと対話をデザインすることが必要である．

「グループ活動が学びを生み出す」と聞けば，単にグ

ループの形式をとってしまうが，それだけでは，形式

を遂行しているにすぎない．思考停止に陥らず，なぜ

グループ活動が必要なのか，なぜ対話が必要なのかを

考えるならば，グループ活動は，目的ではなく学びを

生み出す一つの様式であることがわかるだろう．

方法が目的とならないように配慮しながら，一つひ

とつ学びを生み出す営みを実践の中で模索することが

求められる．

「どうすればいいのでしょうか」との言葉に象徴され

るように，効率性は日常的に私たちを誘惑する．そう

した状況におかれても，一人ひとりと向き合い，一人

ひとりの内面に向きあって丁寧に学びを生み出すこと

が教育の名に値することを忘れてはいけないだろう．

参考文献

七木田文彦（2021）：「背伸び」と「ジャンプ」による学び―中
学校「応急手当」の授業実践から―，保健授業の挑戦―学
びの創造とデザイン―，25–40，大修館書店，東京．
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講演記事

『新型コロナウイルス感染症への対応から，
今，現場に必要とされる保健師の技術とは』

―第 10 回 一般社団法人 全国保健師教育機関協議会
秋季教員研修会―

鈴木美和（三育学院大学）
岡部順子（山梨県富士・東部保健所）

藤井 充（健康科学大学）
鈴木良美（東京医科大学）
山﨑洋子（健康科学大学）

I．はじめに

第 10回一般社団法人　全国保健師教育機関協議会

秋季教員研修会は，『新型コロナウイルス感染症への対

応から，今，現場に必要とされる保健師の技術とは』

をテーマとして，2022年 10月 10日，山梨県甲府市の

山梨大学大村智記念学術館を会場として，158人の参

加者を得てオンラインにて開催された．

岸恵美子協議会会長は，本来，日本公衆衛生学会と

ともに対面にて開催するところであるが，新型コロナ

ウイルス感染症の拡大に伴いオンライン開催とするこ

とをご了承願いたいと述べた．一般社団法人　全国保

健師教育機関協議会は，保健師教育の質の向上を目指

し，1980年に設立され，既に 40周年を迎えている．

現在，会員校は，232校となり，全国の約 8割の学校，

養成所が加入する大規模な協議会となっている．本協

議会は，保健師教育の充実を図り，質の高い保健師を

養成し，公衆衛生の向上に寄与することを目的として

いる．今回は，大変タイムリーなテーマを取り上げて

いただき，研修実行委員長として健康科学大学の山崎

洋子先生をはじめ，実行委員の皆様に心より感謝申し

上げる．

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い，現場の保

健師の方々，実習にあたる教育機関の教員の方々など

大変な状況の中，努力されてきたことと推察する．こ

れらの状況を踏まえ，健康危機管理に強い，実践力の

ある保健師の養成が求められている．今回の研修を是

非今後に生かしていただければ幸いであると挨拶した．

II．秋季教員研修会の目的

2020年からの新型コロナウイルス感染症への対応

は，既に 2年が経過した．保健所および市町村は，こ

の感染症への対応を通して，多くの経験を得るととも

に，課題を抱えながら日々実践に取り組んでいる．今

後の保健師活動の充実と保健師養成に向けて，これま

での新型コロナウイルス感染症への対応の実態を理解

し，現場に必要とされる保健師の技術について検討す

る．今回の教員研修会においては，現場の保健師活動

の実際を報告していただくとともに，山梨県の感染症

対策，これらの実態を踏まえて感染症に強い保健師の

養成に向けて必要な技術を検討する．

III．テーマ 1「山梨県富士・東部保健所の
新型コロナ感染症に対する取り組み
～保健師の教育に求められること～」

山梨県富士・東部保健所地域保健課長

岡部順子

1．山梨県富士・東部保健所の概要

山梨県は，東京都，神奈川県に近く，山梨県富士・

東部保健所は，神奈川県に近い位置にある．県人口は，

81万人と小規模な県であり，県型保健所は 4箇所あ

り，甲府市は中核市であるため，県内は 5つの保健所

を有している．そのうち，山梨県富士・東部保健所は

県内の 17万人を管轄し，人口の約 20%を占めている．

所属する保健師は 8名であり，地域保健課が感染症対

策を行っている．

保健師教育　第 7巻第 1号（2023）
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2．新型コロナウイルス感染症への対応

保健所の新型コロナウイルス感染症への対応体制と

して，①疫学調査班，②健康観察班・健康相談班，③

入院・入所調整班，④ロジ班があり，24時間相談対応

として携帯電話を持ち続けた点は，疲弊を招いた．特

徴として，第 1波から，OG保健師（退職保健師）を

導入し，活動を進めた点が挙げられ，現在も協力を得

ている．第 6波は，第 4波，第 5波とは異なり，感染

拡大状況が収まらず，現地対策本部応援職員も加わり，

さらに，第 7波には県庁応援職員も動員し，その後，

派遣職員を導入する流れとなった．

患者発生への対応としては，患者発生届を受け，積

極的疫学調査を行い，療養先の調整・決定を進め，療

養解除まで支援する．療養先の決定にあたっては，高

齢者であるか，一人暮らしであるか，支援者の有無，

妊娠の有無を考慮し，特に若い親子は，家族全員が感

染する場合が多く，生活支援に苦労した．嘔吐が長引

く小児への対応をする中で，虐待の疑いのある事例で

は児童相談所と連携したり，妊娠しているが未受診で

あり，妊娠継続を決断できていないという事例では産

科のある医療機関につないだり，コロナウイルス感染

症への対応を通して，保健師として住民の個別支援を

実施した．

現在は全数把握の見直しがされて，発生届が 10件程

度となり疫学調査対象が 10件程度となっているが，ク

ラスター化しやすいところをどのような公衆衛生の視

点を持って食い止めるかが焦点となっている．特に，

高齢者施設，障害者施設には注意をしている．高齢者

施設等への支援として，1人でも陽性者を確認した場

合，施設への積極的疫学調査を進め，できるだけ早急

に行政検査の準備を行っている．併せて保健所職員が

感染予防対策の指導，特に施設内のゾーンニング，介

護職員への感染防御具装着の指導などを行った．また，

医療機関に所属する感染管理の専門看護師にも協力を

得た．高齢者への対応に関しては，施設内での療養か，

医療機関への入院かの選択肢を検討する際に，本人の

意思，自立度など十分に検討し，選択していく必要が

ある．

3．保健所の役割とこれからの保健師活動

保健所の役割としては，積極的疫学調査，患者およ

び家族への支援，濃厚接触者への支援，医療体制の確

保，患者搬送体制の確保，市町村との連携があるが，

患者および家族への支援，市町村との連携に保健師が

大きく関わる．処遇困難事例への対応として，適切な

療養先の確保として，今あるスキームの範囲で調整す

ることが重要である．特に高齢者への対応の中で，入

院を拒むこともあるため，訪問型の支援に移行する必

要もあるが，それも円滑に進まない場合がある．ホー

ムケアを適切に行うには，ヘルパー等のガウンテクニッ

クも必要であり，看取りも課題になりつつある．これ

らの課題に対して，今後，力を入れる必要があるとと

もに社会資源の開発を進めたい．

これらの感染症対策の経験を踏まえて，保健師とし

て重要視すべきは，折に触れ公衆衛生看護の定義に立

ち返ることである．また，保健師の役割として，地域

に根ざした公衆衛生看護活動を展開することであり，

多岐にわたる分野の保健師業務を経験し，保健師の臨

床判断を鍛えるためにも現任教育とジョブローテー

ションが重要である．

IV．テーマ 2「山梨県の新型コロナ対策と
保健師の役割～これからの保健師に

求められる看護技術～」

健康科学大学・山梨県感染症対策センター総長

藤井　充

本稿においては，都道府県庁，保健所，市町村に勤

務する保健師，いわゆる公務員である行政保健師を念

頭においている．また，約 30年間の厚生労働省勤務，

10年間の保健所長勤務を背景として本稿を進める．

まず，山梨県感染症対策センター（YCDC）設立の経

緯から述べる．

1．山梨県感染症対策センター（YCDC）の役割

2009年に豚インフルエンザの騒動があり，短期間に

て終息した．現場では様々な混乱が生じ，それに対応

したが，その経験が今回の新型コロナウイルス感染症

には全く継承されていないという現実に直面した．今

後，どのような新興感染症が発生し，日本国内に影響

を及ぼすかわからないという状況を考えた時，感染症

対策に特化して，これまでの経験を整理し蓄積しなが

ら将来に継承できるような組織の設立が必要であると

いう議論が進み，2021年 4月に設立された．

感染症対策センターは，県知事の直轄組織である．

さらに，感染症対策統括官の管理下には，①感染症対

策グループ，②新型コロナウイルス対策グループ，③

グリーン・ゾーン推進グループがあり，そのうちの①

②が感染症関係事務を統括し，県庁内の各組織と連携

講演記事
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を取りながら対策を進めてきた．感染症対策センター

は，いわゆるヘッドクオーターの役割を果たしている．

また，国内外の 3人の専門家からなるグローバル・ア

ドバイザリー・ボードを設け，施策に対する意見や最

新の情報を提供してもらうほか，県内の専門家からの

協力を得て，毎週 1回の会議を開催している．私は現

在，YCDCの総長と大学教員を兼務している．YCDCの

業務の主軸は，感染症対策の統括で，①新型コロナ対

応，②未知の感染症への備え，③継続事業・共通基盤

整備が所掌業務であり，現在は，①が業務の多くを占

めている．

2．県内の保健師が果たした役割

新型コロナウイルス感染症の現状としては，山梨県

は，感染者が少ないと言われている．しかし，その理

由はわかっていない．奈良県立医科大学の分析による

と「人口あたりの保健師数が多い都道府県ほど新型コ

ロナウイルス感染症への感染者割合が低い」という結

果が示され，人口対の保健師数は，全国 3位であり，

このことが，感染者の多い東京，神奈川，静岡と隣接

しているにも関わらず感染者が少ないことに影響して

いるのではないかと考えられる．また，このような状

況を上手く利用して，保健師の更なる確保に結びつけ

ていくことも大切ではないかと考える．

山梨県の保健師数は，県所属に比べて市町村所属の

保健師が多い．保健師がコロナ対策に果たした役割と

しては，県庁，保健所，市町村と様々であるが，県庁

の情報分析，保健所の医師の指示に基づく検体採取業

務を強化する必要がある．保健師への取材からは，非

常にきめ細かな支援活動を進めていることがわかり，

既存の支援ルートに乗らない者への見守りも丁寧に行

われており，その背景には人口対の保健師数が多いこ

と，保健師の管理職が増えたこと，日頃からの保健所

と市町村との連携があることが見えてきた．

3．保健師教育への展望

山梨県のコロナ対策で見えてきた課題としては，情

報，人材，医療の側面が挙げられる．これらに保健師

が関与できればと考える．また，保健師教育への展望

として，2点挙げることができる．第 1は，健康危機

管理である．長期化する災害や新型コロナウイルス感

染症への対応を充実させる必要がある．また，その中

で，感染拡大防止に中心的役割を果たす感染管理認定

看護師，感染要因の探索とそれを踏まえた再発防止策

を提案・推進していく保健師が，連携・協力しながら

取り組む必要がある．第 2は，行政対応である．保健

師だけで完結できる業務は限られており，健康危機管

理対応として感染症対策を行うには「施策化」が重要

である．また，「人」「もの」「金」を効率的に結びつけ

る「仕組みづくり」と効果的に推進するための「情報

化」「戦略」が必要である．そして，ニーズおよび優先

順位を含めて，活動の必要性，具体的な効果などをエ

ビデンスに基づいて説明できる能力が必要である．そ

のためには，プレイヤーとしての保健師からマネー

ジャーとしての保健師になっていく必要がある．

感染管理に強い保健師を養成するために大学教育に

おいて対応可能なこととしては，リスクコミュニケー

ションを含めての健康危機管理の知識，基本的な感染

看護の知識・関係法規の知識，疫学と保健統計の知識

などの習得とこれらの知識を使いこなせる実践能力の

開発と演習の実施が挙げられる．また，政策策定に関

する知識，行動経済学の知識と応用，働き続けるため

のストレスマネジメントなども必要である．コロナ禍

で実習の機会が制限される中，それを補うことができ

るような教材の開発が必要である．

V．テーマ 3「感染症の健康危機管理に強い
保健師に求められる卒業時の到達目標」案に

ついて

東京医科大学

鈴木良美

現在，既に感染症の健康危機管理に関する教育を取

り入れている教育機関，また，これから取り入れるこ

とを計画している教育機関など様々な状況がある中で，

健康危機管理対策委員会として，改めて到達目標や視

聴覚教材の開発について共有させていただく．

1．感染症の健康危機管理に強い保健師養成のための

卒業時の到達目標

当初の「感染症の健康危機管理に強い保健師に求め

られる卒業時の到達目標」から「感染症の健康危機管

理に強い保健師養成のための卒業時の到達目標」に変

更した．その理由は，健康危機管理に強い保健師の養

成を目指すことを適切に示すためである．到達目標作

成の基盤として，厚生労働省の「保健師に求められる

実践能力と卒業時の到達目標と到達度」の大項目 3「地

域の健康危機管理を行う」の 3つの中項目および 11小

項目を活用し，それらを感染症の健康危機管理に特化
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して修正した．

到達目標作成プロセスとして，国内外の文献・教科

書の分析を行い，委員会で検討し，そこから 3中項目，

19小項目，67下位項目案を作成した．これに対して会

員校から意見を聴取し，意味が曖昧，レベルが高いと

いうコメントを基に検討を重ね，小項目・下位項目を

整理し，それぞれ 10項目，39項目とした．また，本

到達目標における感染症の健康危機管理を「新興・再

興感染症への対応を中心とした住民の生命，健康の安

全を脅かす感染症に対する発生予防，拡大防止等の取

り組み」と定義した．

本到達目標の目指すものとして，キーワードは

Preparedness（プリペアドネス）とした．感染症の健康

危機管理に強い保健師養成に向け，COVID-19への対応

に加え，今後の新興・再興感染症の発生に備えた

Preparednessも重要である．Preparednessは，準備態勢

と訳され，到達目標を基盤に，Preparedness向上のた

めの教育の実施が期待できる．

到達目標における中項目は厚生労働省の「平時」，「危

機発生時」，「回復期（小康期，収束）」を基盤に感染症

の健康危機管理に焦点を当てた 3項目とし，さらに小

項目 10項目を設定した（表 1）．具体的には，「平時」

で小項目 3項目，「危機発生時」で 5項目，「小康期，

収束」で 1項目，さらに全期を通じて健康危機管理に

備える 1項目に分類した．

このうち，「危機発生時」の 2項目（No. 6, 7）は，①

積極的疫学調査の実施に関する内容で新人でも対応を

求められ，シミュレーション等の演習で技術の習得を

目指す内容である．次に「平時」の 1項目（No. 1）お

よび「危機発生時」の 1項目（No. 4）は，②地域全体

のリスクアセスメントや推定であり，演習等で設定し

た状況下で実際にリスクを検討することを目指す．さ

らに「平時」の 1項目（No. 3）および「危機発生時」

の 1項目（No. 8）は，③地域の保健医療体制を調整す

る活動であり，保健所，関係機関の体制は，COVID-19

への対応で管理的な活動の重要性が改めて認識された

ところであり，知識として身に付けることを期待する．

最後に，④情報管理能力，リスクコミュニケーション

の習得は，全期を通じて健康危機管理に備える（No.

10）ために必要であり，これは健康危機管理に限らず

重要な目標である．

2．教育における到達目標の活用

次に，到達目標を教育でどのように活用していける

のかについて述べる．それらは，次の 3点である．①

教育内容の検討における活用，②視聴覚教材での活用，

③到達目標を学生が理解し技術を獲得できるための方

略である．

第 1に，到達目標は，感染症の危機管理に関する保

健師学生への教育内容や評価を検討する際に活用でき

る．小項目とその下位項目は，演習を計画する際の参

考になる．

第 2に，視聴覚教材での活用として，健康危機管理

活動は学生が現場を見学することが難しい場合も多い．

現在，健康危機管理対策委員会では，視聴覚教材「感

染症パンデミック」「自然災害」編を作成している．感

染症は日本赤十字看護大学の井口理准教授を中心に作

成中であり，作成過程には，静岡県，新宿区の保健師

表 1 感染症の健康危機管理に強い保健師養成のための卒業時の到達目標（一部抜粋）

中項目 小項目 到達度*

平時から感染予防と拡大防止体制を整える
1健康危機への地域のリスクをアセスメントし対応を検討する III

2平時から住民への感染予防策を講じる II

3健康危機に備えた地域の保健医療提供体制を整える IV

感染症健康危機の発生に対応する

4健康危機発生による地域のリスクを推定し対応を検討する III

5住民への感染拡大防止策を講じる III

6患者・接触者への積極的疫学調査と保健指導を行う III

7クラスター発生時の積極的疫学調査と保健指導を行う III

8健康危機発生時の地域の保健医療提供体制を調整する IV

感染症健康危機の小康期・収束に対応する 9対応を評価し改善する IV

全期を通じて健康危機管理に関する能力の向上を図る 10健康危機管理に関する能力の向上を図る I

*卒業時の到達度
I．少しの助言で自立して実施できる
II．指導の下で実施できる（指導保健師や教員の指導の下で実施できる）
III．学内演習で実施できる（事例等を用いて模擬的に計画を立てることができる又は実施できる）
IV．知識として分かる

講演記事
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の皆様にご協力をいただき取材を進めた．到達目標を

参考に映像や保健師の語りを交えながら活動の基本を

解説したり，積極的疫学調査に関しては保健師の実演

の映像を収録するなどしている．また，学生の主体的

な学びを促すための設問を用意し，グループワークな

どでも活用できるように検討中である．2023年 3月に

は会員校の皆様に配布予定であり，現在編集を進めて

いる．

第 3に，到達目標を学生が理解し技術を獲得できる

ための方略として，報告者が，電話による積極的疫学

調査の演習を行った経験から述べたい．学生は，到達

目標の下位項目「17．患者の不安を受け止め信頼関係

を構築する」「18．患者の個人情報の保護と人権に配慮

する」ことは，容易に実践可能な内容だと思っていた

ようだった．しかし，演習で模擬患者を相手に実践し

ようとすると，緊急連絡先を話すのに抵抗感を感じる

患者にうまく対応できない場面に直面し，対応の難し

さを実感していた．映像や演習を通じて，これらの難

しさと大切さを学生が実感し，理解するとともに技術

を獲得できるよう委員会において教育方法を更に検討

していきたい．

また，対象との信頼関係構築の前提となる対象理解

のために学生に伝えたいこととして，保健師へのイン

タビューで印象的だったことを述べる．積極的疫学調

査には，「調査」という名称がついており，ともすると

一方的な聞き取りになってしまうことがある．しかし，

実際には対象者との共同作業で，情報を整理していく．

対象者は陽性になったことでショック，怒り，自責の

念，失業や立ち退きなどの社会的危機も抱え，人生の

危機にあることを心にとめる必要がある．

3．健康危機管理対策委員会の今後の活動

最後に，健康危機管理対策委員会より，学生の到達

目標の到達状況に関する調査の予定を示すとともに，

協力のお願いを申し上げる．目的は，保健師学生の到

達目標の到達状況を把握し，教育の質向上に役立てる

ことであり，保健師教育機関の教員，保健師学生を対

象として実施する．また，この調査をもとに，更に，

教員に役立つ教育内容や教材の開発を進めていく予定

である．なお，到達目標は，調査の結果を踏まえ，2023

年度から活用できるように整えていきたい．

VI．おわりに

2022年度秋季教員研修会に沢山の方々にご参加いた

だき，お礼申し上げる．日本公衆衛生学会に引き続き

の秋季教員研修会は，山梨大学大村智記念学術館を会

場として，実行委員長の山﨑洋子先生，実行委員の先

生方とともに進めてきた．講師の 3名の先生方からお

話をいただき，感染症を含めた健康危機管理の重要性，

その役割を果たす保健師に必要な知識・技術・態度に

ついて改めて検討し，教員として何が求められている

のか考える機会となった．これまでの経験に基づき，

様々な感染対策が浸透してきており，次期秋季教員研

修会は，現地開催を実現できるよう準備を進めていく．

今年度の経験を生かし，来年度の春季，夏季，秋季

と教員研修会の充実を図っていきたい．また，オンデ

マンドによる研修も充実させていきたいと考えている．

皆様からの忌憚のないご意見をアンケート等を活用し

てお聞かせいただけたら幸いである．

（ 11 ）



事業報告

高齢者保健活動における公衆衛生看護技術の明確化

教育課程委員会
岩本里織（神戸市看護大学），
大木幸子（杏林大学），

滝澤寛子（京都看護大学大学院），
松原三智子（北海道科学大学），
入野了士（愛媛県立医療技術大学），
草野恵美子（大阪医科薬科大学），

山田小織（佐賀大学），
伊木智子（関西看護医療大学），
長谷川美香（福井大学）

I．はじめに

公衆衛生看護は，「社会的公正を活動の規範におき，

系統的な情報収集と分析により明確化若しくは予測し

た，個人や家族の健康課題とコミュニティの健康課題

を連動させながら，対象の生活に視点を置いた支援を

行う．さらに，対象とするコミュニティや関係機関と

協働し，社会資源の創造や組織化を行うことにより対

象の健康を支えるシステムを創生する」ものである（日

本公衆衛生看護学会，2014）．保健師は，この活動を推

進する専門職であり，そのための「技術」を有してい

る者である．しかしながら，保健師の技術，いわゆる

「公衆衛生看護技術」は，これまで明文化されてこな

かった．

「技術」とは，記録できたり，伝えたりするように何

かに置き換えられたもの，いわゆるやり方や方法，手

段を示しており，この技術があることによって，流通

が容易になると言われている（森，2018）．いわゆる，

言語化された技術は，伝承が可能である．専門職の 6

つのモデルの 1つとして「高度に専門化された教育訓

練を通して伝達可能な技術をもっている」（Flexner,

1915）と言われている．つまり，専門職は，明確な技

術を持ち，それを教育訓練し伝達できることが必要で

ある．保健師は，公衆衛生看護を推進する専門職であ

り，「公衆衛生看護技術」を有し，それを教育により伝

承していくことが必要である．そのためには，「公衆衛

生看護技術」を明らかにすることが重要な課題である．

このような背景から，一般社団法人全国保健師教育

機関協議会教育課程委員会では，2017年度から公衆衛

生看護技術の体系化に向けて取り組んでいる．2017年

から 2019年においては親子保健活動における公衆衛生

看護技術の明確化を行った（大木ら，2019）．公衆衛生

看護技術は，親子保健のみならず，多様な活動におけ

る技術があることから，2021年度からは高齢者保健活

動における公衆衛生看護技術の明確化に取り組んでい

る．

本稿では，2021年から取り組んでいる高齢者保健活

動における公衆衛生看護技術について報告する．

なお，本稿で用いる公衆衛生看護技術とは，大木ら

（2019）の定義を用い，対象とその家族が地域で健康に

生活するために提供される技術であり，専門的知識に

基づいた判断および行為のことである．この行為とは，

外部から観察可能な人間や動物の反応を示す『行動』

と対比して用いており，ある意思をもった行いや哲学

であり，目的観念を伴う動機があり，思慮・選択によっ

て意識的に行われる行動をさす．すなわち，技術には，

行動のみならず，その行動を起こす意図が含まれてい

るものと捉え整理した．

II．活動結果

1．高齢者保健活動における公衆衛生看護技術の作成

方法

1）親子保健活動における公衆衛生看護技術（以下，

「親子保健技術」とする）で作成した「公衆衛生看護技

術の構造図」（図 1）（大木ら，2019）を基盤とし，親

子保健技術項目（大技術項目，中技術項目，小技術項
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目）を参考にしながら，「高齢者保健活動における公衆

衛生看護技術」（以下，「高齢者保健技術」とする）を

検討し，高齢者保健技術（案）を作成した．検討は，

保健師として高齢者保健活動の実践経験を有する公衆

衛生看護学の教育研究者である当委員会委員 10人（オ

ブザーバ含む）である．技術の検討の際には，高齢者

保健に関する既存文献を参考にした．

2）作成した「高齢者保健活動における公衆衛生看護

技術（案）」について，全国保健師教育機関協議会九州

ブロック研修会および北海道ブロック研修会，日本公

衆衛生看護学会でのワークショップの開催時に，高齢

者保健活動技術項目（案）を提示し，その妥当性や改

善案などの意見を収集した．収集した意見をもとに委

員会メンバーで検討を繰り返し，修正した．

3）修正した「高齢者保健活動における公衆衛生看護

技術（案）」について，全国保健師教育機関協議会会員

校および日本保健師連絡協議会を対象とした webによ

る意見収集調査を行った．調査の方法は以下のとおり

である．

①調査期間：2023年 5月 30日から 6月 30日

図 1 公衆衛生看護技術の構造図
*「継続的支援課題を持つ対象者への支援技術」は，多様な課題があるため，A321，A331，341・・等と附番する．
**グループを用いた支援技術は，個別・家族の支援のためにグループ活動を用いるものであり，個人支援に含まれるもの．
・矢印は，各項目の関連性を示す
・地区組織・住民組織活動については，自治体全体の住民組織は，Cに位置づく．地区／小地域の地区組織は，Bに位置づく
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②調査対象者：全国保健師教育機関協議会会員校お

よび日本保健師連絡協議構成団体（6団体）

③調査内容：「高齢者保健活動における公衆衛生看護

技術（大技術項目・中技術項目）」，「公衆衛生看護

技術に関する構造図」の妥当性に関する意見であ

る．なお，各技術項目については，「良い（意見な

し）」「ほぼ良い（意見あり）」「問題あり（意見あ

り）」で問い，意見は，技術項目中項目毎に自由記

載を求めた．

2．WEB調査結果について

1）回答者の概要

WEB調査の結果，回答者の所属機関は，教育機関

56件，行政機関 2件であった（表 1）．教育機関におけ

る保健師教育の内訳は，学部選択制 46件（79%），学

部全員必須 2件（3%），大学院 4件（7%），大学専攻

科 3件（5%），養成所または専門学校等 1件（2%）で

あった．

2）公衆衛生看護技術の構造図について

公衆衛生看護技術構造図（図 1）については，「良

い」「ほぼ良い」が 91%，「問題あり」が 9%であった．

構造図については 16件の意見があった．

主な意見は，「枠組みや色分けの意図が分かりにく

い，矢印の意図が分かりにくい」「ABCDの番号の振り

に問題がある」「BCDの表記の位置が不適切」「Aグ

ループ（小集団）を用いた支援技術の位置づけがわか

りにくい」等であった．1件ずつ丁寧に検討し，構造

図の修正し説明を補足した．

①公衆衛生看護技術の構造図の構造

修正した公衆衛生看護技術の構造図について述べ

る．公衆衛生看護技術の構造図は，親子保健活動にお

ける公衆衛生看護技術の構造図（大木ら，2019）を基

盤に，活動の領域によらない共通の構造図として作成

したものである，枠組みは，既存枠組みに準じて「対

表 1 回答者の所属機関

人数 %

学部（選択制） 46 79

学部（全員必修） 2 3

企業 0 0

行政 2 3

大学院 4 7

大学専攻科 3 5

養成所または専門学校等 1 2

合計 58 100

象」と「展開過程」の 2軸であり，「対象」は「公衆衛

生看護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）」（全

国保健師教育機関協議会，2018）に準じ，【A個人・家

族】【B生活基盤としての地区／小地域】【C地域（自

治体）の住民組織】【D地域の制度や仕組みを構築する

機能を持つ組織】とした．なお，親子保健活動におけ

る構造図からの変更点として，2021年に【B生活基盤

としての地区／小地域】の活動技術を既存活動から明

らかにし（岩本ら，2021），その調査結果を踏まえ，B

の構造を変更した．また「住民組織／地域組織」につ

いては，自治体全体を軸にした活動を展開する住民組

織／地域組織と，地区／小地域の活動を基盤とする地

区組織があるために，前者を【C地域（自治体）の住

民組織】として位置付け，後者は【B生活基盤として

の地区／小地域】の活動に含むものとした．また，親

子保健活動においては，「展開過程」区分は，「情報収

集の技術」，「アセスメントの技術」，「支援技術」とし

ていたが，「支援技術」を細分化し，「活動の実践技術」

「計画策定・計画評価」の技術とした．なお，【A個人・

家族】については，「計画策定・計画評価」の技術は，

「活動実践技術」に含まれるものとした．また，Dは，

自治体全体に対する支援技術には，事業レベルと自治

体全体の施策レベルがあるために，「事業化・事業評

価」と「計画策定・計画評価」を分けた．

3）高齢者保健活動における公衆衛生看護技術について

（1）調査結果からの妥当性の検討

各技術項目については，すべての大項目で，「良い」

「ほぼ良い」の回答が 8割以上を（86%～94%）占めた

（表 2）．最も高い割合は，C111と C211および D211と

D231であり，94%であった．最も低い項目は A311と

A312であり 86%であった．すべてにおいて 8割以上の

賛同が得られたことから，各技術項目については，妥

当であると考えられた．各項目についての修正意見に

ついては，委員会内で協議し，修正を行った．最終的

に表 3の技術が完成した．

（2）高齢者保健活動に関する公衆衛生看護技術

今回抽出した高齢者保健活動に関する公衆衛生看護

技術については，行政の保健師による高齢者を対象と

した保健活動を推進する公衆衛生看護技術を可視化し

たものである．行政の保健師として，保健部門で活動

する保健師のみならず，地域包括支援センター等で活

動する保健師など高齢者の支援に関連する部署全体を

包括した技術を抽出した．また，近年，高齢者の活動

については，保健と福祉が一体となり活動することも

事業報告
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多く，計画策定も，「保健福祉計画」として保健福祉が

一体的に計画されることが多い．そのため，技術の一

部は，高齢者保健福祉と表現した．

なお，抽出した小技術項目については，書面の関係

で省略する．

①高齢者や家族を対象とした公衆衛生看護技術

個人・家族を対象とした公衆衛生看護技術における，

【高齢者と家族に関する情報収集】は，大技術 11項目，

中技術 23項目，【高齢者と家族に関するアセスメント】

は，大技術 4項目，中技術 10項目で構成された．個人

家族に対する一般的な支援技術は，【自立・見守りが必

要な高齢者と家族への支援】と【介護が必要な高齢者

と家族への支援】が構成され，前者は大技術 5項目，

中技術 15項目，後者は大技術 6項目，中技術 17項目

で構成された．なお，高齢者保健活動における個人・

家族への一般的な支援技術は，「自立・見守りが必要な

高齢者と家族」と「介護が必要な高齢者と家族」への

支援について検討した．しかし，それ以外にも健康増

進やフレイル予防等を支援する場合など多様な高齢者

や家族への支援技術もあると考えられ，それらの抽出

は課題である．

表 2 各技術項目案に対する妥当性に関する回答分布

良い（意見なし）／
ほぼ良い（意見あり）

問題あり
（意見あり） 計*

図 1 53 5 58

91% 9% 100%

A111 & A211 45 5 50

90% 10% 100%

A311 & A312 42 7 49

86% 14% 100%

A321 45 4 49

92% 8% 100%

A411 44 4 48

92% 8% 100%

B111 & B211 44 4 48

92% 8% 100%

B221 44 4 48

92% 8% 100%

C111 & C211 45 3 48

94% 6% 100%

D111 & D211 43 5 48

90% 10% 100%

D221 & D231 45 3 48

94% 6% 100%

意見なし 意見あり 計
その他 27 20 47

57% 43% 100%

*無回答を除いた合計

「継続的支援課題を持つ対象への支援技術」は，【認

知症のある高齢者と家族への支援】として大技術 13項

目，中技術 36項目で構成された．高齢者保健活動にお

いて継続的な支援課題を持つ対象は，今回抽出した「認

知症のある高齢者と家族」のみならず，高齢者虐待，

経済的問題，家族に疾病等を抱える高齢者など，多様

な疾病や課題を有し継続的支援が必要な高齢者と家族

がいると考えられる．これらへの支援技術は，それぞ

れの健康課題に応じた特徴的な技術があると考えられ，

抽出については今後の課題である．

【高齢者保健に関するグループ（小集団）を用いた支

援技術】は，大技術 5項目，小技術 15項目で構成され

た．これは，高齢者や家族の有する課題を解決するた

めに，グループ・小集団を活用し，個々の課題を解決

するものであり，個別支援と位置づく支援技術である．

②生活の基盤としての地区／小地域での高齢者保健

活動における公衆衛生看護技術

【生活基盤としての地区／小地域での高齢者保健に

関する情報収集・アセスメント】は，大技術 8項目，

中技術 25項目，【生活基盤としての地区／小地域での

高齢者保健に関する活動技術】は，大技術 6項目，中

技術 38項目，【生活基盤としての地区／小地域での高

齢者保健に関する活動計画・評価】は，大技術 6項目，

小技術 22項目で構成された．これらは，「生活基盤と

しての地区／小地域」での活動技術であり，いわゆる

「地区活動」である．

③高齢者保健活動を推進する地域組織活動（自治体

全体）に関する公衆衛生看護技術

地域組織活動は，自治体全体レベルでの地域住民主

体の組織活動を示すものである．【高齢者保健を推進す

る地域組織（自治体全体）の育成支援に向けた情報収

集・アセスメント】は大技術 3項目，中技術 10項目，

【高齢者保健を推進する地域組織活動（自治体全体）の

育成支援】は，大技術 7項目，中技術 17項目で構成さ

れた．これらは，自治体全体レベルの多様な地域組織

と協働しながら高齢者保健を推進する技術である．

④地域の制度や仕組みを構築する機能をもつ組織

（自治体）の高齢者保健活動における公衆衛生看護技術

【地域の制度や仕組みを構築する機能を持つ組織（自

治体）での高齢者保健に関する情報収集・アセスメン

ト（地域診断）】は，大技術 6項目，中技術 14項目，

【高齢者と家族を支える社会資源の開発・地域ケアシス

テムづくり】は，大技術 4項目，中技術 13項目，【高

齢者保健の事業化・事業評価】は，大技術 8項目，中
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技術 16項目，【高齢者保健に関する計画や関連施策の

計画策定・計画評価】は大技術 8項目，中技術 16項目

で構成された．これらは地域の制度や仕組みを構築す

る機能を持つ組織である自治体単位で，高齢者保健に

関する情報収集・アセスメントを行い，それに基づい

た計画作成により，社会資源の開発や地域ケアシステ

ムづくりおよび事業化や施策化を行うとともに，事業

評価や計画評価を行う技術である．

III．ま と め

教育課程委員会においては，高齢者保健活動におけ

る公衆衛生看護技術を作成した．これまでに，高齢者

表 3 高齢者保健活動にける公衆衛生看護技術
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保健活動に関する技術を体系的に示したものはなく，

保健師の公衆衛生看護技術を示した新たなものである．

本技術を抽出過程においては，高齢者保健活動の経

験を有する教育研究者が議論を重ねるとともに，複数

の全国保健師教育機関の支部活動や全国的な研修会に

おいても技術項目案を検討した上で全国的調査を行

い，8割以上が妥当と回答している．また会員校のみ

ならず保健師連絡協議会への調査や日本公衆衛生看護

学会でのワークショップでは現任保健師の参加が得ら

れ，少数ではあるが現任保健師の意見も反映している．

このように教育機関や保健師活動現場など多様な立場

の者からの意見を反映し，妥当な技術が抽出できたと

考える．

全国保健師教育機関協議会教育課程委員会は，保健

師教育の質の向上を検討する委員会である．今後は，

抽出した技術を用い高齢者保健を推進するための教育

方法の検討が必要である．また，本技術は，現場保健

師の活動技術であり，教育機関のみならず現場での現

任教育で活用も可能であるため，保健師職能団体と連

携し，保健師への普及と活用を推進することも課題で

ある．
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事業報告

2022 年度教育体制委員会企画報告
「上乗せ教育を目指す会員校のオンライン交流会」

教育体制委員会
上田　泉（札幌医科大学），
西出りつ子（三重大学），

和泉京子（武庫川女子大学大学院），
中尾理恵子（長崎大学大学院），

佐藤千賀子（秋田県立衛生看護学院），
金山時恵（新見公立大学），
堀井節子（京都光華女子大学），
水谷真由美（三重大学）

I．まえがき

2016年度より発足した教育体制委員会は今年度 7年

目の活動となる．当委員会では，読み替えなしの上乗

せ保健師教育課程を推進する活動として，毎年夏季教

員研修会において分科会を開催してきた．さらに，教

育課程の教員がもつ不安や疑問を払拭する必要がある

との意見から始動したこのオンライン交流会は今年度

にて 3回目の開催となる．共通の目標のある会員校同

士が，気軽に交流しながら，情報や意見を交換できる

場として，同時に大学院化を予定している会員校の意

見交換会として開催してきた．

2021年 4月 1日より施行された改正保健師助産師看

護師学校養成所指定規則（厚生労働省医政局，2020）

による保健師教育課程の変更申請に伴い，今後ますま

す上乗せ教育が進むことが見込まれる．2022年 4月現

在，大学院教育課程が 19課程，大学専攻科が 4課程

（e-Stat政府統計の窓口，2022）と年々その数は増加し

ている．保健師の基礎教育については，大学院修士課

程（博士前期課程），大学や短大における専攻科，専修

学校，加えて看護基礎教育での学部教育（選抜制や統

合教育など）における保健師養成と，複数の教育課程

の種類があるのが現状である．

本稿では，2022年 12月 15日（木）に開催したオン

ライン交流会の概要を報告する．今回の開催の趣旨は，

上乗せ教育を推進する会員校の交流を目的としている．

大学院，専攻科を目指す会員校を対象に，開設に向け

た準備を進める上での悩みや疑問を表現できる場，先

発校の先生方とお話してご意見やアドバイスをいただ

ける場としてフランクな意見交換や情報交換を行う場

とした．

II．オンライン交流会の概要

2022年度の活動方針に基づき，本委員会が企画，実

施した「上乗せ教育を目指す会員校のオンライン交流

会」のテーマ，構成等の概要は次に示す通りであった．

【テーマ】上乗せ教育を予定する会員校のためのオン

ライン交流会

【対象】大学院あるいは専攻科を目指す会員校の教員

【日時】2022年 12月 15日（木）18:00–19:30

【開催方法】オンライン（Zoom）

【構成】

1．事前に申し込みがあった参加者に対して資料を配

付した．

「保健師教育における大学院カリキュラムモデル（全

保教版 2020）」，「保健師教育大学院化に向けたステッ

プバイステップ支援 Q&A集 2020」をメールにて配付

し，以下 4点についても参考資料としてお知らせをし

た．

1）2021年度教員研修報告　大学院の設置に至るプ

ロセスとカリキュラムの実際（白石ら，2022）

2）2021年度事業報告　大学院化を予定する会員校

のためのオンライン交流会（西出ら，2022）

3）2020年度教員研修報告　保健師教育における大

保健師教育　第 7巻第 1号（2023）
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学院カリキュラムモデル（全保教版 2020）（松井

ら，2021）

4）2020年度事業報告　大学院化を予定している会

員校の意見交換会（臺ら，2021）

2．オンライン交流会を実施した．

1）全体で自己紹介，2）ブレイクアウトルームを利

用し 3グループに分かれて，フランクに意見交

換，3）全体に戻って各グループで出された質問

や交流内容の発表，質疑応答，全体での交流を

行った．

3．交流会の事後，参加者に対してアンケートを実施

した．

III．結 果

1．参加者の概要

当日参加者は 13名であり，運営担当である教育体制

委員 8名を含め合計 21名であった．16校 21名の参加

者の所属は，既に上乗せ教育を実施している大学院 3

校，専攻科 2校，専修学校 1校を除き，すべて選択制

の保健師教育課程をもつ大学であった．大学院化を予

定して開設準備をすすめている大学，開設の予定も含

め検討中の大学と様々な状況であった．予定している

大学の中で開設の具体的な時期は，2023年度 1校，他

の移行年度は未定であった．事前申し込み時に記載さ

れた交流会で話題にしたい内容は大まかに以下の 3点

であった．

1）上乗せ教育に向けた申請にあたっての準備，検討

状況（大学院や大学専攻科の設置プロセスや課

題，保健師教育を上乗せしたいが入学者数は確保

できるのか等）

2）上乗せ教育の実状（課題研究の具体的な内容や進

め方，より実践力を養うための演習，実習の工夫

や困難，カリキュラムの工夫，上乗せ教育を実施

してのメリットデメリット等）

3）上乗せ教育をしている場合の学部生教育の実状

（看護師教育への充実を図るためのカリキュラム

の編成，学部教育への実態や工夫等）

2．参加者の交流内容

全体で自己紹介をした後，グループに分かれて自由

に意見交換を行った．各グループにはそれぞれ大学院，

専攻科，専修学校で上乗せ教育を実施している教員を

混成したグループ編成を行った．以下，グループ交流

や全体での交流，話し合いで出された主な 4点につい

てまとめて概要を述べる．

1）上乗せ教育への開設及び準備状況

大学院や専攻科を開設する前の準備として，開始時

期や準備状況の実状について意見交換を行った．各々，

上乗せ教育を専攻科あるいは大学院にするのかを検討

する必要があった．プロジェクトチームを立ち上げて

学内関係者で何度も検討を重ねた大学もあり，学外関

係者に協力を得て大学院教育を行っている大学にヒヤ

リングを実施した大学もあった．さらに現場の保健師

が困っていること，受けた保健師教育の評価，大学院

で学びたいこと等の実態調査を行いニーズ調査も行っ

ていた．

看護学部教育での選択コースから上乗せ教育へ移行

していくため，選択コースと大学院・専攻科の教育を

同時進行させる時期があることを想定すると，開設時

期をいつにするのかも悩みの種であった．学部教育と

上乗せ教育の重複期間はかなり苦しい実態もあった．

専攻科開設にあたり教員の確保，実習場所確保や調整，

学生定員，学生の特徴（教育背景，看護師経験等），実

習経費等も話題となった．

学部での保健師選抜における学生定員数，大学院あ

るいは専攻科の学生定員数，教員の数についても各大

学の実態を意見交換した．学生定員数については，検

討の段階で実習地の確保を考えると定員数は少なくせ

ざるを得ない状況もあり，そのため大学院や専攻科は

経営的に難しく事務職の理解が得られない場合も生じ

ていた．その対策としては学生定員が少ないが，学部

の教育にもかかわるということをアピールすることも

有効であった．

2）上乗せ教育の強みと魅力ある教育の工夫

実践力のある保健師の養成，リーダー的な役割がと

れる保健師養成は社会から求められている．実践力の

強化，リーダー役割を担える保健師教育を目指してカ

リキュラム，教育内容の工夫を各大学では考えていた．

魅力あるカリキュラムを編成する工夫としては，新

カリキュラム改正時，実習の単位を増やしたことが一

例として挙げられた．例えば，高齢者と乳児の 2例を

継続して家庭訪問，住民にインタビューして健康教育

を実施，実践でアウトリーチ活動の体験等，実践でき

る実習を充実させた．

同県内に保健師養成の大学院，専攻科が複数ある地

域もある．教育内容の区別化を図らなければ学生が大

学を選択する際に悩むことも考えられた．自校での目

指す保健師像をより明確にして教育の特色を示す必要
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がある．例えば，リーダーシップ，地域診断から政策

提言までを目指す等も考えている大学もあった．

上乗せ教育で入学してくる学生には，卒業後すぐに

保健師になりたいという希望をもつ者が多い．そのた

め，保健師教育課程修了後はほとんど全員が保健師の

就職に結びついていた．この点は学部の選択制教育と

は大きく異なるという感覚がある．教員としては教育

の内容を充実させていると捉えているため就職の実績

も良いという感触がある．上乗せ教育の強みは，卒業

後にほぼ全員保健師としての就職に結びつくことで

あった．

上乗せ教育は学部選択制と異なり看護師経験をもっ

て入学する者や，教育背景が異なる学生が同じ教育課

程内に混在して入学してくるため様々な背景の学生に

対し，学習過程の質を保つこと，学生のモチベーショ

ンをどのように工夫すればよりよい教育ができるかが

話題となった．看護師経験が長い学生は，対象の個人，

家族，地域やケアシステムの考え方を理解させるまで

に労力を要する．経験は違っても公衆衛生看護学を学

ぶというスタートは同じである．学修する実習なども

含めて全ての教育期間を一緒に学び合う中で，関係性

の調整が大切であると感じる．教員も学生も皆が気持

ちよく元気に学修できるように発想の転換をして，様々

な意見を教員がうまく引き出すことも大切である．

3）学部の看護学基礎教育の充実

カリキュラム改正により学部の地域看護と在宅看護

の教育の充実が必要となっている．地域看護，在宅看

護論の関連から，大学院と専攻科に公衆衛生看護学が

移行することを通して，学部教育も充実していくこと

ができる．臨床のベッドサイドケアだけでない看護に

ついて学部での看護教育に取り入れる必要がある．上

乗せ教育を実施するということは，学部でそれまで実

施していた保健師教育の時間が無くなったということ

になる．選抜制で保健師教育をしている大学とは異な

るカリキュラムで教育を考えていくことができる．看

護ケアの対象が地域で暮らしている人とイメージがで

きることを重視し，急性期だけでなく地域包括病棟，

病院から地域の看看連携に目が行くように学生が地域

に出向く経験を増やそうと考えている．

教員としては学部教育と上乗せ教育の重複期間の大

変さをどのように展開していけるのか．公衆衛生看護

学の教員だけでなく他分野の教員とうまく取り組むた

めにはどうすればよいのかという課題もあった．学部

と大学院の学生のコラボはあるのか等，学部，専攻科・

大学院とうまく展開するための工夫は今後も必要であ

るという意見であった．

4）実習調整の難しさと工夫の実態

学校保健と産業保健においては協力を得られる企業

が少ない状況があり，施設の開拓等の実習施設の調整

についての難しさが意見として出された．産業保健は

企業にあたり，産業系の先生に依頼し交渉した．地域

の産業保健センターへ行く，課題研究の学修として，

商工会議所や商店街に行ってインタビューした大学も

あった．

実習科目として学校と産業はないが講義科目はある．

講義の中で専門の方に担当してもらう．母子保健でグ

レーゾーンの方はどのように学校保健につながるか，

特別支援学校に講義の一環として行き，母子保健にお

ける連携の視点を学ぶ等の工夫もあった．実習につい

ては実習施設を開拓するという方法もあるが，実習に

こだわらない工夫も大切であるいうことも共有し認識

できた．

3．参加者の感想

終了後のアンケートでは，参加者 13名（委員 8名除

く），アンケート回答者 13名（100.0%）から回答を得

た．斜体は自由記述から抜粋，一部改変した．
1）交流会の目的

今回の交流会の目的は何でしたか（複数回答）の問

いでは，「先発校の経験を聞きたいから」9名（69.2%），

「同じ立場の大学と交流したかった」8名（61.5%），「カ

リキュラムとその工夫点について知りたかった」5名

（38.5%），「実習方法や工夫点について知りたかった」

5名（38.5%）であった．参加目的は達成できましたか

の問いでは，「達成できた」が 10名（76.9%），「まあま

あ達成できた」が，2名（15.4%）であった．

自由記述より，全体的に満足度の高い内容が多かっ

た．

いろいろな体験をお伺いすることができ，とても参
考になった．大学は異なっていても教員としての悩み
は同じだと感じた．リアルな情報交換ができてとても
有意義かつ楽しかった．
今回，GWの中で頂戴した大学院化に向けての説得
材料の作り方，早速取り組んでみたいと思った．大学
院化に至るまでの経緯を伺えたことで，今後どのよう
に進めていくと良いのかの示唆を得ることができた．
上乗せ教育では，保健師として就職を目指す学生の
モチベーションが高いことがわかった．保健師の需要
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と供給のバランスや，現場に求められる保健師を育成
する必要性を改めて知ることができた．
現在の選抜による保健師教育を充実させる必要があ
ると思う．色々な進捗状況でのお話が聞けたことで，
これまで必死でやってきたが必要なプロセスをきちん
と踏むことができていたという自己を振り返る機会に
なった．
2）交流会の時間，事前配付資料

今回の交流会の 90分の所要時間は，「ちょうど良かっ

た」が 12名（92.3%）「短かった」1名（7.7%）であっ

た．また，事前配付資料「保健師教育における大学院

カリキュラムモデル」「保健師教育大学院化に向けたス

テップバイステップ支援 Q&A集 2020」については，

「参考になる」，「まあまあ参考になる」を合わせて

100.0%の回答であった．

3）上乗せ教育をするにあたり，今後，参加したい企

画（自由記述）

（1）今回のような形態の交流会

今回のようなフランクな交流会，自由な意見交換会

を肯定的に捉えた意見であった．

このような交流会を，これから作る養成校，すでに
実施している養成校などの背景別に継続していただく
と，その段階毎の悩みが解消できるように思った．
今後立ち上げようとされていらっしゃる大学間の交
流会（本日のような）今回の企画はざっくばらんにお
話をうかがうことができ大変有意義であった．
カリキュラムモデルや Q＆Aも大変参考になるが，

直接，お話を伺えることでイメージが湧きやすいため
交流機会があれば今後も参加したい．
（2）看護基礎教育の内容

上乗せ教育を行った上での，看護基礎教育としての

学部生の公衆衛生看護に関する教育の実態を知りたい

という意見であった．

上乗せ教育を行った上での，看護師教育としての学
部生の公衆衛生看護教育について，それぞれの大学の
教育の特徴などを伺いたい．上乗せ教育と学部の地域
看護学の充実についてお話を伺いたい．学部教員と大
学院教育の連携についてもお話を伺いたい．
（3）上乗せ教育のカリキュラムの紹介

各校のカリキュラム紹介などミニ講話的なもの，先

に上乗せ教育を実施している大学からの実践は大変参

考になるという意見であった．

各校のカリキュラム紹介などミニ講話的なものがあ
り，情報交換するという機会もあれば嬉しい．大学院

化された学校からの意見は大変参考になる．実践例な
どを講話いただきたい．
新カリキュラムになり，地域・在宅看護学を充実し
ていくことで，ますます地域看護と公衆衛生看護はど
う違うのかを説明できるようにならなければならない
と思います．目指すべき保健師教育とはということに
ついて，未来を考えてみたい．

IV．あとがき

今後，上乗せ教育を推進していくにあたり，教育機

関同士の横のつながりはとても重要であると考える．

今回，本音で話し合いができ満足された大学も多かっ

た．これをきっかけとして今後も連携を広めていただ

ければと思う．また，様々な課題があるのも事実であ

る．教員は看護基礎教育，保健師教育，大学院教育，

様々な状況で広く教育に関わらなければならない．そ

れぞれの教育内容を考えることもさることながらマン

パワーの課題もある．

保健師としての上乗せ教育の基盤を形作るためにも

他の教育とのバランスを検討し明確にしていくことが

必要である．それぞれの教育機関の工夫，実践の共有

を通して，教員として教育力の質向上，心の余裕を考

えながら，これからも皆様と共に上乗せ教育の推進に

むけた活動を進めていければと考える．
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事業報告

2022 年度教育体制委員会企画夏季教員研修会分科会
上乗せ教育課程における健康危機管理に関する教育の実際

教育体制委員会
堀井節子（京都光華女子大学），
西出りつ子（三重大学），

佐藤千賀子（秋田県立衛生看護学院），
中尾理恵子（長崎大学大学院），
和泉京子（武庫川女子大学大学院），
上田　泉（札幌医科大学専攻科），
金山時恵（新見公立大学），
水谷真由美（三重大学），
白石知子（中部大学）

I．はじめに

教育体制委員会では，保健師助産師看護師学校養成

所指定規則（文部科学省，厚生労働省，2022）に定め

られた保健師教育内容を看護師教育と合わせて教授し

ない，つまり単位の読み替えなしとなる上乗せ保健師

教育課程（大学院，大学専攻科等）を推進する活動と

して，毎年夏季教員研修会において分科会を開催して

いる．

今年度は，「看護基礎教育検討会」報告書（厚生労働

省，2019）における保健師教育について，「大規模災害

や感染症等の健康危機管理能力の強化」が指摘されて

いることに着目した．また，同報告書では，保健師に

求められる能力として，「保健師に求められる実践能力

と卒業時の到達目標と到達度」において「健康危機管

理における災害対応で，直ちに必要とされる能力につ

いて，到達レベルを全面的に引き上げた」とされてお

り，健康危機管理はますます重要な教育内容となって

いる．

そこで，すでに健康危機管理教育に取り組んでいる

大学院修士課程と大学専攻科の先生方から上乗せ教育

課程における健康危機管理教育の実際をご紹介いただ

いた．その後，グループワークで健康危機管理教育の

質を向上させる要因及び可能な取り組みや具体策を検

討した．

本稿では，2022年 8月 20日（土）にオンラインで

実施した第 37回全国保健師教育機関協議会夏季教員

研修会の第一分科会の内容を報告する．

II．分科会の概要

2022年度の活動方針に基づき，本委員会が企画・運

営した夏季教員研修会の分科会の概要は次に示す通り

である．

【テーマ】

「上乗せ教育課程における健康危機管理に関する教

育の実際」

【目的】

1）上乗せ教育における健康危機管理教育の実際を知

る機会とする．

2）健康危機管理教育の質を向上させる要因と取り組

みのあり方や具体策について考え共有する場とし，さ

らに保健師教育への新たな視点を得る機会とする．

【開催日時】

2022年 8月 21日（土）13:15～15:15

【方法】

Web会議システム Zoomミーティングによるオンラ

イン開催とともに，後日，オンデマンドによる配信を

行った．

【構成】

1）報告

健康危機管理対策委員会鈴木委員長より「感染症の

健康危機管理に強い保健師に求められる卒業時の到達
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目標（案）」の妥当性に関する調査と修正プロセスなど

についてご報告いただいた（詳細は委員会活動報告参

照，2022）．

2）講演

大学院・大学専攻科の先生方を講師に迎え，養成す

る保健師人材像，健康危機管理教育のカリキュラム上

の位置づけと力を注ぐ教育内容や方法など，上乗せ教

育課程における健康危機管理教育の実際をご紹介いた

だいた．

3）意見交換

Zoomミーティングのブレイクアウトルーム機能を

用い 12グループに分かれて，「健康危機管理教育の質

向上につながる要因」と「要因に応じた取り組みやあ

り方の具体策」について意見交換した．

4）全体での共有

代表して 3つのグループに意見交換の内容を発表し

てもらうとともに，各グループから出た主要な質問事

項などを全体で共有し，講師からの応答を得た．

【参加者】

講師と教育体制委員および当日運営サポートメン

バー計 15名を除く当日の参加状況は，講演参加 102

名，グループワーク参加 68名であった．

III．講演内容

1．上乗せ教育課程における健康危機管理に関する教

育の実際　―大学専攻科―

（講師：札幌医科大学専攻科公衆衛生看護学専攻　教

授　上田　泉氏）

札幌医科大学では，平成 24年度（2012年度）入学

生より令和 3年度（2021年度）まで，保健師教育の選

択制（10名）を実施してきた．その間，専攻科公衆衛

生看護学専攻は，令和 2年度（2020年度）に開始し，

現在，3期生が学修している．同学では，ディプロマ

ポリシーとして，①地域に存在する健康課題を明確化

し，事業計画を立案して組織的に解決するための公衆

衛生看護学及び関連分野の知識・技術，②豊かなソー

シャルキャピタルの醸成を目指して地域に出向き，地

域に根差した実践を展開するための基礎的な能力，③

地域の健康課題を解決するための社会資源の開発やシ

ステム化，施策化に参画する能力，④地域住民，関係

機関，多職種の人々と信頼関係を築き，連携・協働す

る能力，⑤保健師としての役割と責任を認識し，高い

倫理観をもって実践する能力，⑥地域住民の健康の保

持・増進，地域社会の安寧，公衆衛生看護の充実と発

展のために，生涯にわたって研鑚する意欲と自己学習

力を持つ人材育成を目指している．

1年間の教育課程では 30科目，合計 38単位を取得

することになる．特徴的な科目と考えているのはキャ

リアデザインセミナー，災害保健指導等である．キャ

リアデザインは，現役保健師のインタビューや講義な

どを通して保健師のキャリアの多様性を知り，今後の

人生をどうデザインするか，なりたい自分をめざすた

めの科目である．災害保健指導は，災害の種類や災害

サイクル，災害発生時の社会の対応や仕組み，災害に

備えた平常時の取り組み，避難行動要支援者への支援

計画のあり方など，災害各期における公衆衛生看護活

動の基礎となる知識を学ぶ．

臨地実習として，公衆衛生看護実習 1・2，管理実習

では行政機関で実習し，また企業への産業保健実習，

小中学校への学校保健実習，さらに年間を通して地域

包括ケア実習を組み立てている．1年間のスケジュー

ルとしては，前期は主に講義が中心であり，6月，9

月，12月に地域包括ケア実習がある．後期は，主に実

習が中心となる．1年間をかけて公衆衛生看護学研究

も学ぶ．

健康危機管理のカリキュラム上の位置づけとしては，

公衆衛生看護管理論の中での講義，親子保健指導での

児童虐待予防の講義と児童相談所見学，災害保健指導

の科目，そして公衆衛生看護管理実習，学校保健実習

では感染症予防の健康教育を実施している．

災害保健指導の科目では 1単位を実施している．北

海道庁，保健所，市町村，それぞれの立場で実際の災

害保健活動に携わった経験のある現場の保健師や

DMATの看護師より講義を実施した後に，模擬事例を

用いた災害時の保健活動訓練（演習）がある．今年度

は公衆衛生看護管理論の中で感染症の動向（COVID-19

対策，現状及び課題，医療職の役割），感染症にかかる

保健師活動（感染症の調査の基本，事前対策，発生時

対策，感染拡大防止など），演習として感染症発生時の

調査（積極的疫学調査の実際）を予定しており，感染

症対策にも力を入れ始めている．

感染症が発生した時に，看護師資格を持つ学生は保

健所応援に出向くことができるマンパワーとなり得る．

学生の実践能力獲得のためにも教育内容，教育と現場

の相互体制等を考えていく必要がある．
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2．上乗せ教育課程における健康危機管理に関する教

育の実際　―大学院―

（講師：大分県立看護科学大学大学院　教授　甲斐優

子氏，講師　小野治子氏）

大分県立看護科学大学は上乗せ教育の先発校とし

て，2011年度から大学院教育を始め，45名の保健師を

輩出してきた．アドミッションポリシーは，①人びと

の生命と暮らしを守るため，地域をアセスメントし，

課題を発見，改革に結びつけたい人，②保健領域にお

ける高度な知識や技術を身につけ，研究開発能力を身

につけたい人である．ディプロマポリシーは，「個人・

家族の健康アセスメントを包括的にできる能力」「地域

社会全体の健康レベルをアセスメントできる能力」他

7つの能力である．

カリキュラムは指定規則 31単位と大学院 30単位，

合計 61単位である．健康危機管理に関して，大学院当

初から健康危機管理特論を科目立てしており，今回の

カリキュラム改正において広域看護管理特論を追加し

た．さらに，環境保健学特論や演習科目などの強化科

目を配することが特徴である．カリキュラムの流れは，

講義と演習・実習を連動させるように組み立てている．

健康危機管理に関する教育カリキュラムの体系は，

1年前期に健康危機管理の基礎知識（環境保健学特論，

健康危機管理特論），1年前期後半に実習地での健康危

機管理体制の実際（地域生活支援実習，地域マネージ

メント実習，広域看護活動展開実習），1年後期前半に

健康危機管理に関する応用的な知識，1年後期後半に

事例を通じた対応力（健康リスクアセスメント実習），

2年に研究的思考力・実践力（研究課題，保健所への

応援派遣）としている．

講義は環境保健学特論（15コマ）及び健康危機管理

特論（15コマ）である．環境保健学特論では物理的要

因や化学的要因など環境と健康との関係について，健

康危機管理特論では地域社会における健康危機管理に

関する基本的な考え方や保健師活動の展開方法，多職

種間連携を教授している．

実習は地域マネージメント実習 I・II（4週間，市町

村）及び広域看護活動展開実習（5週間，保健所・地

域包括支援センター），地域生活支援実習（継続訪問実

習，月 1回・半年間）である．健康危機管理に関する

テーマは，地域マネージメント実習 I・IIにおいて「豪

雨災害における保健師の役割を考える」，広域看護活動

展開実習において「九州北部豪雨での住民を取り巻く

環境と保健活動の実際」，地域生活支援実習において

「人工呼吸器をつけた小児慢性特定疾患児と自宅で一

緒に暮らすことを選択した家族への支援」などであっ

た．市町村では災害の発生時の対応を，保健所では復

旧時の対応を学んでいた．

演習は健康リスクマネージメント演習（15コマ）で

ある．実習の後，細菌性赤痢他の感染症の 6事例を用

いて，個人家族集団が抱える潜在的な健康問題（リス

ク）を的確に予測し，保健師としてのリスクマネージ

メント，支援のあり方を考える．2年次には課題研究

において災害に取り組む学生もおり，IHEAT（Infectious

disease Health Emergency Assistance Team）への応援・

派遣も経験する（厚生労働省，2022）．

修了生の卒業時到達目標の状況は，「地域の健康危機

管理能力」の評価が他の項目に比べると低く，今後の

課題である．しかしながら，ホームカミングデイ（卒

業生を母校に招いて開催するイベント）時の修了生イ

ンタビューから，修士課程の教育により，地域の健康

危機管理に活かせる何ごとにも動じない精神力，情報

収集力と対応力，仲間と一緒に頑張る力が身についた

との嬉しい報告を得た．

IV．グループワークでの意見交換の内容

12グループに分かれて，健康危機管理教育の各校の

取り組みについて情報共有の後，「健康危機管理教育の

質向上につながる要因」および「その要因に応じた取

り組みのあり方や具体策」について検討した．代表し

て 3グループに意見交換の内容を発表してもらい，全

体で共有した．

「健康危機管理教育の質向上につながる要因」の主な

内容は，「健康危機管理のリアル感を持たせる」「他の

科目との連関性を持たせる」「地域づくりや地域の特性

を踏まえた取り組みを学ぶ」などであった．「その要因

に応じた取り組みのあり方や具体策」の主な内容は，

「DHEATや IHEATの体験」や「事例を用いた演習」「映

像教材」「実習中の保健師のこれまでの実体験をふまえ

た説明」などにより，学生がリアル感をもって，地域

特性や身近な事例として具体的に学ぶことが必要で

あった．

V．事後アンケート

実施後にオンライン調査を行った．グループワーク

終了後に案内したため，グループワーク参加者 68名の

うち 66名からの回答を得た（回収率 97%）．職位別に

は，教授・准教授 33 名（50%），講師・助教 31 名
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（47%）であった．27名（41%）が既に上乗せ教育を実

施する機関に所属し，上乗せ教育開始時期がほぼ決定

している機関に所属する参加者 6名（9%），上乗せ教

育の予定がない教育機関に所属する参加者 26 名

（39%）であった．複数回答で尋ねた参加理由の上位 3

つは，健康危機管理教育の質を向上させる具体策を知

りたい（46名，70%），健康危機管理教育の質の向上

について考えたい（37名，56%），上乗せ教育課程の

健康危機管理教育の実際を知りたい（36名，55%）で

あった．

講演については「良かった（52名）」「やや良かった

（9名）」「ふつう（5名）」，グループワークについては

「良かった（48名）」「やや良かった（13名）」「ふつう

（5名）」と回答した．参考になった内容の回答（自由

記述）は，「実際の教育内容や組み立て，実際の教育課

程・内容，健康危機管理教育の実際」「上乗せ教育での

教育事例の紹介，成果，何事にも動じない精神力の育

成」などであった．

今後，上乗せ教育に関して知りたい内容（複数回答）

の上位 3つは，保健師課程の教育内容（44名，67%），

保健師教育課程の評価（34名，52%），修了生・在学

生の学び（29名，44%）であった．

VI．おわりに

教育体制委員会は，新型コロナウイルス感染症の拡

大により保健師への期待が高まる中，2021年 7月下

旬，大学院修士課程 17校と大学専攻科 2校を対象に，

健康危機管理能力向上に向けた取り組みの実態につい

て調査を行った．その際，卒業時の到達度を向上させ

る教育の好事例を記述された上乗せ教育校のうちの 2

校に，健康危機管理教育の実際を本分科会で報告して

いただいたものである．

看護基礎教育を終えた学生を教育対象とする上乗せ

保健師教育課程では，健康危機管理の教育内容や教育

方法などが充実しており，参加者のアンケート結果で

も好評であった．今後も引き続き，上乗せ教育として

の健康危機管理教育の質の向上に努める必要がある．

文 献

厚生労働省（2019）：看護基礎教育検討会報告書　令和元年
10 月 15 日，https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557

411.pdf（検索日：2023年 1月 9日）
厚生労働省（2022）：IHEATについて，https://www.mhlw.go.jp/

stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/index_

00015.html（検索日：2023年 1月 9日）
文部科学省，厚生労働省（2022）：保健師学校養成所の指定基
準 別表 1，保健師助産師看護師学校養成所指定規則，https://

elaws.egov.go.jp/document?lawid=326M50000180001（検索日：
2023年 1月 9日）
全国保健師教育機関協議会教育体制委員会（2022）：健康危機
管理への教育的取り組みに関する緊急調査報告，保健師教
育，6(1), 45–50.

事業報告

（ 30 ）

https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557411.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557411.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/index_00015.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/index_00015.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/index_00015.html
https://elaws.egov.go.jp/document?lawid=326M50000180001
https://elaws.egov.go.jp/document?lawid=326M50000180001


事業報告

「感染症の健康危機管理に強い保健師養成のための
卒業時の到達目標」の作成プロセスの報告

健康危機管理対策委員会（2021 年度）
鈴木良美（東京医科大学），

井口 理（日本赤十字看護大学），
石田千絵（日本赤十字看護大学），
山下留理子（徳島大学），
呉 珠響（東京医科大学），

奥田博子（国立保健医療科学院）

I．はじめに

COVID-19のパンデミックおよび，グローバル化が進

行する中で今後の新興感染症に対応できる保健師の養

成は喫緊の課題となっている．さらに，保健師助産師

看護師学校養成所指定規則が 2021年に改正され，その

中で保健師基礎教育においては健康危機管理に関する

演習の強化が示されている（厚生労働省，2019）．

一般社団法人全国保健師教育機関協議会（以下，全

保教）健康危機管理対策委員会では，このような社会

のニーズに対応するため「感染症の健康危機管理に強

い保健師に求められる卒業時の到達目標案」（以下，到

達目標案）を作成した．さらにアンケートによって妥

当性を検証した上で到達目標案を修正した．本報告の

目的は到達目標案の作成および妥当性の検証結果を踏

まえた修正結果を報告することである．到達目標を明

確化することで，感染症の健康危機管理に関する学生

への教育内容が具体的に明らかになり，これらの教育

の実践・評価を推進し，健康危機管理に強い保健師の

養成に貢献できると考えられる．

II．「感染症の健康危機管理に強い保健師に求めら
れる卒業時の到達目標案」の作成

1．情報収集

国内の保健師学生を対象としたコンピテンシーに関

連する項目としては，厚生労働省（2019）の「保健師

に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度」

（以下，厚労省版）が挙げられる．厚労省版には 5つの

大項目が含まれており，大項目 3が「地域の健康危機

管理を行う」となっている．大項目 3には中項目とし

て「G．平時から健康危機管理体制を整える」「H．健

康危機の発生に対応する」「I．健康危機からの回復に

対応する」の時系列に沿った 3項目，さらに小項目 11

項目が含まれていた．ただし，厚労省版は健康危機管

理全般を扱っており，感染症に特化したものではなかっ

た．そこで本到達目標案では，厚労省版の大項目 3を

基盤に，感染症の健康危機管理に特化した内容を整理

することとした．

さらに保健師学生等を対象とした感染症の健康危機

管理に関連する既存のコンピテンシー等からも，本到

達目標に関連する内容を抽出し，本到達目標案で参考

にしたい点などを整理した（表 1）．ここで収集した情

報には①国内の保健師基礎教育関連（全保教，2014，

全保教，2018；厚生労働省，2022），②国内の健康危機

管理関連（厚生労働省，1997；厚生労働省，2001；厚

生労働省，2013），③国内の現任保健師の人材育成関連

（厚生労働省，2016），④国外の保健師教育や感染症関

連（APIC, 2012；Quad Council Coalition, 2018）が挙げら

れる．このうち，①国内の保健師基礎教育関連の一つ

である保健師国家試験出題基準令和 5年度版（厚生労

働省，2022）以外は，COVID-19の感染拡大前に作成さ

れていた．また，同出題基準は本到達目標案作成の参

考になるものの，コンピテンシーや到達目標を示した

内容ではない．すなわち，これまでに保健師学生を対

象とした感染症の健康危機管理のコンピテンシーに焦

点を当てたガイドライン等は報告されていない．そこ

で，既存の情報を参考にしながら，現状に即した到達

目標案を整理することの重要性が改めて確認できた．

保健師教育　第 7巻第 1号（2023）

（ 31 ）



また到達目標案作成の参考とするため，入手可能な

公衆衛生看護学の教科書から感染症の健康危機管理に

関する記述を抽出し，その概念を明らかにした．この

分析結果は別途，報告予定である．

2．到達目標案の作成

厚労省版の大項目 3「地域の健康危機管理を行う」

をもとに，中項目の 3項目を健康危機管理全般の表現

から感染症に特化した表現に修正した．その結果，

「G．平時から感染予防と拡大防止体制を整える」「H．

感染症健康危機の発生に対応する」，「I．感染症健康危

機の小康期，収束に対応する」と整理できた．感染症

版の中項目 G～Iをさらに小項目，下位項目に整理し

た．厚労省版は対象を「個人／家族」「地域（集団／組

織）」に分けており，本研究でも同様に分類した．その

結果，到達目標案は小項目 19項目，下位項目 66項目

となった．

III．到達目標案の妥当性の検証

到達目標案の妥当性を検証するため，全保教の会員

校を対象に調査を行った．

1．方法

方法は自記式質問紙調査である．対象は全保教会員

校 228校（2022年 1月時点）であった．エクセルで作

成した質問紙を会員校にメールで送付し，エクセルに

回答を入力してもらい，メールによる返信を依頼した．

調査内容は，到達目標案に関しては，小項目の各項

表 1 保健師の感染症の健康危機管理に関連する既存のコンピテンシー等一覧

表題 本到達目標に関連する内容 検討内容

①
保
健
師
基
礎
教
育
関
連

保健師教育におけるミニマ
ムリクワイアメンツ全国保
健師教育機関協議会版（全
保教，2014）pp. 22–27

実践能力 III．地域の健康危機管理能力
「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度（案）」
（厚生労働省，2010）の枠組みによって，大項目 3．地域の健康危機
管理を行う（個人／家族）・（集団／地域），中項目 3項目（予防，
発生時，回復），小項目は 12項目あり，小項目ごとに到達度，1年
課程／2年課程，タキソノミー，行動目標が定められていた．

小項目ごとに具体的な行動
目標が定められており，参
考にできる．他方で，感染
症に特化したものではない．

公衆衛生看護のモデルコア
カリキュラム（全保教，
2018）pp. 31–32

E-9-2　感染症に対する健康危機管理
ねらい：感染症の危機管理方法や保健師の役割を学ぶ．6つの学習
目標がある．

感染症の危機管理の学習目
標が定められている．
COVID-19の現況を踏まえ修
正必要．

保健師国家試験出題基準令
和 5年度版（厚生労働省，
2022）

【健康危機管理】
目標 III．感染症の集団発生時と集団発生予防の保健活動について基
本的な理解を問う．
6．感染症集団発生時の保健活動として，4項目
7．感染症の集団発生予防のための保健活動として 1項目

COVID-19にも対応した内容
であり，到達目標作成時に
も参考にできる．

②
厚
労
省
の
健
康
危
機
管
理
関
連

厚生労働省健康危機管理基
本指針（厚生労働省，1997）

健康危機管理の定義を「医薬品，食中毒，感染症，飲料水その他何
らかの原因により生じる国民の生命，健康の安全を脅かす事態に対
して行われる健康被害の発生予防，拡大防止，治療等に関する業務
であって，厚生労働省の所管に属するもの」としており，健康危機
管理における日本の基本的な指針を定めている．

健康危機管理の定義となっ
ており，教科書等でも引用
されている．

地域における健康危機管理
について～地域健康危機管
理ガイドライン～（厚生労
働省，2001）

保健所は地域における健康危機管理の拠点として位置づけ，「健康
危機の発生の未然防止」，「健康危機発生時に備えた準備」，「健康危
機への対応」，「健康危機による被害の回復」に分けて必要事項が述
べられている．

感染症に特化しているわけ
ではないが，保健所に求め
られる役割が参考になる．

感染症健康危機管理実施要
領（厚生労働省，2013）

こちらの実施要領では「国際的に懸念される公衆の保健上の緊急事
態」などへの対応が記載されている．

どの範囲を感染症の健康危
機管理として扱うか，検討
が必要．

③
現
任

自治体保健師の標準的な
キャリアラダー（厚生労働
省，2016）

4　健康危機管理に関する活動
4-1　健康危機管理の体制整備
4-2　健康危機発生時の対応
求められる能力と，レベル別の目標が書かれている．

卒業時の学生と新任期保健
師のレベルはリンクしてい
ると考えられるため，参考
にしたい．

④
海
外

Community/public health
nursing competencies（Quad
Council Coalition, 2018）

健康危機管理に特化して取り上げられているわけではないが，倫理
やエビデンスに基づく活動などについて言及されている．

エビデンスに基づく活動を
到達目標に追記したい．

Infection preventionist (IP)
competency model (APIC,
2012)

Association for Professionals in Infection Control and Epidemiology
(APIC) Competency Model1 for the infection preventionist (IP)，感染症対
応に関するモデル．データマネジメントなども含まれている．

日本の保健所は ICTの体制
が不十分な側面もあるため，
それらの項目も追記したい．
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目の妥当性を「①妥当」「②概ね妥当」「③概ね妥当だ

が要修正」「④不要」の 4件法で質問した．「③概ね妥

当だが要修正」「④不要」を選択した場合は，修正案や

その理由のコメントを求めた．下位項目に関しては妥

当性と到達度レベルを確認した．このうち，妥当性は

小項目と同じく 4件法で回答を求めた．さらに到達度

レベルに関しては，卒業時の到達度レベルを厚労省版

に倣って 4段階とし，「I：少しの助言で自立して実施

できる」「II：指導の下で実施できる（指導保健師や教

員の指導の下で実施できる）」「III：学内演習で実施で

きる（事例等を用いて模擬的に計画を立てることがで

きる又は実施できる）」「IV：知識として分かる」のう

ち，どれに当てはまるかに関して回答を求めた．デー

タ収集期間は 2022年 2月 25日～3月 18日であった．

データの分析は，単純集計を行い，さらに小項目，

下位項目に関して，「①妥当」と「②概ね妥当」と回答

した場合を妥当とみなし，その割合を項目ごと，項目

全体で算出した．妥当性に関してはデルファイ法の基

準（Polit & Beck, 2004；Sumison, 1998）を参考に 70%以

上を妥当とみなした．統計の分析は，SPSS Ver.28を使

用した．また，「③概ね妥当だが要修正」「④不要」と

回答した場合には，コメントが記入されていたので，

各項目のコメント数をカウントするとともに，コメン

トの内容を質的に分析した．倫理的配慮として，結果

を公表する際は学校名や個人情報などが特定できない

ように配慮した．

2．結果

1）回収結果（表 2参照）

90校から回答を得た（回収率 39.5%）．回答者の属性

は，教育機関別では，大学（選抜制：人数制限あり）

が 71 校（78.9%）と最も多く，次いで大学院 9 校

（10.0%），専修学校・短期大学専攻科（1年課程）5校

（5.6%）であった．回答者の職位別では，教授がもっ

とも多く 47名（52.2%），次いで講師 18名（20.0%），

准教授 12名（13.3%）であった．

2）小項目，下位項目の妥当性（表 3，4参照）

小項目 19項目の妥当性の平均は 84.0%（最小 74.4－

最大 94.4%），下位項目 66項目の妥当性の平均は 89.2%

（最小 71.1－最大 98.9%）であった．小項目，下位項目

ともに全ての項目の妥当性は 70%以上であった．コメ

ント数は小項目の平均が 11.8（最小 4－最大 20），下位

項目 7.5（最小 2－最大 19）であった．

下位項目の到達度レベルに関しては I～IVのいずれ

に当てはまるかを確認し，もっとも割合の高い到達度

を表に示した．その結果，66項目中「I：少しの助言

で自立して実施できる」が 7項目（10.6%），「II：指導

の下で実施できる（指導保健師や教員の指導の下で実

施できる）」が 5項目（7.6%），「III：学内演習で実施で

きる（事例等を用いて模擬的に計画を立てることがで

きる又は実施できる）」が 19項目（28.8%），「IV：知識

として分かる」が 35項目（53.0%）であった．

コメントの内容を質的に分析した結果，主に二つの

内容が含まれており，①表現が曖昧，他の項目との整

合性や重複を指摘したもの，②レベルが高すぎるとい

うコメントであった．下位項目で 10校以上からコメン

トのあった項目が 12項目あり，そのうち 10項目では

「現任教育レベル」「学生にはレベルが高すぎる」など

の意見があった．この 10校以上からコメントのあった

12項目の妥当性の平均は 73.1%と下位項目全体の平均

の 89.2%と比べて低い傾向にあった．

3．妥当性の検証を踏まえた項目の検討

妥当性の検証の結果，小項目，下位項目ともに基準

とする 70%を超えており，本到達目標案はおおむね妥

当とみなすことができた．ただし，コメントが 10校以

上から寄せられた項目もあった．そこで，すべてのコ

メントを吟味し，内容の修正の必要性や，必要な場合

はどのように修正するかを検討した．さらに用語の定

義についてコメントを踏まえて検討した．

コメントの分析の結果からコメントには 2つの内容

が含まれており，①表現が曖昧，他の項目との整合性

表 2 回答者の属性（n=90）

教育機関別 n % 職位別 n %

大学院 9 10.0 教授 47 52.2

大学専攻科（1年課程） 1 1.1 准教授 12 13.3

大学（選抜制：人数制限あり） 71 78.9 講師 18 20.0

大学（選抜制：人数制限なし） 3 3.3 助教 3 3.3

大学（全員履修） 1 1.1 助手 3 3.3

専修学校・短期大学専攻科（1年課程） 5 5.6 教務主幹，教務主任，専任教員等 7 7.8
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や重複の指摘に対しては，より適切な表現を工夫する

とともに，項目間の整合性を再検討し，できるだけ文

言を統一するようにした．②要求するレベルが高すぎ

るという指摘に関しては，修正が必須と考えられたも

のの，管理的な視点も必要であると考えた．そこで，

管理的な項目で集約可能と思われる項目は修正後の下

位項目「29）健康危機に対応できるよう保健所の体制

を調整する」などの項目にまとめた．

これらの修正を行った結果，小項目は 19項目から

14項目に，下位項目は 66項目から 39項目となった．

また対象に関して，厚労省版は「個人／家族」「地域

（集団／組織）」に分けており，本到達目標案でもそれ

に準じて対象を分類した．この対象を今回の検討を踏

まえて詳細に分類したところ，①地域全体，②地域住

民，③患者・接触者，④クラスターが発生した集団，

⑤保健所・関係機関の体制，⑥全期を通じた活動の 6

つに分類できた．

4．定義の検討

コメントを踏まえて本到達目標における用語の定義

を再検討した．

1）感染症の健康危機管理

今回のコメントの中には，結核や食中毒関連の感染

症の集団発生に関する言及や，「感染症全般にいえる

か」といった感染症全般を扱うと認識されている指摘

もあった．感染症の健康危機管理の範囲を整理し，本

報告での定義を明確化する必要があった．

厚生労働省健康危機管理基本方針（1997）によると

健康危機管理とは「医薬品，食中毒，感染症，飲料水

その他何らかの原因により生じる国民の生命，健康の

安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予

防，拡大防止，治療等に関する業務であって，厚生労

働省の所管に属するものをいう」と定義されている．

本報告ではこれらの健康危機管理の中でも保健師が行

う感染症の健康危機管理の範囲を明確にする必要があ

る．

表 3 「感染症の健康危機管理に強い保健師に求められる到達目標」案アンケート集計結果（小項目）（n=90）

対象 中項目 小項目 妥当性 コメント
数

個人／家族 G．平時から感染予防と拡大防
止体制を整える 1　平時から個人・家族への感染予防と支援策を講じる 93.3 6

H．感染症健康危機の発生に対
応する

2　個人・家族への感染予防と拡大防止策を講じる 94.4 4

3　患者の感染源・濃厚接触者を特定し，適切な療養生活への
支援を行う 81.1 16

4　患者・濃厚接触者の命を護る支援体制を整える 74.4 16

I．感染症健康危機の小康期，
収束に対応する

5　個人・家族への対策を評価して見直す 86.7 9

6　患者・濃厚接触者の再感染予防と回復を支援する 83.3 11

7　患者・濃厚接触者への支援を評価し，地域の課題解決に活
かす 82.2 12

地域
（集団／組織） G．平時から感染予防と拡大防

止体制を整える

8　地域の感染予防と健康危機への準備態勢を整える 87.8 8

9　住民・集団への感染予防策を講じる 88.9 7

10　健康危機に備えた保健所内外の協働体制を整える 81.1 12

H．感染症健康危機の発生に対
応する

11　健康危機の発生による地域のリスクを推定して迅速に対応
する 85.6 13

12　住民・集団への感染予防と拡大防止のため対策を講じる 85.6 10

13　クラスターが発生した集団への積極的疫学調査を行い，感
染拡大防止への対策を講じる 81.1 14

14　健康危機に対応できるよう保健所内外の協働体制および医
療提供体制を強化・管理する 78.9 16

I．感染症健康危機の小康期，
収束に対応する

15　健康危機への地域の対策を評価し，新たな方策を講じる 83.1 15

16　住民・集団への対応を評価し見直す 86.7 10

17　クラスターが発生した集団に回復への支援と対応の評価を
行い，地域全体の予防活動へ活かす 84.3 12

18　保健所内外の協働体制を評価し，見直す 82.0 14

（追加）全期を通じ健康危機管
理体制を整える 19　健康危機に対応できるよう保健師の実践能力を向上させる 76.0 20

平均 84.0 11.8

事業報告
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表 4 「感染症の健康危機管理に強い保健師に求められる到達目標」案アンケート集計結果（下位項目）（n=90）

対象 中項目 小項目 下位項目 妥当性 コメント数 到達度*

個
人
／
家
族

G 

平
時

1　平時から個人・家族への感染予防と
支援策を講じる

1）個人・家族への感染予防の教育・相談を行う 97.8 2 I

2）健康危機発生時に配慮が必要な個人・家族への支援方法を検討する 94.3 5 II

H 

危
機
発
生

2　個人・家族への感染予防と拡大防止
策を講じる

3）個人・家族からの感染の不安や受診に関する健康相談体制を構築する 86.7 10 IV
4）個人・家族からの感染の不安や受診の相談に対応する 97.8 2 III
5）健康危機発生時に配慮が必要な個人・家族への感染予防と拡大防止の支援を行う 95.5 4 III

3　患者の感染源・濃厚接触者を特定し，
適切な療養生活への支援を行う

6）患者の不安を受け止め信頼関係を構築する 97.8 4 I
7）患者の個人情報の保護と人権に配慮する 98.9 2 I
8）患者調査，接触者調査を行い，感染源と濃厚接触者を推定する 96.7 2 III
9）患者，濃厚接触者が法的措置を理解できるよう説明する 95.6 4 III
10）患者が適切な医療を受け療養生活が送れるよう療養先の調整を行う 90.0 7 IV
11）患者への保健指導や必要なサービスの提供を行う 91.1 7 III
12）濃厚接触者への検査の調整や保健指導を行う 92.2 7 III
13）感染拡大の防止行動が取りにくい対象に継続した支援を行う 91.0 7 IV

4　患者・濃厚接触者の命を護る支援体
制を整える

14）患者調査，接触者調査から感染源と濃厚接触者を推定するための支援体制を整える 82.2 12 IV
15）患者・濃厚接触者が適切な医療を受け療養生活を送るための支援体制を整える 85.6 10 IV

I 

小
康
期

・
収
束

5　個人・家族への対策を評価して見直す 16）個人・家族への対策を評価して見直す 91.0 14 IV

6　患者・濃厚接触者の再感染予防と回
復を支援する

17）患者・濃厚接触者へ感染源となるリスクの終息による法的措置の解除について説明する 88.9 7 III
18）患者・濃厚接触者の再感染予防と回復に向けて支援する 86.7 8 III

7　患者・濃厚接触者への支援を評価し，
地域の課題解決に活かす

19）患者・濃厚接触者への支援を評価し，見直す 91.1 7 IV
20）患者・濃厚接触者への支援で得られた情報や経験を地域全体の課題解決に活かす 94.4 4 IV

地
域
〈
集
団
／
組
織
〉

G 

平
時

8　地域の感染予防と健康危機への準備
態勢を整える

21）感染症サーベイランスによって地域の感染症発生動向をモニタリングする 97.8 2 I
22）地域の特性を踏まえた感染症のリスクをアセスメントし，課題を見出す 94.4 5 II
23）地域の特性を踏まえた感染予防と健康危機の準備体制を整える 91.1 7 IV

9　住民・集団への感染予防策を講じる
24）住民への感染予防策を普及啓発する 96.7 3 II
25）感染に脆弱な集団（高齢者施設など）が感染を予防できるよう支援する 94.4 4 III
26）クラスターを発生しやすい集団（学校など）が感染を予防できるよう支援する 91.1 5 III

10　健康危機に備えた保健所内外の協働
体制を整える

27）健康危機に備えた保健所の体制を整える 88.9 9 IV
28）健康危機に備えた保健所の受援体制を整える 87.8 8 IV
29）平時からの関係機関との協働体制を整える 92.1 5 IV
30）健康危機に備えた医療提供体制を整える 90.0 7 IV

H 

危
機
発
生

11　健康危機の発生による地域のリスク
を推定して迅速に対応する

31）感染症発生動向をアセスメントし，地域のリスクを推定する 94.4 4 I
32）感染症発生動向が健康危機に該当するかどうか，行政組織の判断に関与する 75.6 17 IV
33）健康危機に関する最新の情報を入手し，住民の命を護るための方策を検討する 91.1 6 IV

12　住民・集団への感染予防と拡大防止
のため対策を講じる

34）住民へエビデンスに基づく感染予防・感染拡大防止の普及を図る 96.7 3 II
35）住民へ感染症への偏見防止に関する普及啓発を行う 95.6 6 II
36）感染リスクの高い集団への感染予防支援策を強化する 93.3 4 IV
37）住民へのワクチン接種体制を構築し，推進する 84.4 10 IV
38）住民とのリスクコミュニケーションを図る 88.8 8 IV

13　クラスターが発生した集団への積極
的疫学調査を行い，感染拡大防止への対
策を講じる

39）クラスターの発生を迅速に探知し，対策を立案する 89.9 6 III
40）クラスターが発生した集団との信頼関係を構築する 86.7 7 III
41）クラスターが発生した集団に患者調査，接触者調査，環境調査を行う 90.0 5 III
42）収集した情報を記述疫学の視点で可視化し，仮説を検証する 87.8 8 III
43）発生要因を明らかにし，感染拡大防止へ対応する 88.9 7 III
44）クラスターが発生した集団が感染症法に基づく措置を正しく理解できるよう支援する 91.1 4 III
45）クラスターが発生した集団が自立して感染拡大を防止できるよう支援する 91.1 4 III
46）クラスターが発生した集団の濃厚接触者を特定し，検査や受診を調整する 87.8 6 III
47）感染拡大の防止行動がとりにくい集団に継続した支援を行う 88.8 6 III

14　健康危機に対応できるよう保健所内
外の協働体制および医療提供体制を強
化・管理する

48）健康危機に対応できるよう保健所の体制を強化・管理する 88.9 10 IV
49）健康危機に対応できるよう保健所の受援体制を管理する 84.4 9 IV
50）健康危機に対応できるよう関係機関との役割分担を明確にし，連携・協働体制を強化・
管理する 86.7 9 IV

51）健康危機に対応できるよう医療提供体制を強化・管理する 84.4 9 IV
52）健康危機に対応できるよう新たな社会資源を創出する 83.3 11 IV
53）感染症の発生動向と病像に対応しながら業務の重点化と効率化を図る 78.9 14 IV

I 

小
康
期
・
収
束

15　健康危機への地域の対策を評価し，
新たな方策を講じる

54）健康危機への地域の対策を評価し，見直す 91.0 8 IV
55）新たな生活様式が浸透した後に生じる健康課題を予測して予防策を講じる 86.5 9 IV
56）感染兆候を生じやすいパターンを把握し感染症対策を実施しながら病原体と共存する方
策を講じる 71.1 19 IV

16　住民・集団への対応を評価し見直す 57）住民・集団への対応を評価し，見直す 89.9 8 IV

17　クラスターが発生した集団に回復へ
の支援と対応の評価を行い，地域全体の
予防活動へ活かす

58）クラスター収束を確認する 82.2 12 IV
59）クラスターが発生した集団が法的措置の解除を正しく理解できるよう説明する 85.6 8 IV
60）クラスターが発生した集団へ再感染の予防と回復に向けて支援する 84.4 9 IV
61）クラスターが発生した集団への対応を評価する 87.8 9 IV
62）クラスターが発生した集団の対応で得られた情報や経験を地域全体の予防へ活かす 85.6 6 IV

18　保健所内外の協働体制を評価し，見
直す 63）保健所内外の協働体制を評価し，見直す 81.1 13 IV

全期 19　健康危機に対応できるよう保健師の
実践能力を向上させる

64）デジタル技術を活用して情報管理および疫学データ分析能力を向上させる 81.1 17 I
65）最新のエビデンスや国の政策を把握して実践に活かす 85.6 9 I
66）実践を記録，報告して実践知を継承する 78.9 14 IV
平均 89.2 7.5

*卒業時の到達度は以下の I～IVのうちもっとも回答の割合の高かったものを示した．
I．少しの助言で自立して実施できる
II．指導の下で実施できる（指導保健師や教員の指導の下で実施できる）
III．学内演習で実施できる（事例等を用いて模擬的に計画を立てることができる又は実施できる）
IV．知識として分かる
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厚生労働省の感染症健康危機管理実施要領（2001）

では，緊急時対応を行う事象として，国内の感染症発

生について，国際保健規則の「国際的に懸念される公

衆の保健上の緊急事態（以下，PHEIC）を構成するお

それのある事象」と判断される事態と評価した場合や

感染症についてなどが含まれている．PHEICに指定さ

れた感染症で国内での対策を求められた例として，2009

年の新型インフルエンザや，2020年の COVID-19の世

界的流行が挙げられ，主に新興・再興感染症に焦点が

当てられている．他方で，公衆衛生看護学の教科書（春

山，2020）では，感染症の健康危機管理として感染症

集団発生（感染症アウトブレイク）について説明され

ており，食中毒を引き起こす腸管出血性大腸菌の事例

も紹介されている．

以上のように，感染症の健康危機管理の範囲は，明

確に定まっておらず，感染の集団発生全般を示す場合

や，新興・再興感染症に焦点を当てる場合がある（図

1参照）．本到達目標はもともと COVID-19の感染拡大

に対応できる保健師養成を最優先事項として作成され

ている．そこで本報告における感染症の健康危機管理

を「新興・再興感染症への対応を中心とした住民の生

命，健康の安全を脅かす感染症に対する発生予防，拡

大防止等の取り組み」とした．

2）患者

修正前の小項目「3患者の感染源・濃厚接触者を特

定し，適切な療養生活への支援を行う」について，「治

療が要らない人もいるので患者ではなく陽性者なので

はないかと思いましたが，治療を要する人だけでなく，

罹患した人を患者というならばこのままでいいので，

定義しておけばよいのかもしれません．」というコメン

トがあった．

新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学

調査実施要領（国立感染症研究所，2021）では，「患者

（確定例）」とは，「臨床的特徴等から新型コロナウイル

ス感染症が疑われ，かつ，検査により新型コロナウイ

ルス感染症と診断された者」と定義している．この場

合，陽性者も患者となる．そこで，本報告においても，

図 1 感染症の健康危機管理の範囲

症状のない陽性者も含めて患者とした．

3）接触者

修正前の小項目 3「患者の感染源・濃厚接触者を特

定し，適切な療養生活への支援を行う」のコメントで

「コロナでは濃厚接触者だけであるが，結核であればハ

イリスク接触者も重要であり，併せて「接触者」にす

ることも検討が必要である」「濃厚接触者は「接触者」

でよいと思う」という意見があった．COVID-19以外の

感染症への適用も考慮し「接触者」とした．

IV．委員会内でのさらなる検討

上記の調査結果を踏まえて委員会内で修正した内容

をさらに検討した．

1）タイトルの再検討

「感染症の健康危機管理に強い保健師に求められる

卒業時の到達目標」という到達目標案のタイトルを改

めて検討したところ，委員会の中で現在のタイトルで

は健康危機管理に強い保健師を養成することを目的に

したタイトルになっていないという指摘があった．そ

こでタイトルを「感染症の健康危機管理に強い保健師

養成のための卒業時の到達目標」（以下，到達目標）に

修正した．

2）到達度について

到達目標案作成時には下位項目ごとに到達度を示し

ていた．しかし，厚労省版では小項目に到達度をつけ

ており，本到達目標を保健師基礎教育の中で使用する

には厚労省版と合わせて小項目に到達度をつけた方が

活用しやすいのではないかと考えて，小項目ごとに到

達度をつけなおし，それに伴い到達度レベルに見合う

表現となるよう項目を見直した．

3）小項目の修正

到達度を小項目につけなおす過程の中で，小項目 9

～13は下位項目が少なく「対応を評価し改善する」に

集約できると考えて，一つにまとめることとした．そ

の結果，小項目は 10項目となった．

4）修正後の到達目標

以上の修正を行った結果，到達目標は小項目 10項

目，下位項目 39項目となった（表 5）．修正後の小項

目の構造を，横軸に中項目のプロセスを，縦軸に対象

別にして整理した（表 6）．

V．結 語

感染症の健康危機管理に強い保健師養成のための卒

業時の到達目標の作成プロセスを報告した．厚生労働
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省の「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目

標と到達度」のうち，健康危機管理に関する項目を基

盤とし感染症に焦点をあて，小項目 19項目，下位項目

66項目の到達目標案を作成した．会員校を対象とした

自記式質問紙調査で妥当性を確認したところ，妥当と

回答した割合は全ての項目で 7割以上であった．しか

し表現が曖昧なことや要求するレベルが高すぎるとい

う指摘もあり，コメントを踏まえて修正し，さらに委

表 5 感染症の健康危機管理に強い保健師養成のための卒業時の到達目標

中項目 小項目
到達
度*

下位項目

G．平時から感染
予防と拡大防止体
制を整える

1　健康危機への地域のリスク
をアセスメントし対応を検討
する

III 1）感染症サーベイランスによって地域の感染症発生動向をモニタリングする
2）地域の特性を踏まえた感染症のリスクをアセスメントし，課題を見出す
3）地域の特性を踏まえた感染予防と健康危機の発生時の対応を検討する

2　平時から住民への感染予防
策を講じる

II 4）住民へ感染予防策の普及・啓発を図る
5）住民へ感染症の差別・偏見防止に関する普及・啓発を図る
6）住民からの感染予防の相談に対応する
7）感染すると健康へのリスクが高い人への支援方法を検討する
8）集団の感染予防を検討する

3　健康危機に備えた地域の保
健医療提供体制を整える

IV 9）健康危機に備えた保健所の体制を整える
10）平時から保健所と関係機関との協働体制を整える
11）健康危機に備えた地域の保健医療提供体制を整える

H．感染症健康危
機の発生に対応
する

4　健康危機発生による地域の
リスクを推定し対応を検討する

III 12）健康危機発生の動向をアセスメントし，地域のリスクを推定する
13）健康危機に関する最新の情報を入手し対応を検討する

5　住民への感染拡大防止策を
講じる

III 14）住民へ感染拡大防止策の普及・啓発を図る
15）個人・家族からの感染の不安や受診の相談に対応する
16）感染すると健康へのリスクが高い個人・家族への感染拡大防止を支援する

6　患者・接触者への積極的疫
学調査と保健指導を行う

III 17）患者の不安を受け止め信頼関係を構築する
18）患者の個人情報の保護と人権に配慮する
19）患者・接触者への積極的疫学調査を行う
20）患者，濃厚接触者が法的措置を理解し対応できるよう支援する
21）患者への保健指導や必要な支援を行う
22）接触者へ保健指導を行う

7　クラスター発生時の積極的
疫学調査と保健指導を行う

III 23）クラスターの発生を迅速に探知し，対策を立案する
24）クラスターが発生した集団発生の成員との信頼関係を構築する
25）クラスター発生時の患者調査，接触者調査，環境調査を行う
26）収集した情報から集団発生の特徴を明確にする
27）クラスターが発生した集団の成員が法的措置を理解し対応できるよう支援
する

28）クラスター発生時の保健指導や必要な支援を行う
8　健康危機発生時の地域の保
健医療提供体制を調整する

IV 29）健康危機に対応できるよう保健所の体制を調整する
30）健康危機に対応できるよう関係機関との連携・協働体制を調整する
31）健康危機に対応できるよう地域の保健医療提供体制を調整する

I．感染症健康危機
の小康期・収束に
対応する

9　対応を評価し改善する IV 32）感染症の健康危機への地域の対策を評価し改善する
33）住民・集団への対応を評価し改善する
34）患者・濃厚接触者への支援を評価し改善する
35）クラスターが発生した集団への対応を評価し改善する
36）地域の保健医療提供体制を評価し改善する

全期を通じて健康
危機管理に関する
能力の向上を図る

10　健康危機管理に関する能
力の向上を図る

I 37）デジタル技術を活用して情報管理および疫学データ分析能力の向上を図る
38）最新のエビデンスや国の政策を把握して能力の向上を図る
39）リスクコミュニケーションの知識の向上を図る

*卒業時の到達度
I．少しの助言で自立して実施できる
II．指導の下で実施できる（指導保健師や教員の指導の下で実施できる）
III．学内演習で実施できる（事例等を用いて模擬的に計画を立てることができる又は実施できる）
IV．知識として分かる
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員会でも検討したところ小項目 10項目，下位項目 39

項目となった．今後この到達目標は，感染症の健康危

機管理に関する保健師基礎教育の評価や事態の把握に

活用可能であると考えられる．
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調査報告

保健師教育の評価に関する会員校意向調査

教育評価準備委員会
中山直子（神奈川県立保健福祉大学），

神崎由紀（山梨大学），
大河内彩子（熊本大学），
斉藤恵美子（東京都立大学），
矢島正榮（群馬パース大学），

荒木田美香子（川崎市立看護大学），
臺 有桂（神奈川県立保健福祉大学），
村嶋幸代（大分県立看護科学大学）

I．はじめに

一般社団法人全国保健師教育機関協議会（Japan

Association of Public Health Nurse Educational

Institutions：JAPHNEI，以下，全保教）は，2021年度

に教育評価準備委員会（以下，委員会）を臨時の委員

会として設置し，将来的な認証評価の仕組み作りを含

めて，保健師教育の評価について検討することとした．

委員会では，1年目に保健師教育評価の方向性や性質，

望ましい像について検討し（教育評価準備委員会，

2022），2年目は，1年目の結果を基盤として会員校を

対象とした意向調査を実施した．

意向調査の目的は，会員校の「保健師教育の評価」に

ついての考えや，評価方法等についての意見等を明らか

にし，今後の検討のために活用することである．特に

保健師教育の評価で目指すものや評価の意義を明確に

し，「保健師教育の評価の必要性」と全保教の教育体制

委員会で作成した「保健師教育課程の質を保証する評

価基準」（教育体制委員会，2017）を参考に，会員校の

意向，評価方法，評価内容等を明らかにすることとした．

本稿では，委員会が実施した調査結果の概略を紹介

し，全保教における保健師の教育評価の意義や今後の

方向性について考察する．

II．活動結果

1．調査目的

「保健師教育の評価」について，必要性や評価方法・

評価内容や活用方法等，会員校の意向を把握し，今後

の検討のために活用することを目的とする．

2．方法

1）対象：一般社団法人全国保健師教育機関協議会会

員校 232校の教員

2）方法：Google formを用いた無記名自記式質問紙

調査

3）調査内容：

（1）保健師教育の必要性や評価方法に関する考え

必要性，受審する場合の頻度，受審費用，方法とした．

（2）保健師教育の評価で必要な項目について

保健師教育の理念と目的，保健師教育課程の編成，

授業科目の配置と授業計画，保健師課程学生の選抜，

保健師教育の体制整備，教育内容・指導方法と学生の

学習状況，学習・生活支援，保健師としての実践能力

習熟度，教育の内部質保証システム，その他自由記載

とした．

（3）保健師教育の評価の結果の活用等についての考え

教育内容の評価・特長の明示と改善点の示唆，学内

からの保健師教育への評価・関心の向上，学外からの

貴校および貴校の保健師教育に対する評価・関心の向

上，受審した場合の評価をどのような形で報告してほ

しいか，評価を受審した証をどのような形で示してほ

しいかという 5項目とした．

（4）保健師教育課程の評価の受審の可能性について

頻度，受審費用，審査方法の 3水準の組み合わせに

ついて問い，10項目とした．

4）調査期間：2022年 10月 11日～2022年 11月 8日

3．結果

回収数（率）は 106校（45.7%）であった．基本属性
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については，表 1に示す．会員校の所属ブロックは，

北海道・東北ブロック 11校（10.4%），南関東ブロック

23 校（ 21.7%），北関東・甲信越ブロック 12 校

（11.3%），東海・近畿北ブロック 22 校（20.8%），北

陸・近畿南ブロック 15校（14.2%），中国・四国ブロッ

ク 12校（11.3%），九州ブロック 11校（10.4%）であっ

た．設置主体別（率）は，国立 16校（15.1%），公立

15校（14.2%），私立 75校（70.8%）であった．教育機

関別（率）は，大学院 12 校（11.3%），大学 90 校

（ 84.9%），短期大学 1 校（ 0.9%），専修学校 3 校

（2.8%）であった．教育課程別（率）は，大学院修士

課程 11校（10.4%），大学学士課程（選抜制・人数制限

あり）79校（74.5%），大学学士課程（選択制・人数制

限なし）7校（6.6%），大学学士課程（全員履修）1校

（0.9%），専攻科（1年課程）5校（4.7%），専修学校

（1年課程）2校（1.9%），専修学校（4年課程）1校

（0.9%）であった．なお，専攻科は大学 4校，短期大

学 1校であった．

保健師教育の評価の必要性については，全体では「と

ても必要である」38校（35.8%），「必要である」46校

（43.4%）であった（表 2）．教育課程別では，「とても

必要である」，「必要である」と回答した教育機関は，

上乗せ教育課程である，大学院修士課程が 10 校

（90.9%），専攻科（1年課程）と専修学校（1年課程）

は 7校（100%）であり，大学学士課程（全員履修），

大学学士課程（選択制・人数制限なし）と専修学校（4

年課程）は，8校（88.9%）大学学士課程（選抜制・人

数制限あり）は，59校（74.7%）であった．「あまり必

要でない」という回答が 7校，大学学士課程（選抜制・

人数制限あり）（8.9%）であり，「必要ではない」とい

う回答は 0校であった．

受審に関する頻度・費用・方法については，表 3に

示す．受審の頻度については，全体では，「8年」が 53

校（50.0%），「6年」が 44校（41.5%）であった．その

他 9校（8.5%）として，「わからない」「評価が難し

い」といった回答が 5件，「4–5年」が 2件，「教育課

程による」が 1件，「JABNEも受審予定で様々な負担

から審査は 1か所で実施してほしい」が 1校の意見が

あった．

受審の費用の妥当さについては，全体では，15万円

という回答が 65校（61.3%），30万円が 21校（19.8%），

45万円が 2校（1.9%）であった．「その他」としては

18校（17.0%）の回答があった ．「その他」に記載され

表 1 回答校の基本属性（n=106）

回答校 %

【ブロック】
北海道・東北ブロック 11 10.4

南関東ブロック 23 21.7

北関東・甲信越ブロック 12 11.3

東海・近畿北ブロック 22 20.8

北陸・近畿南ブロック 15 14.2

中国・四国ブロック 12 11.3

九州ブロック 11 10.4

【設置主体別】
国立 16 15.1

公立 15 14.2

私立 75 70.8

【教育機関別】
大学院 12 11.3

大学 90 84.9

短期大学 1 0.9

専修学校 3 2.8

【教育課程の種別】
大学院修士課程 11 10.4

大学学士課程（選抜制・人数制限あり） 79 74.5

大学学士課程（選択制・人数制限なし） 7 6.6

大学学士課程（全員履修） 1 0.9

専攻科（1年課程） 5 4.7

専修学校（1年課程） 2 1.9

専修学校（4年課程） 1 0.9

表 2 評価の必要性（教育課程別）（n=106）

教育課程別

とても必要で
ある 必要である どちらかと

いえば必要
あまり必要
ではない 必要ではない

合計

校数 % 校数 % 校数 % 校数 % 校数 %

大学院修士課程 6 54.5 4 36.4 1 9.1 0 0.0 0 0.0 11

専攻科・専修学校（1年課程） 3 42.9 4 57.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 7

大学学士課程（選抜制・人数制限あり） 26 32.9 33 41.8 13 16.5 7 8.9 0 0.0 79

大学学士課程（選択制・人数制限なし/全員
履修），専修学校（4年課程） 3 33.3 5 55.6 1 11.1 0 0.0 0 0.0 9

合計 38 35.8 46 43.3 15 14.2 7 6.6 0 0.0 106

※小数点第二位を四捨五入のため，一部 100%とならない．

調査報告
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た意見としては，「無料から 10万円」が 4件，「費用が

高いと受審が難しい要因になること」や「安価である

ほど受審しやすいが評価側の業務量を考えると妥当な

金額とは思えない」などであった．

受審する場合の方法の妥当さについては，全体では，

「書面+訪問による調査」が 52校（49.1%），「書面+オ

ンラインによる調査」が 36校（34.0%），「書面のみ」

が 15校（14.2%）であった．「その他」としては，3校

より，「感染症の流行状況などその時の状況に応じて」，

「オンラインのみ」のほか，「判断が難しい」といった

意見があった．

保健師教育の評価で必要な項目については，9分野

30項目と自由記載から回答を得た（表 4，表 5）．保健

師教育の理念，目的，目標に関する 3項目については，

「必要」「とても必要である」との回答が，それぞれ 102

校（96.2%）と 9割以上を占めた．保健師教育課程の

編成に関するカリキュラムの編成，工夫についての 2

項目についても，「必要」「とても必要である」との回

答が，103校（97.2%），97校（91.5%）と 9割以上を占

めた．授業科目の配置，内容の 2項目についても，「必

要」「とても必要である」との回答が，97校（91.5%），

98校（92.5%）と 9割以上を占めた．保健師教育の目

的に沿ったアドミッションポリシーや履修者の選抜方

法については，「必要」「とても必要である」との回答

が，それぞれ 99校（84.0%），76校（71.7%）であった．

講義・演習の内容と工夫や実習の内容と工夫（家庭

訪問，継続実習，地域診断，実習先との連携など）に

ついては，「必要」「とても必要である」との回答が，

それぞれ 98校（92.5%），101校（95.3%）と 9割以上

表 3 受審に関する頻度・費用・方法（n=106）

回答校 %

【受審する頻度】
8年 53 50.0

6年 44 41.5

その他 9 8.5

【受審する場合の費用】
15万円 65 61.3

30万円 21 19.8

45万円 2 1.9

その他 18 17.0

【受審する場合の方法】
書面+訪問調査 52 49.1

書面+オンライン調査 36 34.0

書面のみ 15 14.2

その他 3 2.8

の回答を占めた．この他，講義では学生や地域の特性

に応じた教育および地域との連携による教育，実習で

は実習場の数や質，実習地との連携や実習指導者の指

導力向上のための取り組みについてなど，評価すべき

項目が挙げられた．

学習支援の体制については，「必要」「とても必要で

ある」との回答が 83校（78.3%），生活支援の体制につ

いては，61校（57.6%）であった．卒業時の到達評価，

国家試験合格率，就職実績，卒業生の活躍の 4項目に

ついて，「必要」「とても必要である」との回答はそれ

ぞれ，92校（86.2%），93校（87.8%），80校（75.5%），

71校（67.0%）であり，具体的には卒業生へのキャリ

ア支援や送り出した人材が定着しているかなど，必要

な評価項目であるとの回答が得られた．保健師教育に

関する自己点検状況や FDの実施の 2項目について，

「必要」「とても必要である」との回答は， 85 校

（80.2%），82校（77.3%）であった．

教育に関する組織（委員会など）の設置状況，教員

の研究論文数・学会報告数，教員の資質（保健師教員

としての準備状況など），教員の量（人数・充足状況）

については，「必要」「とても必要である」との回答は

それぞれ，76 校（71.7%），65 校（61.3%），89 校

（84.0%），102校（96.2%），実習室の整備や環境の整備

については，85校（80.2%），89校（84.0%）であり，

教員の資質では，教員の現場経験年数や専門領域など

も評価に必要ではないかとの自由記載が得られた．

地域との連携や，教員と地域が連携して事業を行っ

ていること，教員と地域が連携して研究を行っている

こと，教員と地域が連携して教育を行っていること，

保健師の現任教育へかかわっていることについてはそ

れぞれ，95校（89.6%），73校（68.9%），63校（59.4%），

84校（79.2%），68校（64.2%）であった．また，教員

が行政等の委員会へ参画するなどの政策への関与，ボ

ランティアや地域活動などの社会貢献，学術組織への

貢献なども，評価に値する項目として回答が得られた．

さらに，評価においては，保健師課程内のことだけで

なく，保健師養成課程が大学等の組織にどう貢献して

いるか，学内や課程間での連携・連動などの視点も必

要ではないかとの回答が得られた．

また，その他自由記載として，評価を実施するにあ

たり，保健師教育の養成校間での格差をなくすために

評価は重要である一方，異なる教育課程でも同一項目

でよいか，評価基準の示し方や査定の方法，養成校内

で保健師課程のみを取り上げて評価する難しさなどの
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回答が得られた．

保健師教育の評価結果をどのように活用したいかに

ついては，5つの項目に分類した（表 6）．教育内容の

評価・特徴の明示と改善点の示唆として，「教育の改善

点の見える化・共有化」については 81校（76.4%），「保

健師教育の見直し」は 80校（75.5%），「改善に向けた

方向性の提示」は 68校（64.2%），「教員のモチベーショ

ンの維持・向上」は 66校（62.3%），「優れているとこ

ろの見える化」は 63校（59.4%）であった．

学内からの保健師教育への評価・関心の向上として，

「所属する教育機関の管理者へのアピール」は 75校

（71.4%），「教育体制上の改善点の示唆」については，

74校（70.5%），「他領域の教員へのアピール・報告」

は 69校（65.7%），「保健師教育に携わる教員の確保」

は 57校（54.3%），「学内からの保健師教育の評価の向

上」は 45校（42.9%）であった．

学外からの貴校および貴校の保健師教育に対する評

価・関心の向上として，「貴校の保健師教育の評価の向

上」は 75校（70.8%），「学生募集におけるアピール」

は 64校（60.4%），「学外からの貴学の評価の向上」は

63校（59.4%），「保健師教育に携わる教員の確保」は

55校（51.9%），「特色のある取り組みの顕彰」は 42校

（39.6%），「研修会での報告・事業発表者としての推

薦」は 17校（16.0%）であった．

受審した場合の評価結果の報告の仕方については，

「評価の詳細についてコメントが記載された結果表があ

るとよい」は 89校（84.0%），「レーダーチャートのよ

うな結果表があるとよい」は 74校（69.8%），「全体の

段階評価（A・B・Cなど）のような結果表があるとよ

い」は 55校（51.9%），「全体の点数評価（100点満点）

のような結果表があるとよい」は 23校（21.7%），「そ

の他」2校（1.9%）であった．その他としては，「ステ

表 6 評価をどのように活用したいか（複数回答）

項目 n %

【教育内容の評価・特徴の明示と改善点示唆】（n=106）
教育の改善点の見える化・共有化 81 76.4

保健師教育の見直し 80 75.5

改善に向けた方向性の提示 68 64.2

教員のモチベーションの維持・向上 66 62.3

優れているところの見える化 63 59.4

【学内からの保健師教育への評価・関心の向上】（n=105）
所属する教育機関の管理者へのアピール 75 71.4

教育体制上の改善点の示唆 74 70.5

他領域の教員へのアピール・報告 69 65.7

保健師教育に携わる教員の確保 57 54.3

学内からの保健師教育の評価の向上 45 42.9

【学外からの保健師教育に対する評価・関心の向上】（n=106）
貴校の保健師教育の評価の向上 75 70.8

学生募集におけるアピール 64 60.4

学外からの貴学の評価の向上 63 59.4

保健師教育に携わる教員の確保 55 51.9

特色のある取り組みの顕彰 42 39.6

研修会での報告・事業発表者としての推薦 17 16.0

【評価結果の報告について】（n=106）
評価の詳細についてコメントが記載された結果表があるとよい 89 84.0

レーダーチャートのような結果表があるとよい 74 69.8

全体の段階評価（A・B・Cなど）のような結果表があるとよい 55 51.9

全体の点数評価（100点満点）のような結果表があるとよい 23 21.7

その他 2 1.9

【受審した証の形式について】（n=105）
認証マークのようなデジタルで表記できるものがほしい 88 83.8

一定レベルの評価に達した学校一覧として，全保教の HPに学校名を登載してほしい 59 56.2

表彰楯のような学内に飾れる形のあるものがほしい 20 19.0

その他 4 3.8
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レオタイプではない評価を期待したい」「少人数の教員

で保健師教育を担当しているため，教員の必要数を明

示していただきたい」という意見があった．

評価を受審した証については，「認証マークのような

デジタルで表記できるものがほしい」は 88校（83.8%），

「一定レベルの評価に達した学校一覧として，全保教の

HPに学校名を登載してほしい」は 59校（56.2%），「表

彰楯のような学内に飾れる形のあるものがほしい」は

20校（19.0%），「その他」は 4校（3.8%）であった．

その他としては，「学生はあまりそのようなものを求め

ていないように思う」「受審評価の扱いは，自学で示せ

ばよいと思う」のほか必要ないという意見があった．

受審頻度を 6年/8年の 2段階で，費用を 15万円/30

万円 45万円の 3段階で，評価の性質をピアレビュー/

認証評価の 2段階で 10のシミュレーションモデルを作

成し，コンジョイント分析 を行った．有効な回答をし

ていた 85件を対象に分析を行った．コンジョイント分

析の結果では，ピアソンの相関係数およびケンドール

の順位相関係数から，回答者全体がコンジョイントモ

デルによく一致している傾向があることが示された．

また，平均相対重要度から見ると，費用が最も重要度

が高く，次いで評価の性質，そして評価年の順で，重

要視されている傾向が認められた．シミュレーション

モデルについては，モデル 2の「受審頻度 8年/費用 15

万円/評価の性質認証評価レベル」が最も高い評価を得

られることが予測された（表 7）．

III．ま と め

1．保健師教育課程の評価の必要性について

会員校 106校（45.7%）から回答を得た．保健師教育

課程の評価の必要性については，84校（79.2%）から

は，「とても必要である」，「必要である」という回答で

あり，回答のあった会員校からは，保健師教育課程の

評価の必要性が支持された．これまでの議論（教育評

価準備委員会，2022）を踏まえ，今回の調査結果から

「保健師教育の質保証」のための保健師教育評価の意義

を明確にし，そのあり方や具体的な方法，内容につい

て引き続き検討し，実施するための準備や体制を整え

ることが必要である．

2．評価内容について

評価内容については，教育体制委員会の作成した評

価基準（教育体制委員会，2019）を参考にして，同委

員会へ確認しながら，保健師教育課程の評価内容につ

いて 9項目（30設問と自由記載）を設定した．

「保健師教育の理念と目的」，「保健師教育課程の編

表 7 受審の可能性について（n=85）

受審頻度/費用/評価の性質 受審が
可能である %

受審を検討する
余地がある %

受審はやや
困難である %

受審は
困難である % 合計

6年/15万/ピアレビュー 11 12.9 27 31.8 34 40.0 13 15.3 85

8年/15万/認証評価レベル 16 18.8 46 54.1 14 16.5 9 10.6 85

6年/30万/ピアレビュー 4 4.7 14 16.5 31 36.5 36 42.4 85

6年/15万/認証評価レベル 15 17.6 33 38.8 24 28.2 13 15.3 85

6年/45万/認証評価レベル 0 0.0 8 9.4 31 36.5 46 54.1 85

8年/15万/ピアレビュー 13 15.3 38 44.7 18 21.2 16 18.8 85

8年/45万/ピアレビュー 0 0.0 4 4.7 32 37.6 49 57.6 85

8年/30万/認証評価レベル 8 9.4 18 21.2 28 32.9 31 36.5 85

8年/30万/ピアレビュー 5 5.9 16 18.8 28 32.9 36 42.4 85

6年/30万/認証評価レベル 6 7.1 12 14.1 35 41.2 32 37.6 85

平均相対重要度値

受審頻度 10.059

費用 44.863

評価の性質 14.490

相関分析 値 P値

Pearsonの R 0.981 <0.001

Kendallのタウ 0.909 0.001

ホールドアウトに対する Kendallのタウ –1.000

調査報告
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成」，「授業科目の配置と授業計画」，「教育内容・指導

方法と学生の学習状況」に関する設問については，そ

れぞれで「とても必要である」「必要である」の回答が

9割以上であったことより，保健師教育課程の質評価

のための基本的な項目になると考えられた．今後，教

育体制委員会の作成した評価基準とも併せて評価内容

を整えて行く必要がある．

また，「保健師課程学生の選抜」，「保健師教育の体制

整備」，「学習・生活支援」，「保健師としての実践能力

習熟度」，「教育の内部質保証システム」に関する項目

の設問に対しては，「とても必要である」「必要である」

への回答の割合が 5–8割と差が見られている．回答校

の状況や教育課程によって温度差があると思われる．

さらに自由記載においても，学部教育に関すること，

実習や地域へのかかわりに関することでの評価内容の

提案がみられており，これらの内容も含めて，教育課

程別にもどのような回答がみられているのか今後詳細

について分析し，評価内容として評価項目に反映して

いくか検討していく必要がある．

3．評価結果の活用について

評価を受審した場合，それらの結果をどのように活

用したいかについて，回答校の 7割以上が「活用した

い」と回答した項目は，『教育内容の評価・特長の明示

と改善点示唆』では，「教育の改善点の見える化・共有

化」「保健師教育の見直し」，『学内からの保健師教育へ

の評価・関心の向上』では，「所属する教育機関の管理

者へのアピール」「教育体制上の改善点の示唆」，『学外

からの保健師教育に対する評価・関心の向上』では，

「貴校の保健師教育の評価の向上」であった．これらの

ことから，本委員会が評価の目的やメリットとしてこ

れまでに検討してきた，保健師教育の質保証，体制の

保証，教育の到達度（教育課程委員会），質保証の基準

（教育体制委員会）を踏まえて，まずはこれらをどう活

用し動かしていくか，次に中身が見えて改善につなが

るような評価システムをどのように創り，自己評価や

自己点検を基盤として学内教員へのアピールや最終的

には大学の広報・宣伝につなげていくかを検討する必

要性が示された．

4．評価受審の可能性と評価体制について

評価受審の可能性について尋ねたところ，頻度とし

てはできるだけ長く，費用は安く，評価の性質として

は認証評価レベルが受審の可能性としては「受審は可

能である」ないしは，「受審を検討する余地がある」と

いう回答が見られる傾向であった．評価受審における

ハードルを低くする工夫として，①認定のための申請

業務の負担の軽減，②費用負担を抑制，③保健師課程

担当の少人数の教員でも対応できる内容・方法等を検

討することが本委員会でも提案されており，会員校の

意向や教育課程別の回答も分析しながら評価体制を構

築していく必要がある．

また，評価方法や体制については，昨年度までの本

委員会での活動から，①自己評価・自己点検，②第三

者評価，③利害関係者（ステークホルダー）による評

価などが示され，全国保健師長会や，日本産業保健師

会等と連携を取り，後援を依頼する等，実践現場と連

携する必要性も提案されており，保健師教育課程の質

の評価に向けて，全保教での教育課程委員会と教育体

制委員会の活動を基盤として，成果をつなぎ全保教と

して継続して検討していく必要性が示された．
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調査報告

保健医療福祉施設等の機関にて新型コロナウイルス感染症に
関わる業務に従事する保健師教育課程の教員および

学生の活動の実態

健康危機管理対策委員会（2021 年度）
呉 珠響（東京医科大学），
鈴木良美（東京医科大学），

石田千絵（日本赤十字看護大学），
井口 理（日本赤十字看護大学），
山下留理子（徳島大学），

奥田博子（国立保健医療科学院）

I．はじめに

新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）のパ

ンデミックが継続する中，保健所等の行政機関をはじ

め，医療機関，高齢者施設などの保健医療福祉に関わ

る機関，また，COVID-19に関わる各種電話相談（発熱

相談センター，一般相談，COVID-19ワクチン副反応相

談センター等），宿泊療養施設，酸素・医療提供ステー

ション，PCRセンター，さらには，2021年 2月より開

設されたワクチン接種会場など多方面で看護職の人員

不足が常態化している．このような状況の中，全国の

保健師教育課程の教員および学生は，各方面からの要

請に応じて保健医療福祉施設等の機関にて，COVID-19

に関わる業務に従事している．本報告の目的は，2021

年度に保健医療福祉施設等の機関にて COVID-19に関

わる業務に従事した保健師教育課程に所属する教員お

よび学生の活動の実態を明らかにすることである．

II．方 法

1．調査期間

調査期間は，2022年 2月 25日～3月 18日であった．

2．調査対象

調査対象は，一般社団法人全国保健師教育機関協議

会の会員校（以下，会員校）として登録している 228

校であった．なお，会員校には，大学院，大学（専攻

科，4年制），短期大学専攻科，専修学校（1年課程，

統合カリキュラム）が含まれる．

3．調査方法

本調査は，自記式質問フォーマットを用いたアンケー

ト調査にて実施した．

質問項目は，保健師教育課程に所属する教員数およ

び学生数，2021年 4月 1日から 2022年 3月末までに保

健医療福祉施設にて COVID-19に関わる業務を 1日，1

時間，1回でも行った教員数および学生数，2021年 4

月 1日から 2022年 3月末までに保健医療福祉施設での

業務に従事した日数とした．なお，保健医療福祉施設

は，病院・診療所・高齢者施設（ワクチン接種含まな

い），訪問看護ステーション，保健所・電話相談・宿泊

療養施設・酸素・医療提供ステーション・PCRセン

ター（以下，保健所等），COVID-19ワクチン接種会場

（病院，診療所，大規模会場問わず），その他の 5つに

分類した．

4．分析方法

本調査では，得られたデータを用いて記述統計量を

算出した．学校の種別は，教育年限別に区分して集計

した．区分の内訳は，2年間で教育を行う「大学院」，

大学と専修学校の統合カリキュラムを「4年制」，大

学・短大専攻科と専修学校の 1年課程を「1年制」と

した．なお，得られたデータのうち，学生に関するデー

タ分析では，2021年度時点で保健師教育課程の学生が

最終学年に達していない教育機関 4校を分析から除外

した．
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III．活動内容（結果）

回収数は会員校 228校中 90校（回収率 39.5%）で

あった．有効回答数は，教員に関する項目は 90校（有

効回答率 39.5%），学生に関する項目は 86校（有効回

答率 37.7%）であった．

本調査に回答のあった会員校の教員数の平均（標準

偏差）は全体では 3.6人（1.1），学生数の平均（標準偏

差）は全体では 20人（12.2）であった（表 1）．

1．教員による保健医療福祉施設等機関でのCOVID-19

に関わる業務従事の実際（表 2）

本調査の結果，約 9割（79／90校）の会員校では，

教員が保健医療福祉施設等機関にて COVID-19に関わ

る業務に従事していた．また，COVID-19に関わる業務

に従事ありと回答した会員校にて，教員一人当たりが

従事した延日数の平均（標準偏差）は全体では 9.4日

（7.1），大学院は 14.1日（8.2），4年制は 8.7日（6.8），

1年制は 6.2日（5.2）であった．さらに，教員が COVID-19

に関わる業務に従事した施設は，保健所等が 60 校

（75.9%）と最も多く，続いて COVID-19ワクチン接種

会場が 53校（67.1%）であった．なお，訪問看護ステー

ションにて業務に従事した会員校の教員はいなかった．

2．学生による COVID-19 に関わる保健医療福祉施設

等機関での業務従事の実際（表 3）

本調査の結果，約 2割（18／86校）の会員校では，

学生が保健医療福祉施設等機関にて COVID-19に関わ

る業務に従事していた．また，COVID-19に関わる業務

に従事ありと回答した会員校にて，学生一人当たりが

表 1 保健師教育課程の教員及び学生数（N=90）

全体（N=90） 大学院（n=9） 4年制（n=77） 1年制（n=4）

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

教員数 3.6 1.1 4.2 1.0 3.5 1.1 3.8 .4

学生数 a 20.0 12.2 10.0 3.6 21.1 12.5 21.2 13.3

Note. SD＝標準偏差．a回答が得られた 90校のうち，2021年度時点で保健師教育課程の学生が最終学年に達していない 4校（1年制
1校，4年制 3校）は分析から除外した（全体：n=86，大学院：n=9，4年制：n=71，1年制：n=5）．

表 2 COVID-19 に関わる業務に従事した会員校の実際：教員（N=90）

全体（N=90） 大学院（n=9） 4年制（n=77） 1年制（n=4）

n % n % n % n %

COVID-19に関わる業務に従事
あり 79 87.8 9 100 67 87.0 3 75.0

なし 11 12.2 0 0 10 13.0 1 25.0

COVID-19に関わる業務の従事先 a

病院・診療所・高齢者施設
あり 2 2.5 0 0 1 1.5 1 33.3

なし 76 96.2 8 88.9 66 98.5 2 66.7

無回答 1 1.3 1 11.1 0 0 0 0

訪問看護ステーション
あり 0 0 0 0 0 0 0 0

なし 79 100 9 100 67 100 3 100

保健所，電話相談，宿泊療養施設，酸素・医療提供ステーション，PCRセンター
あり 60 75.9 9 100 49 73.1 2 66.7

なし 19 24.1 0 0 18 26.9 1 33.3

COVID-19ワクチン接種会場
あり 53 67.1 6 66.7 47 70.1 0 0

なし 26 32.9 3 33.3 20 29.9 3 100

その他 s

あり 5 6.3 0 0 5 7.5 0 0

なし 73 92.4 8 88.9 62 92.5 3 100

無回答 1 1.3 1 11.1 0 0 0 0

Note. a.「保健医療福祉支援に従事あり」の回答のみを用いて分析した．
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従事した延日数の平均（標準偏差）は全体では 5.7日

（11.2），大学院は 22.4日（18.2），4年制は 1.2日（2.0），

1年制は 0.1日であった．さらに，学生が COVID-19に

関わる業務に従事した施設は，COVID-19ワクチン接種

会場が 12校（66.7%）と最も多く，続いて保健所等が

7校（38.9%）であった．なお，訪問看護ステーション

にて業務に従事した会員校の学生はなかった．

IV．考 察

本調査の結果，回答された会員校の約 9割の教員，

約 2割の学生が COVID-19に関わる業務に従事してい

た．また，学校種別による一人当たりの COVID-19に

関わる業務に従事した日数は，大学院が教員，学生と

もに最も長い期間であり，教員は 2週間，学生は 3週

間程度であった．大学院生の業務従事日数が多かった

要因として，看護師免許を有することや，大学院生と

同様に看護師免許を有する専攻科（1年制）の学生と

比較して，大学院生は業務に従事する時間を確保しや

すい環境下にあった可能性も影響していることが推察

される．また，大学院生の COVID-19に関わる業務へ

の指導のため，大学院の教員の従事日数も多くなった

ことも推察される．

また，COVID-19に関わる業務に従事した場所は，教

員は保健所等，学生は COVID-19ワクチン接種会場が

最も多かった．これまで，保健所等の業務逼迫への対

応として，行政機関が主導して体制整備を行ってきた

（春山ら，2020）．このことが，感染症対策の中心となっ

ている保健所等，またすべての住民を対象として開設

された COVID-19ワクチン接種会場にて，保健師教育

課程の教員および学生が業務に従事することが多かっ

たことに影響していたことが推察される．一方，教員，

学生いずれも訪問看護ステーションにて業務に従事し

たと回答した会員校がなかった理由としては，訪問看

護ステーションは教育機関と同様に保健所と委託契約

を結び応援派遣に従事する側であったこと（公益財団

法人日本訪問看護財団，2022）が考えられる．

全国保健師長会（2022）による報告では，感染症対

策部門への人員増加が図られた後であっても，増員以

上の業務量で感染状況に応援体制が追い付かない現状

や，発生の急減や急増の変化と体制整備がタイムリー

にいかないこと，また応援体制が陽性者の急増に追い

つかない状況に陥った現状が明らかになっている．さ

らには，人材確保が難しいことから，疲弊している職

員へのフォローが不足し，対応期間が長期に及んでい

表 3 COVID-19 に関わる業務に従事した会員校の実際：学生（N=86）

全体（N=86） 大学院（n=9） 4年制（n=71） 1年制（n=5）

n % n % n % n %

COVID-19に関わる業務に従事
あり 18 20.9 6 66.7 11 15.1 1 25.0

なし 68 79.1 3 33.3 62 84.9 3 75.0

COVID-19に関わる業務の従事先 a

病院・診療所・高齢者施設
あり 1 5.6 1 16.7 0 0 0 0

なし 17 94.4 5 83.3 11 100 1 100

訪問看護ステーション
あり 0 0 0 0 0 0 0 0

なし 18 100 6 100 11 100 1 100

保健所，電話相談，宿泊療養施設，酸素・医療提供ステーション，PCRセンター
あり 7 38.9 3 50.0 4 36.4 0 0

なし 10 55.6 2 33.3 7 63.6 1 100

無回答 1 5.5 1 16.7 0 0 0 0

COVID-19ワクチン接種会場
あり 12 66.7 4 66.7 7 63.6 1 100

なし 6 33.3 2 33.3 4 36.4 0 0

その他
あり 2 11.1 1 16.7 1 9.1 0 0

なし 16 88.9 5 83.3 10 90.9 1 100

Note. 回答が得られた 90校のうち，2021年度時点で保健師教育課程の学生が最終学年に達していない 4校（1年制 1校，4年制 3校）
は分析から除外した．a「保健医療福祉支援に従事」の項目で「あり」の回答のみを用いて分析した．
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るため病気休暇や体調不良者が発生している現状や，

COVID-19以外の通常業務が滞ったり中断を余儀なくさ

れたりしている現状も明らかとなっている（全国保健

師長会，2022；春山ら，2020）．また，公立・公的病院

および高齢福祉，障がい福祉，児童福祉の事業所では，

急速な感染拡大により院内クラスターの発生や事業休

止を余儀なくされる施設や事業所もみられ，人員不足

や COVID-19による業務負荷が増加するなか，一定数

の離職者や，メンタル不全，差別的対応などに苦しむ

職員がいる状況が明らかとなっている（寺田，2021；

佐々木，2021）．このような中，看護師あるいは保健師

免許を有する教員や学生による支援は，即戦力となっ

たことについても報告されている（全国保健師長会，

2022）．これらのことから，保健師教育課程に所属する

教員や学生が保健医療福祉施設等の機関で COVID-19

に関わる業務に従事することは，現場の逼迫した人員

不足解消の一翼を担うことができたと考える．なお，

保健医療福祉施設等の機関にて COVID-19に関わる業

務に従事する看護職の人員不足解消に向け，パンデミッ

ク以降，様々な取り組み，対策がとられている．2022

年には「新型コロナウイルス感染症応援派遣活動要領」

の一部改正により，COVID-19に係る自治体間での保健

師等の専門職の応援要請，応援派遣及び運用等の指針

が示され（厚生労働省，2022），自治体間での協力体制

の整備がすすめられている．

本調査の結果，COVID-19のパンデミック下で流動的

に人的要員が不足する保健医療福祉施設等の機関で，

保健師教育に関わる教員や学生が業務に従事すること

は一定の役割を担っていたことが明らかになった．し

かし，保健師教育に関わる教員や学生にとって，

COVID-19に関わる業務に従事することの効果や意義に

ついては，これまでに保健所への支援が教員の実地訓

練となったこと（菅原ら，2020）や，大学院生が

COVID-19流行下に保健所実習を実施した際には教育

機関では経験できない現場の課題を肌で感じる貴重な

機会となったこと（角野ら，2021）が報告されている

が，十分な実態把握の蓄積には至っていない．一方，

教育機関では COVID-19のパンデミック以降，オンラ

イン授業導入に伴う授業方法の変更や実習先となって

いた保健医療福祉施設の実習受け入れ困難による代替

え実習の検討，また施設実習中の COVID-19発生時の

対応等，教育に関わる業務にこれまで以上に時間を要

している実態もある（文部科学省，2021；全国大学高

専教職員組合，2020）．

今後は，保健医療福祉施設等の機関にて保健師教育

に関わる教員や学生が COVID-19に関わる業務を担う

ことの効果や意義について明らかにする必要があると

考える．さらには，感染症の健康危機が生じた状況下

で保健師学生に求められる到達目標等も明らかになっ

てきている中，教育機関は保健所等とも協働しながら，

保健師教育の充実を図るとともに，平時から保健医療

福祉施設等との円滑な協力体制がとれるよう体制整備

を強化していくことも今後の課題であると考える．

V．謝 辞

本調査にご協力いただいた全国保健師教育機関協議

会の会員校の皆様には心より感謝申し上げます．

本調査結果の一部は，2022年度一般社団法人全国保

健師教育機関協議会総会の委員会報告の場にて報告し

ている．
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委員会活動報告

研修委員会活動報告

研修委員会

I．はじめに

今年度は，夏季教員研修会が会員参加費無料による

オンライン研修となって 3年目を迎え，九州ブロック

の協力のもと実施した．公衆衛生看護学を教授する教

員〈ラダー I〉研修（以下，ラダー I研修）は第 3期生

の 2年目となった．その概要と課題を報告する．

II．活動内容とその成果

1．第 37 回夏季教員研修会の実施

夏季教員研修会は，オンデマンド配信による教育講

演，オンラインによるワークショップ，3つの分科会

を実施した．ワークショップでは，「住民とともにある

公衆衛生看護の技術の構築～教育で伝承する内容～」

のタイトルで教育課程委員会が作成した公衆衛生看護

の技術項目を 278名の参加者と共有し，グループセッ

ションによりそれぞれが考える技術項目を出し合った．

保健師の技術項目を明文化することは技術の継承につ

ながり，保健師の独自性を示すことになる．終了後の

アンケートでは，技術項目作成のプロセスの詳細を聞

きたいという意見があった．2022年度指定規則改正で

公衆衛生看護技術を明示する必要性が高まっているこ

ともあるため，次年度の研修に活かしていきたいと考

える．

2．ラダー I 研修の実施

今年度は第 3期生の 2年目の研修であり，昨年度に

引き続きオンライン研修で 25名の参加であった．4～

5名のグループ毎にディスカッションし，実習指導に

関する課題の共有と解決策を検討した．オンラインの

ため，業務で研修を離席する参加者があり，参加しや

すさがある一方，集中しづらい側面があった．

第 1，2期生は，昨年度に続き日本公衆衛生看護学会

学術集会で教育実践を話し合うワークショップを開催

したり，本ラダー I研修に参加して受講生とつながり

をつけたりするなど，新しい活動の広がりを創った．

今後は，ラダー I研修修了後の成果を調査等で示すこ

とも考えたい．また E-learningのシステムをつくり，

必要時いつでも研修を受けることができる仕組みを整

えることが必要である．

III．ま と め

オンライン研修の良さと対面の良さを組み合わせ，

会員相互で新しい「知」を生み出す議論の場や機会が

提供できるような研修を企画したい．

IV．謝 辞

最後に，研修会の開催にご協力を頂きました各校の

先生方，保健師の皆様に深謝するとともに，今後も会

員校の皆様のご意見を取り入れて研修を実施したいと

思います．

担当：山口　忍（茨城県立医療大学）
野尻由香（国際医療福祉大学大学院）
荒木田美香子（川崎市立看護大学）
川南公代（武蔵野大学）
三橋美和（同志社女子大学）
長澤ゆかり（国際医療福祉大学）
藤本優子（大分県立看護科学大学）
尾形由起子（福岡県立大学）
菅原京子（山形県立保健医療大学）
鈴木美和（三育学院大学）
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委員会活動報告

教育課程委員会活動報告

教育課程委員会

I．はじめに

教育課程委員会では，2017年度から公衆衛生看護技

術の体系化に向けて取り組んでおり，2021年度から

2022年度は高齢者保健活動における公衆衛生看護技術

（案）について会員校等を対象とした WEB調査を行

い，項目の精選を行った．また 2022年度には，新たに

活動領域によらない公衆衛生看護技術の明確化に取り

組み，全国保健師教育機関協議会における夏季教員研

修において，ワークショップを開催した．

II．活動結果

1．高齢者保健活動における公衆衛生看護技術の作成

について

2021年度から作成に取り組んでいる高齢者保健活動

における公衆衛生看護技術に関して，①調査期間：2023

年 5月 30日から 6月 30日，②調査対象者：会員校お

よび日本保健師連絡協議構成団体，③調査内容：高齢

者保健活動における公衆衛生看護技術の妥当性に関す

る意見，④方法：WEB調査　を行った．その結果，教

育機関 56件，行政機関 2件から回答があった．各技術

項目については，すべての項目に 8割以上が「良い・

ほぼ良い」と回答（85.7%～93.8%）であり，概ね妥当

な項目であると考えられた．各項目について，妥当性

に関する修正意見に基づき，委員会で審議し修正を

行った．

2．活動領域によらない公衆衛生看護技術の作成につ

いて

2023年度は，前述した高齢者保健活動の公衆衛生看

護技術の精選に平行し，新たに，「活動領域によらない

公衆衛生看護技術」の作成に取り組んだ．作成の方法

は，「親子保健活動における公衆衛生看護技術」（大木

ら，2019）と「高齢者保健活動における公衆衛生看護

技術」を基盤にし，保健師経験を有している教育研究

者である委員が内容を吟味し「公衆衛生看護技術（案）」

を抽出した．さらに全国保健師教育機関協議会夏季教

員研修ワークショップにて「公衆衛生看護技術」（案）

に関して，妥当性や修正に関する意見を取集し，修正

を重ねている．

3．全国保健師教育機関協議会夏季教員研修ワーク

ショップの開催

夏季教員研修ワークショップを 2022 年 8 月 20 日

（土）10時から 12時にオンラインで開催した．テーマ

は「公衆衛生看護技術の明確化の必要性と親子保健活

動および高齢者保健活動技術の明確化について」であ

り，委員から「公衆衛生看護学技術の定義と明確化の

必要性」について報告し，加えグループワーク約 60

分，まとめという流れで開催した．参加者は，事前登

録者 184名であり，事後のアンケートの結果，満足し

た者は 9割を占めた．

III．ま と め

当委員会においては，親子保健活動，高齢者保健活

動における公衆衛生看護技術について概ね完成し，さ

らに活動領域によらない公衆衛生看護技術についても

現在作成中である．今後は，これらを用いた教育方法

を検討し，卒業時の公衆衛生看護技術の到達度を高め

ていくこと，さらにその技術を現任教育において継続

的に習得し深めていけることを目指したい．

IV．謝 辞

夏季教員研修にご参加いただいた皆様，WEB調査に

ご協力いただきました会員校等の皆さま，ありがとう

ございました．

文 献

大木幸子，桑原ゆみ，下山田鮎美，他（2019）：親子保健活動
における公衆衛生看護技術の体系化（第 2報），保健師教
育，3(1), 21–34.

担当：岩本里織（神戸市看護大学）
大木幸子（杏林大学）
滝澤寛子（京都看護大学大学院）
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松原三智子（北海道科学大学）
入野了士（愛媛県立医療技術大学）
草野恵美子（大阪医科薬科大学）

伊木智子（関西看護医療大学）
長谷川美香（福井大学）
山田小織（福岡女学院看護大学）
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委員会活動報告

教育体制委員会活動報告

教育体制委員会

I．はじめに

令和 4年度，本委員会は上乗せ教育（大学院，大学

専攻科等）による指定規則が定める単位の読み替えな

しの課程の推進策を練ることと，「保健師教育課程の質

を保証する評価基準」の検証を進めることを方針とし

て活動した．

II．活動内容

1．上乗せ教育課程を推進する活動

8月の夏季教員研修会分科会に「上乗せ教育課程に

おける健康危機管理に関する教育の実際」を企画・運

営した．本事業は，昨夏の健康危機管理教育緊急調査

（調査対象：大学院修士課程と大学専攻科）の延長線上

にあり，大学院と大学専攻科の先生方を講師に迎えて

健康危機管理教育に焦点を当てた（※詳細：本冊子事

業報告）．分科会冒頭，本協議会健康危機管理対策委員

会の調査「感染症の健康危機管理に強い保健師に求め

られる卒業時の到達目標」について，同委員長から概

要と教育課程別結果等の報告があった．

また，今年度も「上乗せ教育を目指す会員校のオン

ライン交流会」を 12月に開催した．本事業は上乗せ教

育を推進する会員校の交流促進が主目的であり，上乗

せ教育という共通目標をもつ会員校同士の交流・情報

交換の場として機能するよう工夫した（※詳細：本冊

子事業報告）．カリキュラム改正のタイミングに合わせ

て上乗せ教育を目指す会員校もあることから，令和 2

（2020）年度より実施し，今年度が 3回目である．

保健師の上乗せ教育課程は，今後も増加が見込まれ

る．それらの準備・実施段階は多様であり，求めるニー

ズも異なる．上乗せ教育推進に向け，会員校の主体的

な情報収集・課題解決を促進させる委員会活動を意識

する必要がある．

2．「保健師教育課程の質を保証する評価基準」の検証

昨年度に引き続き，カリキュラム改正に対応し，か

つ多様な教育課程が保健師教育体制の自己評価に活用

可能な評価基準に改訂することを方針とした．

現行 12基準について，昨年度には保健師教育の評価

の枠組みから考えた 7基準の構成案としたが，項目の

詳細な検証を進めた結果，9基準案とした．また，各

基準には「評価の意図」欄を新設，「備考」欄も加えて

各項目の考え方や解釈などを追記した．

今後，令和 5（2023）年度総会に改訂の進捗状況報

告とブロック研修会における改訂案検討の依頼を行う

予定である．令和 6（2024）年度総会に改訂評価基準

を提案，会員校対象に評価調査を計画している．これ

ら改訂項目の最終検討や全国調査の機会を会員校につ

くり，上乗せ教育を推進する活動を展開する．

III．おわりに

今期委員の保健師教育課程は多様であった．このこ

とは会員校における課程の多様さの再認識につながり，

委員会のあり方を問い直す場面が多かった．情報共有・

議論・事業運営を通して現状理解を深め，委員会がな

すべきことを考えて活動した．理事の方々のご助言と

ご支援に感謝し，大学院課程の先生方のご協力に深く

感謝している．今後も，上乗せ教育推進と保健師教育

の体制整備に向けた活動を進めていく．今後もご支援

を賜りたい．

担当：西出りつ子（三重大学）
和泉京子（武庫川女子大学大学院）
上田　泉（札幌医科大学専攻科）
佐藤千賀子（秋田県立衛生看護学院）
金山時恵（新見公立大学）
白石知子（中部大学）
中尾理恵子（長崎大学大学院）
堀井節子（京都光華女子大学）
水谷真由美（三重大学）
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委員会活動報告

国家試験委員会活動報告

国家試験委員会

I．はじめに

国家試験委員会の活動として，作問に関する研修会

の実施，国家試験内容調査および環境調査，国家試験

問題投稿の 3つの活動を主軸に行った．委員会はメー

ルとオンライン会議で行った．

II．活動結果

1．国家試験問題作問に関する研修会の実施

国家試験委員会が企画する研修会として夏季教員研

修会の第 3分科会を担当した．「国家試験問題作問チャ

レンジ～入門編」をオンデマンド配信し，106人の申

し込みがあった．研修後のアンケートの回答数は 7件

のみであったが回答者全員がとても良かったと答え，

理由に試験問題作成やブラッシュアップの実際を学ぶ

ことができたとあった．この入門編の後に実践編を企

画する予定であったが，具体的な企画に進むことがで

きなかった．

北海道，東北ブロックの北海道地区の企画で 6月と

2月に研修会を行った．6月はオンラインで行い，2月

は対面とオンラインの併用で実施した．6月は作問演

習，2月は内容調査に全体で取り組んだ．

2．第 109 回保健師国家試験出題内容調査および環境

調査

出題内容調査では 88校の会員校から 122件の意見

が集まった．2校以上合同のチームは 6件あった．検

討の結果，不適切問題 5問，改善を求める問題 12問，

良問として 5問を挙げ，タキソノミー分布の推移（図

1）を添えて厚生労働省医政局看護課に書面を提出した

（書面はホームページに掲載）．これに合わせ令和 5年

版保健師国家試験出題基準について，疫学学会等によ

る文言の変更に応じた修正についての意見も提出した．

環境調査では 964名の受験生から回答を得た．例年

とほぼ同様の結果であり，今年度の試験運営における

目立った課題はなかった．最も多い指摘である荷物を

床に置くのが気になる，という点については各養成施

設で会場別の結果を参照し次年度以降受験生自らでの

対策を講じて欲しい．

3．国家試験問題投稿の取り組み

今年度は委員会で計画的に投稿問題作成に取り組

み，一定数の投稿を行うことができた．国家試験委員

以外にも参加者を募り，実践的な研修を兼ねて実施す

ることができた．年々投稿数を増やし，多くの国家試

験問題やその素材がプールされることは国家試験の質

向上につながるため，今回の取り組みを会員校全体に

広げられるよう今後の方策を検討したい．

III．考 察

保健師国家試験問題の質向上を目指す取り組みとし

て，国家試験の作問に関する研修を入門編と実践編に

図 1 第 103 回～第 109 回タキソノミー分布の推移
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分けて準備することができた．それぞれ教材の準備が

できたため，今後も積極的に活用していきたい．今後

は通常の作問以外に，事例や図表などの素材の準備も

取り上げていきたい．

また出題内容調査に良問についての具体的な意見を

求める項目を設けた．国家試験問題の質向上には良問

を知ることも大切であると改めて理解できた．作問研

修の際にも良問を例に挙げることにより，問題の素材

の投稿を推進することができると考える．

IV．おわりに

国家試験委員会では，会員校および受験生の意見を

集めて分析することと併せて，研修および情報発信を

積極的に実施したい．オンライン研修は少人数対象で

も良いため，積極的に声を掛けて欲しい．今後も会員

校と共に歩む委員会として活動する所存である．

担当：播本雅津子（名寄市立大学保健福祉学部看護学科）
大西眞由美（長崎大学大学院医歯薬学総合研究科）
宇田優子（新潟医療福祉大学看護学部看護学科）
大谷喜美江（四日市看護医療大学看護医療学部看護学
科）
齋藤公彦（福山平成大学看護学部看護学科）
関　美雪（埼玉県立大学保健医療福祉学部看護学科）
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委員会活動報告

広報・国際委員会活動報告

広報・国際委員会

I．はじめに

本委員会の目的は，協議会の目的や事業内容および

保健師教育に関連する情報を国内外に広く周知するこ

とである．ホームページやメール等を主たる媒体とし

ながら，関連学会の併設展示なども企画し，本協議会

の活性化を図るため，着実な情報提供・共有，効果的

な広報活動をめざしている．

II．活動内容

1．ホームページを活用した情報発信，オンデマンド配信

見やすく，使いやすいホームページとなるよう，トッ

プページに旬の情報を見出しとしたバナーを掲載して

いる．また，迅速な情報提供が必要な際には一斉メー

ルを配信した上で，ホームページへ誘導している．掲

載内容について事前に委員会メンバーにて確認するこ

とで質を担保した．

2．メールマガジンの配信回数・内容

メールマガジンの配信回数は，これまでおよそ年 4

から 7回であったが，2022年度は 11回（第 56～67号）

であり，その内容は，研修会開催のお知らせや，自治

体からの保健師採用募集などであった．頻度は，おお

むね月 1回ペースであり，緊急を要する一斉メールと

の使い分けにより回数増につなげた．今後も毎月の配

信を目標としていく．

3．一斉メール配信回数・内容

一斉メール配信回数は，2018年度 40回，2019年度

49回，2020年度 65回，2021年度 52回，2022年度 30

回であった．回数が最多となった 2020年度は新型コロ

ナウイルス感染症に関する配信の増加が，その理由で

あり，2022年度の減少分はメールマガジンでの配信に

置き換わったためである．なお，配信内容は主に厚生

労働省からの通知に関するものであった．

4．関連学会での展示による当協議会活動および会員

校紹介

今年度は全保教の活動内容や成果の普及を図るとと

もに，会員校の教育内容紹介，学生募集の広報のため，

第 81回日本公衆衛生学会総会において併設展示を実

施し，当協議会の紹介ポスターの掲示，報告書の展示，

広報希望会員校 5校を動画およびチラシ等により紹介

した．

III．ま と め

保健師養成校は令和 5年 1月現在，予備校調べで 247

校あり，そのうち 232校（93.9%）が当協議会の会員校

となっている（リクルート，https://shingakunet.com/

searchList/jl_sd010/jm_sc110/js_s1030/，2023年 1月 31日

アクセス）．当委員会の目標を，今後，会員校の増加か

ら関連機関への当協議会の活動の周知へと，範囲を広

げ，ステップアップさせることが期待される．

IV．謝 辞

いつも委員会の活動を支えてくださっている会員校

の皆さま，および会員校への有意義な情報を提供して

くださった皆様に感謝申し上げます．

担当：芳我ちより（香川大学医学部看護学科）
岡本菜穂子（上智大学総合人間科学部看護学科）
吉川悦子（日本赤十字看護大学看護学部）
小田美紀子（島根県立大学看護栄養学部看護学科）
武井勇介（山梨大学医学部看護学科）
鈴木美和（三育学院大学看護学部）
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委員会活動報告

編集委員会活動報告

編集委員会

I．はじめに

全国保健師教育機関協議会誌「保健師教育」は，2017

年 5月に第 1巻の発刊以降，全国の保健師教育機関の

交流や情報交換を支援し，保健師教育に役立てること

を目的に年 1回発刊されている．編集委員会は「保健

師教育」の企画，編集，発行，公開に関わる業務を遂

行している．

II．活動報告

1．企画の立案と原稿の依頼

2023年 5月に発行予定の第 7巻の企画を立案した．

第 7巻の内容は，巻頭言，講演記事，事業報告，調査

報告，委員会活動報告，ブロック活動報告，研究・活

動報告，令和 4年度事業報告とした．講演記事は，夏

季教員研修会での講演「住民とともにある公衆衛生看

護の技術の構築～教育で伝承する内容～」，秋季教員研

修会での講演「新型コロナウイルス感染症への対応か

ら，今，現場に必要とされる保健師の技術とは」を掲

載することとし，各講師の先生に原稿依頼を行った．

事業報告は，教育課程委員会，教育体制委員会，教育

体制委員会企画教員研修分科会，健康危機管理委員会

より掲載の申し込みがあった．さらに，巻頭言，事業

報告，調査報告，活動報告について，担当者に原稿の

依頼を行った．

2．倫理規程に関する投稿規程の改定

大学や施設ごとに倫理審査規程が異なる中，本会の

編集委員会の倫理的配慮に関する査読基準について検

討する必要性があると考え，2021年度後半に投稿規程

の見直しについて編集委員会で検討を行い理事会で承

認を得た．所属施設で倫理審査が受けられる場合は，

倫理審査を受けることを原則とするのがよいという結

論に至った．

3．投稿論文の募集と査読プロセス

投稿論文は 2022年 9月末まで投稿を受け付け，2件

の投稿があった．現在，査読を進めている段階である．

III．今後に向けて

今年度の投稿数が昨年度より減少してしまったため，

次年度は広報に努める必要がある．また，多様な投稿

論文に対応できるよう「原稿の種類」を再考する余地

がある．機関誌「保健師教育」が全国の保健師教育機

関の情報交換の場として機能し，保健師教育の質の向

上に貢献できるよう，編集・発行業務の改善を進めて

いく予定である．今後も会員校の皆様には，各種記事

の執筆や論文の投稿，査読にご協力をお願いしたい．

IV．謝 辞

ご多用のところ，原稿を執筆してくださった会員校

の皆様，査読委員の皆様，発刊に向けてお力添えくだ

さった中西印刷株式会社の野津真澄様に深謝いたしま

す．

担当：田口敦子（慶應義塾大学）
小澤涼子（天使大学大学院）
望月宗一郎（健康科学大学）
南部泰士（東京医療保健大学和歌山看護学部）
今野浩之（山形県立保健医療大学）
茂木りほ（国立保健医療科学院）
櫻井純子（湘南鎌倉医療大学）
石川志麻（慶應義塾大学）
加藤由希子（慶應義塾大学）
平野優子（慶應義塾大学）
赤塚永貴（慶應義塾大学）
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委員会活動報告

教育評価準備委員会活動報告

教育評価準備委員会

I．はじめに

2021年度に設置された教育評価準備委員会は，2021

年度に確認した保健師教育の「評価」の方向性（目的

は「保健師教育の質の保証」であり，「体制の保証と教

育の到達度」，「教員・学生，大学もその目的を目指し

て元気になれるもの」，方法は，①教育体系別，②個人

評価か体制評価か，③その他の認証評価も併せるかな

ど）を基に，会員校のニーズ調査を実施した．

II．活動方法

委員会で原案を作り，Zoom会議を 6回開催した他，

理事会にも諮って質問紙を完成させ，会員校 232校に

対し，Googleフォームで，10月 13日に発出した．

III．結 果

106校から回答があり，回収率は 45.7%だった．設問

に対する主な回答は，以下の通りであった．

保健師教育の評価の必要性については，全体では「と

ても必要である」38校（35.8%），「必要である」46校

（43.4%）であった．教育課程別では，「とても必要で

ある」，「必要である」と回答した教育機関は，上乗せ

教育課程である，大学院修士課程が 10校（91.9%），専

攻科（1 年課程）と専修学校（1 年課程）は 7 校

（100%）であり，大学学士課程（全員履修），大学学士

課程（選択制・人数制限なし）と専修学校（4年課程）

は 8校（88.9%），大学学士課程（選抜制・人数制限あ

り）は 59校（75.0%）であった．受審の頻度について

は，全体では，「8年」が 53校（50.0%），「6年」が 44

校（41.5%）であった．受審の費用の妥当さについて

は，全体では，15万円という回答が 65校（61.3%），

30万円が 21校（19.8%），45万円が 2校（1.9%）であっ

た．受審する場合の方法の妥当さについては，全体で

は，「書面+訪問による調査」が 52校（49.1%），「書面

+オンラインによる調査」が 36校（34.0%），「書面の

み」が 15校（14.2%）であった．その他，調査項目の

回答の詳細については，調査報告にてまとめた．

IV．ま と め

今後は，調査結果を基に，引き続き保健師教育の評

価に向けて本協議会が行う保健師教育評価の意義を明

確にし，そのあり方や具体的な方法や内容を，実施可

能性を踏まえて検討することとしたい．

担当：村嶋幸代（大分県立看護科学大学）
斉藤恵美子（東京都立大学）
荒木田美香子（川崎市立看護大学）
大河内彩子（熊本大学）
神崎由紀（山梨大学）
矢島正榮（群馬パース大学）
中山直子（神奈川県立保健福祉大学）

オブザーバー：臺　有桂（神奈川県立保健福祉大学）
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委員会活動報告

健康危機管理対策委員会活動報告

健康危機管理対策委員会

I．はじめに（または，背景，まえがきなど）

健康危機管理対策委員会は，近年の自然災害の多発

や新型コロナウイルス感染症の感染拡大など，健康危

機管理に対応できる保健師育成のための臨時委員会と

して 2021年度に発足した．今年度は，活動方針 1とし

て，健康危機管理に関する公衆衛生看護技術を明確化

し視聴覚教材を作成すること，活動方針 2として，災

害等発生時に会員校に対し迅速かつ適切な対応を図る

ため，情報収集，活動の調整と支援，情報発信等を行

うことを掲げた．さらに年度途中で日本看護協会から

の研究助成を得られたのでその経過を含めて報告する．

II．活動結果

1．健康危機管理に関する公衆衛生看護技術の明確化・

報告

感染症の健康危機管理に強い保健師養成に必要な技

術を明確化するため，2021年度，国内外の文献・教科

書の分析，さらに委員会での検討を経た上で，項目案

を作成し，会員校への項目の妥当性に関するアンケー

ト行った．2022年度はアンケートの結果を踏まえて委

員会での検討を重ね，最終的に，中項目 3項目，小項

目 10項目，下位項目 39項目の「感染症の健康危機管

理に強い保健師養成のための卒業時の到達目標」（以

下，到達目標）を作成した．

到達目標の報告に関して，①開発プロセスおよび項

目の詳細を「保健師教育」の事業報告に報告した．②

2022年 8月 20日に開催された本協議会夏季教員研修

の教育体制委員会の分科会にて，③さらに 10月 10日

に開催された秋季教員研修にて鈴木良美委員長が報告

した．④2021年度の活動の中で教科書の分析などから

「感染症の健康危機管理に関する公衆衛生看護技術」の

概念分析を行い，その成果を井口理委員が中心となっ

てまとめ「保健師教育」に研究として投稿した．

2．視聴覚教材の作成・配布・報告

2021年度，感染症および自然災害に関して保健所・

保健センター等の協力を得て，現場での対応を撮影し

た．2022年度は，感染症に関しては前述した到達目標

も参照しながら，台本を作成し，映像教材の完成に向

けて検討を重ねた．特に学生に学んで欲しい点は，あ

らかじめ設問を用意し，学生は設問について検討した

上で映像を視聴するよう工夫するなど，学生の主体的

な学びを促進でき，なおかつ来年度からの健康危機管

理の講義・演習に活用しやすい方法を検討しながら作

成した．2023年 3月に教材を完成し，会員校に配布し

た．

活動報告として，2023年 1月 24日に石田千絵副委

員長が第 2回関東・甲信越ブロック定例会議・研究会

にて，「新カリに沿った健康危機管理対策（特に災害対

策）に関する教育上の工夫」をテーマに視聴覚教材の

紹介を行った．

3．災害に関する情報収集

2022年度も災害発生時に会員校に迅速かつ適切な対

応を図るための情報収集を継続した．

4．日本看護協会の研究助成金の獲得と調査の実施

2022年 7月に日本看護協会の「感染拡大に備える看

護提供体制の確保に関する調査研究助成」において，

本委員会が提出した研究課題「感染症の健康危機管理

に強い保健師育成のための調査研究：保健師学生およ

び新任期保健師の能力向上を目指して」が採択された．

本研究は保健師学生および新任期保健師の感染症の健

康危機管理に関する能力向上を目指して，①全国の保

健師教育機関の教員および学生への質問紙調査，②新

任期の保健師を対象にしたインタビュー，③管理期の

保健師を対象にしたインタビューを実施予定である．

研究期間は 2023年 10月までである．この事業に関し

て，2022年度は計画書の作成およびデータ収集を行っ

た．成果は 2023年度に報告したい．
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5．保健師教育課程の教員・学生による新型コロナウ

イルス感染症に関わる保健医療福祉業務の実態調査結

果の報告

2021年度に実施した健康危機管理に強い保健師養成

に必要な技術の妥当性に関するアンケート調査では，

同時に保健師教育課程の教員および学生による新型コ

ロナウイルス感染症に関わる保健医療福祉業務従事の

実態も調査した．その分析結果を呉珠響委員が中心と

なってまとめ「保健師教育」の調査報告として報告した．

III．ま と め

委員会活動 2年目となり，2021年度の成果を踏まえ

つつ，さらに活動を発展していくことができた．喫緊

の課題である健康危機管理に強い保健師養成のため

に，会員校のニーズに見合った調査および活動をさら

に推進していきたい．

IV．謝 辞

日本看護協会の助成事業においては，全国保健師長

会副会長の河西あかね様にオブザーバーとして委員会

にご出席いただき，貴重なご助言をいただきました．

厚くお礼申し上げます．

担当：鈴木良美（東京医科大学）
石田千絵（日本赤十字看護大学）
山下留理子（徳島大学）
井口　理（日本赤十字看護大学）
嶋津多恵子（国際医療福祉大学大学院）
佐藤太地（日本赤十字看護大学）
堀池　諒（大阪医科薬科大学）
呉　珠響（東京医科大学）
奥田博子（国立保健医療科学院）
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ブロック活動報告

北海道，東北ブロック活動報告

I．はじめに

北海道・東北ブロックは 2022年度，北海道地区 12

校・東北地区 17校の計 29校で活動を行った．新型コ

ロナウイルス感染症（以下，Covid-19）の影響でオン

ラインによる活動となったが，ブロック担当者と会員

校の協働・連携により当初予定していたプログラムは

すべて実施できた．

II．活動内容と成果

1．北海道・東北ブロック会議・研修会
弘前医療福祉大学が開催校を務め，2022年 8月 17

日（水）に Zoomにより実施した．23校，57名が参加

した．Covid-19への対応について情報交換を行い，「仮

想空間を活用した演習」「iPadを活用した実習」「実習

前の抗原検査」について全体で共有した．研修会は，

弘前医療福祉大学の中根明夫教授から「新型コロナウ

イルス感染症の最新の動向」について講義をいただい

た．Covid-19の第 7波の最中の研修となり，多くの学

びを得ることができた．

2．北海道地区の活動
北海道地区は毎年 3回の地区会議及び情報交換会を

開催している．2022年度も 3回の地区会議及び情報交

換会を行った．第 1回目は札幌保健医療大学が開催校

となり，2022年 6月 26日（日）に Zoomにより実施し

た．13校，25名が参加した．名寄市立大学の播本雅津

子教授（全保教・国家試験委員会委員長）から「保健

師国家試験の作問の基本ルール」等の講義をいただき，

その後グループに分かれて過去問題のブラッシュアッ

プ演習を行った．

第 2回目は北海道科学大学が開催校となり，2022年

12月 11日（土）に Zoomにより実施した．12校，29

名が参加した．来年度のブロック活動体制について確

認した後，事業化・施策化の強化に関する講義・実習

について各校の工夫や課題について報告がなされた．

第 3回目は北海道科学大学が開催校となり，2023年 2

月 13日（月）に Zoomにより実施した．12校と北海道

庁及び国保連関係者，31名が参加した．会議では，ま

ず，公衆衛生看護学実習担当者会議と就職関係の情報

提供がなされた．その後，播本教授より「第 109回保

健師国家試験問題の内容調査に関する検討会」につい

ての講義を受け研修を行った．北海道庁や北海道国保

連の担当者も参加する北海道らしい会議であった．

3．東北地区の活動

東北地区は毎年 2回の地区会議及び情報交換会を開

催している．2022年度も 2回実施した．第 1回目は青

森中央学院大学が開催校となり，2022年 12月 11日

（日）に Zoomを用いて実施した．16大学，34名が参

加した．まず，仙台白百合女子大学の鈴木寿則教授か

ら「市町村におけるデータヘルス計画について」の講

義をいただいた．情報交換会では，Covid-19による保

健所実習への影響，実習記録の IT化について話し合っ

た．前者では，Covid-19流行の前から実習日数も減少

傾向にあるなかでの「実習内容の工夫や保健所・県と

の協議の重要性」が浮かび上がった．後者では「実習

先へのパソコン持参の事前協議」「遠隔地実習における

印刷やWi-Fi等の通信環境」が話題となり，IT化で検

討すべき課題の多様性が確認された．

第 2回目は青森中央学院大学が開催校となり，2023

年 2月 12日（日）に Zoomにより実施した．12校，21

名が参加した．毎年，実施している保健師国家試験問

題の解答の検討を行った．

III．おわりに

来年度以降の活動は，Covid-19の感染状況や国の対

応をみながらではあるが，対面とオンラインを組み合

わせた方法を検討する必要がある．

各研修会の講師の先生方，ブロック活動を支えてく

ださった会員校の事務職の皆様，全保教の岸恵美子会

長はじめ理事・事務局の皆様に感謝申し上げます．

担当：菅原京子（山形県立保健医療大学）
菊池美智子（青森中央学院大学）
川村泰子（弘前学院大学）
近藤明代（札幌保健医療大学）
松原三智子（北海道科学大学）
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ブロック活動報告

北関東，甲信越，南関東ブロック活動報告

I．はじめに

北関東，甲信越（埼玉，栃木，茨城，群馬，山梨，

長野，新潟）と南関東ブロック（東京，千葉，神奈川）

は会員校の増加に伴い，2017年度より 2ブロック構成

となり活動を展開してきた．2022年 12月現在の会員

校は南関東ブロック 47校，北関東・甲信越ブロック

27校である．毎年新設校の加入があり会員校の増加

と，教育機関として設置年数が多様であるという特徴

がある．

今年度のブロック活動の目標は，社会情勢や保健師

教育の動向を踏まえ，情報交換や研修を通じた会員校

の交流により，各校・ブロック間で現状や課題を共有

し，保健師教育の質の向上をめざすことであった．以

下に 2022年度の活動概要について報告する．

II．活動結果

1．ブロック活動

ブロック活動は年 2回の定例会議及び研究会を実施

しており，第 1回を北関東，甲信越ブロック，第 2回

を南関東ブロックが企画・運営を担当した．いずれも

オンラインで開催した．

第 1回ブロック定例会議及び研究会は，2022年 10

月 10日（月）に全保教の第 10回秋季教員研修会と兼

ねて開催され，36校 65名の参加があった．研究会テー

マは「新型コロナウイルス感染症への対応から，今，

現場に必要とされる保健師の技術とは」であり，山梨

県富士・東部保健所保健師岡部順子氏，山梨県感染症

対策センター総長藤井充氏より山梨県内での感染症に

対する取り組みと保健師教育に求められることについ

て話題提供いただいた．更に全保教健康危機管理対策

委員会鈴木良美委員長より，委員会で取り組んでいる

健康危機管理に強い保健師養成のための卒業時到達目

標案や視聴覚教材活用について紹介いただいた．

第 2回は 2023年 1月 24日（火）に開催され第 I部

39校 79名，第 II部 36校 62名の参加があった．研究

会テーマ「新カリキュラムに沿った健康危機管理対策

（特に災害対策）に関する教育上の工夫」に対して「健

康危機管理対策委員会で開発した視聴覚教材（災害対

策部分）の紹介と活用可能性」（日本赤十字看護大学石

田千絵先生）の話題提供の後，グループに分かれ意見

交換を行った．参加者は健康危機管理に関する教育の

現状と紹介された視聴覚教材の今後の活用について活

発に意見を交わして，今後の教育に活かす学びを得る

ことができた．

2．総会の運営

北関東，甲信越，南関東ブロックは総会の運営に関

わっている．2021年度に引き続きオンライン開催と

なったが，滞りなく運営にあたることができた．

III．おわりに

ブロック定例会議や研究会はブロック会員校同士の

情報交換ができる貴重な機会となっている．オンライ

ン開催により対面開催よりも参加者は増加しており，

PC画面越しであっても顔の見える関係を会員校間でつ

くる貴重な機会となった．今後も各会員校間での情報

の共有や交流を活発にして活動目標の達成に向けて活

動を充実させていきたい．

担当：宇田優子（新潟医療福祉大学）
岡本菜穂子（上智大学）
神崎由紀（山梨大学）
錦戸典子（東海大学）
山口智美（横浜創英大学）
鈴木大地（神奈川工科大学）
三橋祐子（東海大学）
和田直子（新潟医療福祉大学）
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ブロック活動報告

東海，近畿北ブロック，北陸，近畿南ブロック合同活動報告

I．はじめに

両ブロックによる合同研修会について報告する．夏

季研修会の企画運営準備は北陸，近畿南ブロックが，

冬季研修会は東海，近畿北ブロックが主担当で行い，

全国の会員校を対象としたWeb（オンライン）にて実

施した．

II．活動結果

1．夏季研修会

【テーマ】

事例演習を活用した政策形成プロセスの教育実践例

【開催日時】

令和 4年 9月 10日（土）13:30～16:30

【内容と参加人数】

1）政策形成プロセスの教育実践例について，国際医

療福祉大学大学院医療福祉学研究科嶋津多恵子教授よ

り情報提供がなされた．保健師助産師看護師学校養成

所指定規則改正と保健師に求められる実践能力と卒業

時の到達目標と到達度の改正を踏まえ，政策形成過程

に関する授業・演習について具体的に用いられている

様式や事例が紹介された．参加者数は 53名（内訳：東

海・近畿北ブロックおよび北陸・近畿南ブロック 34

名，ブロック外 19名）であった．

2）情報交換会として，「政策形成プロセスの教育に

関する課題・工夫，今後取り組みたいこと」をテーマ

に，職位毎に 11グループに分かれて，約 30分間の情

報交換を行い，全体発表は計 5グループが行った．参

加者数は 44名（内訳：東海・近畿北ブロックおよび北

陸・近畿南ブロック 26名，ブロック外 18名）であった．

活発な意見交換ができ，参加者は各校の事業化に関

する教育の現状や，自分たちの大学での応用方法，工

夫，今後の課題について共有することができた．また

オンライン開催のため，ブロックを越えた情報交換が

でき好評であった．

2．冬季研修会

【テーマ】

シミュレーションを活用した家庭訪問演習・講演を

聞いての意見交換

【開催日時】

令和 5年 1月 21日（土）13:30～16:30

【内容と参加人数】

1）シミュレーションを活用した家庭訪問演習につい

て，愛知医科大学看護学部　公衆衛生看護学若杉里実

教授から講演いただいた．参加者数は 68名（内訳：東

海・近畿北ブロックおよび北陸・近畿南ブロック 41

名，ブロック外 27名）であった．

2）講演を聞いての意見交換会を，シミュレーション

教育に携わったことがあるかどうかで 12グループに分

かれて，約 40分間行い，全体発表を計 3グループが

行った．参加者数は 68名（内訳：東海・近畿北ブロッ

クおよび北陸・近畿南ブロック 42名，ブロック外 26

名）であった．

シミュレーションを用いた家庭訪問演習とロールプ

レイの違いについて実際のシミュレーション方法を示

した資料を提示しながら若杉氏から実践報告がなされ

た．講演を受けてのグループワークでは，各校の取り

組みや実施方法について活発に話し合われ，シミュレー

ション教育に取り組んでいきたいというコメントが多

数見られ好評であった．

III．ま と め

2021～2022年度の合同研修会は新型コロナウイルス

感染症の動向に配慮して，Webによる研修会を行っ

た．参加のしやすさや全国の会員校間での情報収集，

意見交換の場が提供できる点で有用であった．

担当：堀井節子（京都光華女子大学）
長谷川美香（福井大学）
原田小織（愛知保健看護大学校）
浜崎優子（佛教大学）
草野恵美子（大阪医科薬科大学）
立林春彦（太成学院大学）
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ブロック活動報告

中国，四国ブロック活動報告

I．はじめに

中国，四国ブロックは，中国地区加入校が 13校，四

国地区加入校が 12校の計 25校で活動しています．令

和 4年度は令和 3年度に引き続き，新型コロナウイル

ス感染症の拡大により定例会議や研究会はすべてオン

ライン開催となりました．オンライン開催の準備も回

数を重ねることで慣れてきたようです．今年度も，会

員校のご協力のもと，情報共有を図ることができまし

た．

II．活動結果

1．中国，四国ブロック定例会議および研究会について

令和 4年度は定例会議および研究会を 2回，オンラ

インにて開催することができました．第 1回は 9月 25

日（日）に，18校 32名の参加者の中開催しました．

研究会のテーマは「発達障害の理解と学生への支援方

法について」であり，関西医科大学看護学部看護学科

教授安酸史子先生を講師とし講演をいただきました．

発達障害の定義を確認したあと，タイプ別にみる特徴

と理解を図るため，事例を用いながら学びを深めるこ

とができました．学生への支援方法として，一つには

本人が困っていることと，支援者が困っていることは

違うため，自らの特性を理解することから始め，互い

に困りごとを共有する必要性を理解することができま

した．第 2回は，令和 5年 1月 28日（土）に，19校

47名の参加者の中開催いたしました．会議では，理事

会報告，令和 5年度ブロック活動計画案と予算案につ

いて説明をいたしました．令和 5年度の研究会の講演

テーマ等を検討いただき，今後その準備を進めて行く

予定です．第 2回の研究会は，中国，四国ブロック以

外のブロック 21校 24名の参加がありました．研究会

のテーマは，「授業に ICTを活用するメリットとその

方法」であり，東京医療保健大学医療保健学部看護学

科准教授西村礼子先生を講師とし講演をいただきまし

た．授業に ICTを活用することは学修成果を可視化

し，教育の PDCAサイクルができることであり，その

ためには対象のレディネスを把握すること，そして対

象のニーズに基づいた方法を選択できることが重要で

あることを学びました．大変有意義な会となり，今後

の教育活動への示唆を得ることができました．

III．ま と め

令和 3年度から，2年間のブロック委員として十分

な活動には至りませんでしたが，多くの諸先生方から

多くの学びを得たり，つながりをいただくことができ

たことに心より感謝を申し上げます．

令和 5年度から新しい委員体制となります．これか

らも，保健師教育の質の向上のため，各教育機関のご

理解とご協力により活発で充実した活動に取り組みた

いと思います．

担当：金山時恵（新見公立大学）
三浦都子（玉野総合医療専門学校）
水馬朋子（日本赤十字広島看護大学）
西嶋真理子（愛媛大学）
宮崎博子（人間環境大学松山看護学部）
中川彩見（新見公立大学）

保健師教育　第 7巻第 1号（2023）

（ 65 ）



ブロック活動報告

九州ブロック活動報告

I．はじめに

九州ブロックの活動方針は，「保健師教育の全国的な

流れを踏まえ，全国の新しい情報を共有するとともに，

ブロックでの情報交換を活発に行い，保健師教育の質

の向上に努める．」としております．

今年度は，九州ブロックが夏季教員研修会の担当を

承り，2022年 8月 20日，住民とともにある公衆衛生

看護の技術の構築～教育で伝承する内容～をテーマに

実施いたしました．

II．活動内容とその成果

夏季研修会は 114名のみなさまに参加いただきまし

た．参加者 100名以上の web（zoom）での研修会で戸

惑うことも多々ございましたが，何とかお役目を努め

させていただきました．参加いただいた方の研修会ア

ンケート調査（googleフォーム）では，97名（回答率

85.1%）から回答が得られました．研修会への参加の

きっかけは，開催通知により参加とする方が 7割，ホー

ムページは 1割程でした．やはり，協議会会員として

便りを頂くことで参加動機になっていることが分かり

ました．また，今回のテーマを公衆衛生看護学の技術

項目の検討としており，技術項目の明確化の必要性，

明確化した後，この技術を教育に活用したいと考えて

おられる方が 9割おられ，多くの先生方が技術の明確

化の検討に賛同いただいていることが確認できました．

コロナ禍でもあり，対面ではできませんでしたが，全

保教で，保健師の専門性とは何かを明確にし，保健師

自身が認識しそして他職種にも理解してもらえるよう

このような取り組みを続けていくことの必要性を実感

しました．この度，企画するにあたり，岩本里織先生

や大木幸子先生とも公衆衛生看護技術の明確化につい

てお話を直接うかがう機会もありお近づきとなること

ができたことは役得でございました．

III．まとめ及び謝辞

九州ブロックの先生方には，グループのファシリテー

ター役となっていただくにあたり，1度の打ち合わせ

にとどまらず，説明の時間が必要となり，多くのお力

をお借りしました．ブロックの先生方の協力に大変感

謝しています．研修会を運営することにより，保健師

教育の全国的な流れを踏まえ，全国の新しい情報を共

有するとともに，ブロックでの情報交換を活発に行い，

教育の質の向上に努めるとする活動方針どおりに行え

た一年でした．

担当：尾形由起子（福岡県立大学）
水田明子（鹿児島大学医学部保健学科）
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事業報告

令和 4年度事業報告
総会，理事会，三役会，アクションプラン

I．はじめに

2022（令和 4）年度に実施した総会（1回），理事会

（5回），三役会議（4回），拡大三役会議（2回），アク

ションプランの報告を行う．

II．活動結果

1．総会

2022年 6月 4日（土），東邦大学看護学部及びオン

ライン（Zoomウェビナー）にて開催（新型コロナウ

イルス感染症の感染状況をふまえ，会場への出席は会

長及び総会運営に関わる役員に限定）

1）決議事項

（1）2022年度役員（理事・監事）選任について

（2）2021年度決算報告および監査報告の承認について

上記について協議し，承認された．

2）報告事項

（1）2021年度事業報告

（2）2022年度事業計画･収支予算書について

2．理事会

1）第 1 回　2022 年 5 月 7 日（土），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：2021年度事業報告・決算・監査報告，

総会資料，役員の業務と役割，各種研修の運用に

ついて

・報告事項：2022年度定時社員総会，各委員会から

の報告，自民党へ要望書の提出，活動の手引き，

その他

2）第 2 回　2022 年 6 月 4 日（土），オンライン

（Zoom）にて開催

（1）第一部

・審議事項：入退会（入会 1校，退会 1名）

（2）第二部

・審議事項：各委員会・ブロック委員，各委員会・ブ

ロック活動計画について，協議会誌企画案，その他

・報告事項：中期計画，2022年度アクションプラン

に基づく活動方針，2022年度活動の手引き，日本

看護協会公募「感染拡大に備える看護提供体制の

確保に関する調査研究助成」への応募について，

その他

3）第 3 回　2022 年 8 月 21 日（日），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：2023年度アクションプラン，中期計

画，2023年度研修，2023年度，2024年度総会運営

案，その他

・報告事項：2023年度行事，各委員会・ブロック活

動の進捗状況，日本保健師連絡協議会について，

委託事業への全保教としての参画についての進捗

報告，その他

4）第 4 回　2022 年 11 月 13 日（日），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：2023年度事業計画，2023年度総会およ

び講演会，2023年度研修，2022年度収支補正予

算，保健師国家試験内容調査及び環境調査につい

て，委託業務について，その他

・報告事項：各委員会・ブロック活動の進捗状況，

推薦委員会について，全保教ロゴマークの商標登

録について，その他

5）第 5 回　2023 年 3 月 19 日（日），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：2023年度法人事業計画・収支予算書，

2023年度活動計画書・予算書，2023年度総会，研

修，2023年度新役員候補者について，その他

・報告事項：中期計画・2023年度アクションプラ

ン，各委員会・ブロック活動の進捗状況，庶務・

会計関連，日本保健師連絡協議会報告，その他

3．三役会議

1）第 1 回　2022 年 4 月 23 日（土），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：2021年度予算対比正味財産増減計画書
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（案），2022年度収支予算書，2022年度総会運営，

研修，2022年度活動の手引き，庶務関連，次回理

事会議題

2）第 2 回　2022 年 7 月 23 日（土），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：中期計画と 2023年度アクションプラ

ン，文科省への要望書案，庶務関連，会計関連，

業務委託契約，次回理事会議題

・報告事項：各委員会の進捗状況，2022年度秋季研修

3）第 3 回　2022 年 11 月 3 日（木），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：2023年度アクションプラン，2023年度

総会・研修会運営案，補正予算について，庶務関

連，全保教ロゴマーク商標登録について，次回理

事会議題

・報告事項：各委員会の進捗状況，研修会報告，日

本保健師連絡協議会幹事会，その他

4）第 4 回　2023 年 2 月 18 日（土），オンライン

（Zoom）にて開催

・審議事項：中期計画，2023年度アクションプラ

ン・活動計画，2023年度総会・研修会について，

会計関連，推薦委員会について，委託業務につい

て，全保教災害支援金について，次回理事会議

題，その他

・報告事項：各委員会の進捗状況，庶務関連，日本

保健師連絡協議会幹事会，委託事業への全保教と

しての参画について，その他

4．拡大三役会議

1）拡大三役会議（委員会）2022 年 5 月 7 日（土），

オンライン（Zoom）にて開催

・アクションプランに基づく各委員会の 2022年度活

動計画，委員会間の調整について

2）拡大三役会議（ブロック委員）2022 年 8 月 21 日

（日），オンライン（Zoom）にて開催

・各ブロック活動の情報交換や課題の共有，推薦委

員会の設置について

5．アクションプラン報告

別紙アクションプランを参照．

担当：神庭純子（西武文理大学）
澤井美奈子（湘南医療大学）
西嶋真理子（愛媛大学）
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2 

・電子ジャーナル第 6巻を発行し、公開する。 

・円滑な査読体制を構築し、運営する。 

・投稿に関する倫理的な規定を整備する。 

 

７．教育評価準備委員会（特別プロジェクト） 

 ・将来的な保健師教育における分野別認証評価の推進について検討を行う。 

  

８．健康危機管理対策委員会（特別プロジェクト） 

 ・自然災害、感染症を中心とした健康危機管理に関する保健師の技術を明確化した上で、視聴覚教材を

作成する。 

 

 

Ⅲ．ブロック活動方針 

・社会情勢や保健師教育の動向を踏まえ、現状や課題を共有し、保健師教育の質の向上を目指すため

の研修及び情報交換を行う。さらに、全国とブロック、各校間での情報の共有、活動の協力に努める。 
 

 

 

 

 

 

1 

一般社団法人全国保健師教育機関協議会 アクションプラン 2022 

【スローガン】 

公衆衛生看護学をコアとする保健師教育の充実と 

教員の質向上を図り、さらに上乗せ教育を目指そう！ 

 

Ⅰ．基本方針 

「全国の保健師教育機関の発展と、保健師教育の充実を図り、公衆衛生の向上に寄与する」という本法

人の目的を達成するために、国の動向を踏まえながら、保健師教育課程と教育体制の検討、教育成果の

検証、教員の資質向上、国家試験問題の質向上による保健師免許の質の確保に向けて活動します。また、

看護師教育の充実と保健師教育の上乗せに向けた活動を推進します。 

これまでの活動実績を基盤として、より充実した保健師教育へのニーズに応えるため、研修委員会、教

育課程委員会、教育体制委員会、国家試験委員会は、関係団体と連携しながら、公衆衛生看護学の探求

とその体系化に向けて活動を推進します。特に、教員のキャリアラダーに基づく体系的な研修をより充実さ

せ、地域の課題に対応したきめ細かなブロック活動を推進します。さらに、情報化の進展やグローバル化

による社会の変化に対応して、より迅速に会員校の課題に対応できるよう、広報・国際委員会からの発信

を強化し、編集委員会を中心に協議会誌「保健師教育」を発行し、国内や海外への情報発信を推進します。

加えて、新型コロナウイルス感染症対策にそった新しい生活様式に基づき、関連機関・団体への要望など

や、遠隔授業などの多様な教育方法の情報集約と発信などを行い、会員校を支援します。 

 

Ⅱ．委員会方針 

1. 研修委員会 

・公衆衛生看護学を教授する教員の研修会の企画・実施・評価を行う。 

・評価を実施し、ブロックとの協働により教員のキャリアラダーに基づいた研修の充実を図る。 

2. 教育課程委員会 

・公衆衛生看護学の技術に関して検討とともに会員校への技術教育の必要性を周知する。 

3. 教育体制委員会 

・大学院及び大学専攻科などにおける上乗せ教育による、実践力のある保健師を育成する教育課程推

進策を練る。 

・指定規則改正後の教育課程を評価する基準案を作成する。 

4. 国家試験委員会 

・第 109回国家試験問題や受験環境に関する調査を行い、意見書を厚生労働省に提出する。 

・新出題基準の普及のために支援する。 

5. 広報・国際委員会 

・ホームページ（英語版 HPを含む）について評価し、効果的に活用する。 

・メールマガジンなどを活用し、情報共有を図る。 

・広報活動を通じて、新規会員の獲得を推進する。 

6. 編集委員会 
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2 

・電子ジャーナル第 6巻を発行し、公開する。 

・円滑な査読体制を構築し、運営する。 

・投稿に関する倫理的な規定を整備する。 

 

７．教育評価準備委員会（特別プロジェクト） 

 ・将来的な保健師教育における分野別認証評価の推進について検討を行う。 

  

８．健康危機管理対策委員会（特別プロジェクト） 

 ・自然災害、感染症を中心とした健康危機管理に関する保健師の技術を明確化した上で、視聴覚教材を

作成する。 

 

 

Ⅲ．ブロック活動方針 

・社会情勢や保健師教育の動向を踏まえ、現状や課題を共有し、保健師教育の質の向上を目指すため

の研修及び情報交換を行う。さらに、全国とブロック、各校間での情報の共有、活動の協力に努める。 
 

 

 

 

 

 

事業報告
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活動報告

新型コロナウイルス感染症流行下における遠隔実習を主体とした
地域看護診断を主要な目標とする実習の試み

Trial of Remote Practical Training for “Regional Nursing Diagnosis”

under the COVID-19 Situation

今野浩之 1)，栗田敦子 1)，鈴木育子 1)，後藤順子 2),3)，菅原美智子 4)，東海林久美 4)，伊藤美里 4)，
菅原京子 1)

Hiroyuki Konno1), Atsuko Kurita1), Ikuko Suzuki1), Junko Goto2),3), Michiko Sugahara4),
Kumi Tokairin4), Misato Ito4), Kyoko Sugawara1)

抄 録

目的：Zoomを活用した遠隔実習を主体とする地域看護診断実習の成果と課題を検討することである．

方法：保健師教育課程 4年生を対象とし，地域看護診断実習終了後，到達目標における学生の自己評価，実施項目に

関する学生へのアンケート結果を用いた．データは記述統計で示し，自由記載を質的に分析した．

結果：地域把握，実習態度の自己評価項目で達成度が高かった．地区踏査，住民インタビュー，保健師との検討会，

実習報告会で「できた」「まあまあできた」と回答した割合は 9割であった．一方，実習地に出向いた教員が iPadを

用い Z大学と Zoomで繋いだ住民インタビューでは学生と住民のコミュニケーションに課題が残った．アセスメント，

まちづくり・計画立案の自己評価項目で達成度が低かった．

考察：Zoomを活用した地域看護診断実習の一定の成果は得られたといえる．Zoomによる遠隔実習が適する場面，達

成度が低い項目への検討が必要である．

キーワード：保健師，地域看護診断，遠隔実習，新型コロナウイルス感染症
Keywords: public health nurse, regional nursing diagnosis, remote training, COVID-19

受付日：2021年 10月 6日　受理日：2022年 6月 6日

I．はじめに

2020年の 6月以降，全国的に第 2波と呼ばれる感染

の波が押し寄せ，新型コロナウイルス感染症（以下：

COVID-19）の新規感染者数が徐々に増え始めた．厚生

労働省（2020）は「新型コロナウイルス感染症の発生

に伴う医療関係職種等の各学校，養成所及び養成施設

等の対応について（令和 2年 2月 28日付）」を通知し，

対面実習が難しい場合の代替的手法として，ICTを活

用した授業等の工夫を周知していた．Z大学において

も学生にとって学習上の不利益が被らないよう，最大

限の工夫が必要な状況であった．

Z大学では，卒業要件として看護師と保健師，また

は看護師と助産師の何れかの選択制を採用しており，

卒業時に全ての学生が保健師または助産師の国家試験

受験資格を得ることとなっている．保健師教育課程の

1) 山形県立保健医療大学保健医療学部看護学科（Department of Nursing, Yamagata Prefectural University of Health Sciences）
2) 元 山形県立保健医療大学保健医療学部看護学科（Former Department of Nursing, Yamagata Prefectural University of Health Sciences）
3) 山形県難病相談支援センター（Yamagata Intractable Disease Consultation Support Center）
4) 山形県最上町健康福祉課（Mogami Town, Yamagata Prefecture）

保健師教育　第 7巻第 1号（2023）
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中で，毎年 4年次の 5月に「地域看護診断を主要な目

標とする実習（以下：地域看護診断実習）」を実施して

いる．これまで地域看護診断実習の教育方法の検討（菅

原ら，2003），実習の成果と課題（菅原ら，2005），学

生の面接自己評価に関連する要因（太田ら，2007）等，

教育方法や実習内容について継続的に検討を重ねて

きた．

地域看護診断実習は，保健師教育課程を選択する学

生が，毎年異なる県内 1カ所の市町村をフィールドと

して実際に実習地へ赴き，6～7名のグループで既存資

料の収集および分析，実習フィールドに関するオリエ

ンテーション，地区踏査，住民インタビュー，保健師

との検討会，実習報告会を通して，地域看護活動計画

の立案までを実施している．他方，Z大学の保健師教

育課程では，地域看護診断実習の後，発展的な実習と

して公衆衛生看護管理実習を例年 10月に実施してい

る．2020年度は COVID-19の感染状況を踏まえ，地域

看護診断実習に公衆衛生看護管理実習の内容を組み入

れ実施した．

本報告では，Zoom Video Communicationsが提供する

Web会議サービス（以下：Zoom）を活用した遠隔実習

を主体とする地域看護診断実習の成果と課題を検討す

ることを目的とした．

II．方 法

COVID-19流行下における Z大学の地域看護診断実

習の概況，通常の実習調整に加えて特筆すべき Z大学

と実習地である A町の取り組み内容を以下に示す．

1．COVID-19 流行下におけるZ大学の地域看護診断実

習の概況（表 1）

1）A町の概況

地域看護診断実習を行った A町は Z大学と同県内

にあり，Z大学の所在地から約 70キロ北に位置してい

る．人口は 8,142人（男性 3,987人，女性 4,155人：2021

年 7月末現在）であり，町の大部分は山岳・丘陵地帯

で冬季は多雪である．町の中心部に保健・医療・福祉・

介護の総合施設が一体化され，町民の健康拠点となっ

ている．

2）地域看護診断実習の内容

（1）対象学生：保健師教育課程を選択する看護学科 4

年生 51名

（2）実習期間：2020年 8月 24日～10月 8日（2単位）

（3）実施項目

①実習フィールドに関するオリエンテーション

A町の概況についてオリエンテーションを受けた．

学生は Z大学から Zoomを用い参加した．内容は，A

町長による「健康と福祉のまちづくり」の講演，A町

健康福祉課長による「健康と福祉と介護サービス」に

かかる説明，A町保健師長による「A町の保健師活動」

についての説明があり，その後，質疑応答等を行った．

②地区踏査

6～7名のグループ単位でマイクロバスの車内から A

町の地区踏査を行った．学生は学内演習による事前学

習の中で，地理的・気候的条件，交通機関の状況，生

活を支えている産業，医療機関へのアクセス等につい

て既存資料や Google Mapを利用し，概況を把握した上

で臨んだ．地区踏査のエリアは，A町全体と，B地区

から I地区の 8ヵ所の中で，各々のグループに割り当

てられた対象者（団体）の生活圏を対象とした．また，

地区踏査時に，遠隔実習を実施する住民インタビュー

の場所（地区公民館，法人施設，保健センター，こど

も園，旧小学校跡地等）の確認を行った．

③住民インタビュー（図 1）

母子関係，成人関係，高齢者等に焦点をあて，子育

て支援センター利用者，乳児歯科健診受診時の保護者，

総合健診受診者，地区サークル参加者，地区サロン参

加者，百歳体操参加者等を対象とした．実習地に出向

いた教員が Apple社のタブレット型コンピュータ（以

下：iPad）を使用し Z大学と Zoomで繋いだ．学生は

Z大学から Zoomを用い，グループごとにインタビュー

を実施した．

④地域の健康課題に関する保健師との検討会

オリエンテーション，地区踏査，住民インタビュー

を踏まえ，地域の健康課題に関する保健師との検討会

を実施した．学生は Z大学から Zoomを用い検討会へ

参加した．検討会へ出席できる A町の保健師が 3名で

あったため，予めグループ間で質問事項を精査し実施

した．

⑤実習報告会

最終日に実習報告会を実施した．学生は Z大学から

Zoomを用い報告会へ参加した．例年，実習フィール

ドを会場に，保健師他，関係機関，住民の方々にも参

集頂いていたが，2020年度は Z大学と A町健康福祉課

のみで実施した．報告会は学内学習，地区踏査，住民

インタビュー，保健師との検討会を踏まえた地域看護

診断と公衆衛生看護管理の観点（ひと・もの・お金・

情報）を取り入れた地域看護活動計画をグループごと

新型コロナウイルス感染症流行下における遠隔実習を主体とした地域看護診断を主要な目標とする実習の試み
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表 1 COVID-19 流行下における Z大学の地域看護診断実習の概況

実習オリエンテーション：8月 25日（金）（Zoom大学：学生⇔A町：町長，健康福祉課）

11:00～ 会場準備（大学講堂）
13:00～13:30 リハーサル（Zoomの通信状況の確認等）
13:30～16:00 実習オリエンテーション（司会：学生）
13:30～13:35 開会　あいさつ（学生）
13:35～14:45 講演「健康と福祉のまちづくり」A町町長
14:45～15:15 「健康と福祉と介護サービスにかかる説明」A町健康福祉課長
15:20～15:50 「A町の保健師活動」A町保健師長
16:00 閉会　あいさつ（学生）

地区踏査　*マイクロバスによる車中見学

グループ 1 2 3 4 5 6 7 8

日程 9/1（火） 9/1（火） 9/2（水） 9/7（月） 9/9（水） 9/7（月） 9/9（水） 9/2（水）
地区踏査 B地区 C地区 D地区 E地区 F地区 G地区 H地区 I地区

住民インタビュー（Zoom大学：学生⇔A町：地区住民）

日程 9/3（木） 9/8（火） 9/8（火） 9/14（月） 9/15（火） 9/15（火） 9/16（水） 9/23（水）

対象者

B地区 C地区 D地区 E地区 F地区 G地区 H地区 I地区

百歳体操
参加者

健康クラブ
百歳体操
参加者

NPO法人
百歳体操
参加者

総合検診
受診者

子育て支援
センターを
利用する
保護者

百歳体操
参加者

1，2歳児歯科
検診受診の
保護者

健康
サークル
参加者

場所 地区公民館 地区公民館 法人施設 健康
センター こども園 旧小学校

体育館
健康
センター 旧小学校内

A町保健師との検討会　10月 2日（金）（Zoom 大学：学生 ⇔ A町：A町保健師）
9:00～12:00 学内グループ活動
14:00～ A町保健師との検討会（Zoom）保健師 3名

実習報告会　10月 8日（木）（Zoom大学：学生⇔A町：健康福祉課）
11:00～ 会場準備（大学講堂）
13:00～13:30 学内　実習報告会会場準備（Zoomの通信状況の確認等）
13:30～15:00 実習報告会（司会：学生）

* その他：上記日程の他，5日間の学内グループワークを実施

図 1 住民インタビューの概況

今野・栗田・鈴木・後藤・菅原・東海林・伊藤・菅原
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に発表した．

⑥その他

課題に応じて，学内でグループワークを実施した．

3）Z大学の取り組み内容（表 2a）

（1）学生に対する COVID-19感染予防対策

Z大学の感染予防ガイドラインに従い，学生に対し

て実習開始 2週間前から毎日の健康観察を徹底した．

また，マイクロバスの乗車定員の調整，講堂の使用等，

学生が密になる機会を避けるよう配慮した．

（2）通信設備の確認と実習地への通信機器の持参

実習開始前，全てのインタビュー場所を事前に訪問

し，通信設備の有無を確認した．全ての場所で Wi-fi

等のインターネット環境が整っていなかったため，イ

ンタビューの当日，iPad他，周辺機器一式を教員がイ

ンタビュー場所に持ち込み，Z大学と Zoomで繋いだ．

4）A町健康福祉課の取り組み内容（表 2b）

（1）実習受け入れの継続的な検討

2020年 8月中旬，20代の若い年代で COVID-19が流

行した．A町健康福祉課では，地域住民の団体代表，

区長や民生委員と意見交換を行い，検討を重ねた．

（2）住民への Zoomを用いたインタビューの説明

インタビュー方法の変更に伴い，地域住民に対して

再度周知した．また，インタビューの質問事項等につ

いて，事前に住民へ伝達した．インタビュー当日は A

町の保健師がその場に同席した．

2．分析方法

地域看護診断実習の到達目標における学生の自己評

価および地域看護診断実習の実施項目に関する学生へ

のアンケート結果を用い分析した．

1）対象

データ分析に同意が得られた保健師教育課程を選択

する看護学科 4年生．

2）データ収集期間

2021年 1月～3月．

3）データ分析

（1）地域看護診断実習の到達目標における学生の自己

評価

地域看護診断実習終了後，学生に「自分でできる」

「助言があればできる」「かなりの助言を必要とする」

「助言を受けてもできない」の 4件法で回答を得た．各

項目の回答を記述統計で示し，保健師に求められる実

表 2 Z大学とA町健康福祉課の取り組み内容

a．Z大学の取り組み内容

1）COVID-19の感染対策

・ 実習開始 2週間前から実習期間中は毎日健康観察を行うことを学生に徹底させた．
・ 体調不良がある場合は実習への参加を見合わせ，直ちに担当教員へ連絡すること．
・ 実習中，手洗い，換気，使用した机等の消毒を徹底すること．
・ 学生間の適切なソーシャルディスタンスを保ちながら実習することを指示した．
・ 地区踏査時のマイクロバスの乗車定員を最大 14名（乗車定員 50%以下）とし，座席も分散して乗車するよう調整した．
・ 全ての学生が学内に集合するオリエンテーションと実習報告会を講堂（300名定員）で実施した．

2）通信設備の確認と実習地への通信機器の持参

・ 住民インタビューを実施する場所は山間部の地区公民館，閉校した小学校跡地等であったため，事前にインタビューを実施す
る全ての場所を訪れ，遠隔実習が実施可能かどうか通信設備の有無を確認した．

・ インタビューの当日，iPad他，関連機器一式を実習地に教員が持ち込み，Z大学と通信した．
・ 実習地に出向く人数を最小限にし，学生と住民がリアルタイムでやりとりできるよう考慮した．

b．A町健康福祉課の取り組み内容

1）実習受け入れの継続的な検討

・ 2020年 8月中旬，若い年代の COVID-19の流行が話題になっていた時期と重なっていたため，地域住民団体の中で，学生を受
け入れることに不安の声が上がった．A町健康福祉課では，学生を受け入れる地域住民の団体代表だけでなく，区長や民生委
員とも意見交換を行い，検討を重ねた．

2）住民への Zoomを用いたインタビューの説明

・ 学生と住民が対面で関わる機会を極力少なくするため Zoomを使用し実施することとなった．実施方法の変更にあたり，A町
健康福祉課では，遠隔実習に変更になる旨の文書を急遽作成し，区長をはじめ地域住民へ再度周知した．

・ インタビューを実施する地域住民団体に対し，事前に質問事項や Z大学の状況について A町健康福祉課が説明を行った．
・ グループごとの住民インタビュー当日は，A町の保健師が住民の方々が集う場に同席し，インタビューが円滑に進められるよ

う配慮した．
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践能力と卒業時の到達目標と到達度（厚生労働省，

2019）の「地域の健康課題の明確化と計画・立案する

能力」の卒業時の到達レベルを参考とし，「自分ででき

る」と回答した割合を算出し分析した．

（2）地域看護診断実習の実施項目に関する学生へのア

ンケート調査

地域看護診断実習終了後，学生に対し Office 365が提

供するアンケート作成ツール Microsoft Forms（以下：

Forms）を用いアンケート調査を行った．アンケート

は実施項目別に①車中からの地区踏査　②Zoomによ

る住民インタビュー（実施中の応答，質疑の内容把

握）　③Zoomによる地域の健康課題に関する保健師と

の検討会（実施中の応答，質疑の内容把握），④Zoom

による実習報告会で構成した．アンケート項目は，学

生側が主となって運営や進行に関わった内容に特化し

たため，A町による講義形式の「実習フィールドに関

するオリエンテーション」は除いた．実施項目の達成

状況を「できた」「まあまあできた」「あまりできなかっ

た」「できなかった」の 4件法で回答を得た．各項目の

回答は記述統計で示した．自由記載は類似する内容を

まとめ，質的に分析した．

3．倫理的配慮

データの使用にあたり「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針（文部科学省・厚生労働省）」に基づ

き，学業成績には影響しないこと，協力は強制ではな

いこと，同意した場合でも撤回できること，個人情報

は適正に管理すること，データを論文等で公表するこ

とを口頭および Formsにて学生へ説明した．本報告は

山形県立保健医療大学倫理委員会の承認を得た（承認

番号 2104-01-02，承認月日 2021年 9月 27日）．なお，

本報告の承認はデータ収集実施後に遡って得たが，そ

れは学生を対象とする教育内容向上等を目的とした調

査・研究における倫理的配慮に関する同大学倫理審査

規程に基づいている．

III．結 果

1．地域看護診断実習の到達目標における学生の自己

評価と達成度（表 3）

同意を得られた 50名（回答率 98.0%）を分析対象と

した．地域把握において「自分でできる」と回答した

者は I-0-1 地域看護診断の必要性の理解が 38 名

（76.0%）であった．

情報収集において「自分でできる」と回答した者が

多かったのは，II-3-1自己紹介・面接の目的を述べるが

43 名（86.0%），II-1-2 既存資料のデータ収集が 32 名

（72.0%），II-2-1地区踏査における客観的観察が 32名

（72.0%）であった．一方，「自分でできる」と回答し

た割合が 50%以下の項目は，II-2-2地区踏査のありのま

まの記述が 23名（46.0%），II-3-2コミュニケーション

技術を用いての面接が 22名（44.0%）であった．

アセスメント，IVまちづくり・計画立案に関する全

ての項目において，「自分でできる」と回答した割合は

50%以下であった．

地域看護の理解において「自分でできる」と回答し

た者が多かったのは，V-0-2地域看護の役割と機能の理

解が 39名（78.0%）であった．一方「自分でできる」

と回答した割合が 50%以下の項目は，V-0-3地域看護の

課題の考察が 22名（44.0%）であった．

実習態度において「自分でできる」と回答した者が

多かった項目は，VI-0-1 適切な身だしなみが 45 名

（90.0%），VI-0-2社会人としての言葉遣い・態度が 46

名（92.0%），V-0-4実習への熱意が 45名（90.0%）で

あった．

2．地域看護診断実習の実施項目に関する学生へのア

ンケート結果（表 4，5）

Formsによるアンケートの回答者数は 37名（回答率

72.5%）であった．以下，学生の自由記載の内容は『』

で示す．

車中からの地区踏査で「できた」と回答した者は 3

名（8.1%），「まあまあできた」と回答した者が 32名

（86.5%），「あまりできなかった」と回答した者が 2名

（5.4%）であった．自由記載では『実際に歩くとかな

り時間がかかるが，バスに乗車し地区踏査を行うこと

によって，地区全体を見ることができた』『バスからで

も地形，建物や地区の雰囲気は感じることができた』

という一方『雰囲気しかわからないため，車からは見

えていないところがあったり，住民の雰囲気や活動の

様子はわからなかった』という記述があった．

Zoomによる住民インタビュー実施中の応答では「で

きた」と回答した者が 9名（24.3%），「まあまあでき

た」と回答した者が 24名（64.9%），「あまりできなかっ

た」と回答した者が 4名（10.8%）であった．住民イ

ンタビューの質疑の内容把握では「できた」と回答し

た者が 11名（29.7%），「まあまあできた」と回答した

ものが 23名（62.2%），「あまりできなかった」と回答

した者が 3名（10.8%）であった．自由記載では『現
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表
3 
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域
看
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診
断
実
習
の
到
達
目
標
に
お
け
る
学
生
の
自
己
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と
達
成
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自
分
で
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き
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」
人
（

%
）

「
助
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%
）

「
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受
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%
）
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地
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看
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の
必
要
性
の
理
解

38
（

76
.0
）
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）
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（
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）
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0
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（
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（
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）
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0
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0
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0
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（
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）
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（
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）
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4.
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0
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住
民
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タ
ビ
ュ
ー

II
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自
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紹
介
・
面
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の
目
的
を
述
べ
る

43
（

86
.0
）

5（
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）

2（
4.

0）
0

II
-3
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コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
用
い
て
の
面
接

22
（

44
.0
）

25
（

50
.0
）

3（
6.

0）
0

II
I　
ア
セ
ス
メ
ン
ト

II
I-0

-1
　
情
報
の
整
理
（
地
域
看
護
診
断
・
公
衆
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看
護
管
理
の
視
点
に
沿
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整
理
）

23
（

46
.0
）

26
（

52
.0
）

1（
2.

0）
0

II
I-0

-2
　
情
報
の
科
学
的
に
分
析
・
統
合
・
解
釈

13
（

26
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）

37
（

74
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）

0
0

II
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地
域
の
健
康
課
題
の
抽
出

17
（

34
.0
）

33
（

66
.0
）

0
0

IV
　
ま
ち
づ
く
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画
立
案

IV
-0

-1
　
活
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目
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の
提
示
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）

21
（

42
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（
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24
（

48
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）
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（
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）

2（
4.
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0
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-3
　
具
体
的
な
活
動
方
法
の
検
討
（「
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の
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金
・
情
報
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る
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17
（

34
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（
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.0
）

2（
4.

0）
0

V
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（
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）
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）
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46
（
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0
0
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地にいた教員がうまく話を振ってくれたり，声が聞こ

えにくい部分を代弁してくれたためスムーズにできた』

『対象者の反応が良く，コミュニケーションがとりやす

かった』という一方，『タイムラグや聞き取りづらい部

分があり，対面でのインタビューと比較してしまって

やりにくい印象を受けた』『高齢者を対象としていたた

め，耳が不自由な方だと大変だと感じた』という記述

があった．

Zoomによる保健師との検討会実施中の応答では，

「できた」と回答した者が 16名（43.2%），「まあまあで

きた」と回答した者が 20名（54.1%）「あまりできな

かった，できなかった」と回答したものはいなかった．

保健師との検討会の質疑の内容把握は，「できた」と回

答した者が 16名（43.2%），「まあまあできた」と回答

した者が 19名（51.4%）であった．自由記載では『保

健師の方が丁寧に答えてくださったので質問の解決に

表 4 地域看護診断実習の実施項目に関する学生へのアンケート結果①

　　　　実施項目
　
　
　

達成状況　　　　

地区踏査
（車中）

住民インタビュー
（Zoom）

保健師との検討会
（Zoom）

実習報告会
（Zoom）

地域の状況把握 実施中の応答 質疑の内容把握 実施中の応答 質疑の内容把握 学びの報告

人数 % 人数 % 人数 % 人数 % 人数 % 人数 %

できた 3 8.1 9 24.3 11 29.7 16 43.2 16 43.2 24 64.9

まあまあできた 32 86.5 24 64.9 23 62.2 20 54.1 19 51.4 13 35.1

あまりできなかった 2 5.4 4 10.8 3 8.1 0 0 1 2.7 0 0

できなかった 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

未回答 0 0 0 0 0 0 1 2.7 1 2.7 0 0

合計 37 100.0% 37 100.0% 37 100.0% 37 100.0% 37 100.0% 37 100.0%

表 5 地域看護診断実習の実施項目に関する学生へのアンケート結果②（自由記載）

〈地区踏査（マイクロバスの車中）〉
・ 実際に歩くとかなり時間がかかるが，バスに乗車し，地区踏査を行うことによって，地区全体を見ることができた（5）
・ バスからでも地形，建物や地区の雰囲気は感じることができた（2）
・ 事前にどこを見たいか，どの道を通るか準備して行ったことで，スムーズに地区踏査を行うことができた（2）
・ 雰囲気しかわからないため，車からは見えてないところがあったり，住民の雰囲気や活動の様子はわからなかった（3）
・ 車だとその場を見れる時間と範囲に限りがあることから，少し分かりづらいところがあった（2）
・ 概況は掴めたが，一つ一つ丁寧に見ることはできなかった（1）
・ 建物内や住民の声を聞けなかったので，聞けたらより良かった（1）
〈住民インタビュー（Zoom）〉
・ 現地に行った先生がうまく話を振ってくれたり，声が聞こえにくい部分を代弁してくれたためスムーズにできた（5）
・ 対象者の反応が良く，コミュニケーションがとりやすかった（1）
・ 対面ではないためスムーズな会話とはいかなかったがある程度は会話できた（1）
・ 直接インタビューするのとは異なり，ラグ（遅れ）があり大変なところはあったが，満足に実施することができた（1）
・ タイムラグや聞き取りづらい部分があり，対面でのインタビューと比較してしまってやりにくい印象を受けた（3）
・ 高齢者を対象としていたため，耳が不自由な方だと大変だと感じた（2）
・ インタビューは特に問題なかったが，対面でインタビューをするよりもお互いに緊張感があったのではないかと感じた（1）
・ 音声が聞き取りずらかったりするなどの影響でなかなか思うように会話が進まなかった（1）
〈保健師との検討会（Zoom）〉
・ 保健師の方が丁寧に答えてくださったので質問の解決になった（3）
・ 住民インタビューを通してわからなかった点や実習を通して不明な点を質問して，回答を得ることができた（1）
・ 他のグループの質問も聞けて，事業計画に役に立つことができた（1）
・ 遠隔だと相手の雰囲気が掴みにくいところがあり，質問しにくいところがあった（2）
・ 時間制限があり追加質問が出来ず，微妙なニュアンスの違いがあったように思う（2）
〈実習報告会（Zoom）〉
・ 普段の発表もパワーポイントを使うことが多いので，普段とあまり変わらず発表ができた（3）
・ 画面共有で的確に伝えることができた（2）
・ トラブルなく発表することができた（2）

（　）内の数字は類似する記述内容の学生数を示す
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なった』『住民インタビューを通してわからなかった点

や実習を通して不明な点を質問して，回答を得ること

ができた』という一方，『遠隔だと相手の雰囲気が掴み

にくいところがあり，質問しにくいところがあった』

という記述があった．

Zoomによる実習報告会では「できた」と回答した

者が 24名（64.9%），「まあまあできた」と回答した者

が 13名（35.1%），「あまりできなかった，できなかっ

た」と回答した者はいなかった．自由記載では『普段

の発表もパワーポイントを使うことが多いので，普段

とあまり変わらず発表ができた』『トラブルなく発表す

ることができた』という肯定的な記述があった．

IV．考 察

1．遠隔実習を主体とした地域看護診断実習の成果

COVID-19流行下で，地域看護診断実習の実現に向け

関係者間で検討を重ねた．これまで経験したことの無

い状況の中で，Z大学と A町健康福祉課の実習担当

者，A町の地域住民等の関係者においては，パートナー

シップの重要性（高林ら，2019）が示された．

地域看護診断実習における学生の自己評価では「自

分でできる」と回答した者が VI-0-1適切な身だしなみ，

VI-0-2社会人としての言葉遣い・態度，VI-0-4実習への

熱意という実習態度に関連する項目で 9割を超えてい

た．地域看護診断実習において，実習に対する学生の

意識や意欲が高いことは，先行研究（菅原ら，2003）

から明らかになっている．加えて，2020年度は，地域

看護診断実習を実施できるか否かという根本的な状況

が，学生の心理面にも大きな影響を及ぼしたと考えら

れる．Zoomを活用した遠隔実習という制限はあった

が，地域看護診断実習を実施できるという肯定感が，

学生の意欲の向上に繋がっていたと推測される．これ

らの実習に向き合う学生の肯定感は「自分でできる」

と回答した者が多かった I-0-1地域看護診断の必要性の

理解，II-1-2既存資料のデータ収集，II-2-1地区踏査に

おける客観的観察，II-3-1自己紹介・面接の目的を述べ

る，という学生が主体で取り組む項目の達成度を後押

ししたものと推測される．

地域看護診断の実施項目に関する学生へのアンケー

ト結果において，地区踏査，住民インタビュー，保健

師との検討会，実習報告会の全ての実施項目で「でき

た」「まあまあできた」と回答した学生の割合が 9割を

占めていたことから，Zoomを活用した地域看護診断

実習の一定の成果は得られたといえる．実習報告会等，

Zoomを使用し学生側からプレゼンテーションを実施

する場面では「できた」と回答した割合が高かった．

面識がある相手に対して学生側から発信する発表場面

では，通常の講義のプレゼンテーションと同様と捉え

実施できていたと考えられる．また『コロナ禍で住民

の方と関わることができて良かった』という学生の記

述等からも，地域住民とリアルタイムに関わることの

できる遠隔実習の重要性が示された．

2．遠隔実習を主体とした地域看護診断実習の今後の

課題

これまで，COVID-19流行下における遠隔実習におい

て，保健師による講義の受講，事例に関する学生同士

のグループワーク，視聴覚教材の視聴，教員や非常勤

講師に対する模擬健康相談，健康教育の実施等につい

て報告されている（細川ら，2020：本田ら，2021）．

一方，本実習では，教員が実習地に iPadを持参して

Zoomを使用し，学生にとって初対面となる住民を対

象としたインタビューを実施した．インタビューでは，

現地に出向いた教員が住民と学生双方の状況を補足説

明しながら，進行をサポートする役割が必要であった．

学生の評価項目 II-3-2コミュニケーション技術を用い

ての面接について，「自分でできる」と回答した者が

22名（44.0%）と低かったことからも，学生は Zoom

によって初めて住民と顔を会わせ，限られた時間の中

で意図するやりとりを行うことに難しさを感じていた

と言える．その理由として，通常の実習インタビュー

では，インタビュー実施前に住民が主催する体操やサ

ロン等に一緒に参加し，住民との会話を通してお互い

を知る時間を設けることができるが，今回は実施でき

なかったことが影響していたと推測される．また，イ

ンタビューの対象となる住民は，高齢の方も多く，

Zoomに対して不慣れな状況があったことも一因と考

えられる．インタビューを実施する前段階での住民と

学生との関係性の構築，対象者選定に関する課題が明

らかとなった．

また，学生は，既存資料や Google Mapを用い，町の

情報収集はできていた一方，アセスメントに関する項

目で達成度が低かった．1つの要因として，地区踏査

が車中であったことから，実際に自分たちで現地を歩

き，町の雰囲気を感じながら，地域住民とのやり取り

によってその意図が明確化される視点が不足していた

と考えられる．地域診断実習において住民と関係者に

実際に聞き取り調査を行う有効性（平澤ら，2013）が

新型コロナウイルス感染症流行下における遠隔実習を主体とした地域看護診断を主要な目標とする実習の試み
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示されている．アセスメントに関して達成度が低かっ

たことが，まちづくり・計画立案に関する達成度の低

さに影響していたことは否めない．Zoomによる遠隔

実習を活用できる場面の検討，自己評価項目で達成度

が低い項目に対し，実習構成や方法の更なる検討が必

要である．

V．おわりに

COVID-19流行下で，関係者間の協働によって，遠隔

実習を主体とした地域看護診断実習が実現できた．地

域把握，実習態度に関する自己評価項目で達成度が高

かった．地区踏査，住民インタビュー，保健師との検

討会，実習報告会の全ての実習項目で「できた」「まあ

まあできた」と回答した学生の割合が 9割であったこ

とから，Zoomによる遠隔実習の一定の成果は得られ

たと言える．

一方，実習地に出向いた教員が iPadを使用し Z大学

と Zoomで繋いだ住民インタビューでは，初対面とな

る住民に対する学生のコミュニケーションに課題が

残った．また，高齢の方も多かったことから，現地に

出向いた教員が住民と学生双方の状況を補足説明しな

がら，進行をサポートする役割が必要であった．

学生は，既存資料や Google Mapを用い，町の情報収

集はできていた一方，アセスメントに関する項目，ま

ちづくり・計画立案に関する項目で達成度が低かった．

Zoomによる遠隔実習を活用できる場面の検討，自己

評価項目で達成度が低い項目に対する更なる検討が必

要である．
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表2　活動報告の構成（例）

項　目 準ずる項目 内　容

抄録 目的，方法，結果，考察にわ
けて，見出しをつけて記載す
る（構造化抄録）．和文抄録
は400字以内，英文抄録は
250 words以内とする．英文
抄録は省いてもよい．

キーワード 6語以内

はじめに まえがき 活動の背景や目標など，活動
報告としての目的

方法 方法と対象 活動の対象や方法

活動内容 活動結果 活動内容や取り組みの特徴，
活動の結果

考察 結果についての検討，活動を
通じて得られた知見，課題，
他の活動に応用できる点など

おわりに あとがき，
結論

今後の活動への示唆（省略も
可）

謝辞など 謝辞，当該活動への助成や便
宜供与など

文献 文献の記載は原稿執筆の要領
を参照

4．研究倫理

1） 投稿論文は，他の出版物（国の内外を問わず）に

すでに発表あるいは投稿されていないものに限

る．二重投稿は禁止する．インターネット上で全

文公開されている内容（機関リポジトリにおける

学位論文の全文公開を含む）は，すでに発表され

たものとみなす．

2） 人が対象である研究や報告は，「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」（以下 URL参照）

にそって倫理的に配慮され，その旨が本文中に明

記されている必要がある．

 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/12/__

icsFiles/afieldfile/2014/12/22/1354186_1.pdf

3） 原則として研究者が所属する施設などの倫理審査

委員会の承認を得る．承認した倫理審査委員会の

名称，承認番号，承認年月日を本文中に記載す

る．

4） 研究や報告全体を通じて，施設や個人が特定され

ないよう，また所属機関の知的財産権の保護に十

分配慮して記述する．

5） 投稿論文の著者とは，投稿された論文に重要な知

的貢献をした者である．著者の資格は，以下の三

1．筆頭著者および共著者の資格

筆頭著者は，本会員である団体（以下，会員校とい

う）に所属している者，または賛助会員とする．但

し，共著者や，編集委員会から依頼された原稿の筆頭

著者についてはこの限りではない．筆頭著者および共

著者は，投稿された論文の知的内容に貢献した者であ

り，全ての著者が論文の内容について承諾したことと

する．

2．原稿の種類

1）原稿の種類は，研究，活動報告，その他であり，

それぞれの内容は以下のとおりである．

 【研究】研究・調査に関する新しい知見が論理的

に示されており，公衆衛生看護学，並びに公衆衛

生看護教育の知識の発展に貢献すると認められる

もの．

 【活動報告】活動や事例の報告として意義があり，

公衆衛生看護学，並びに公衆衛生看護教育の発展

に寄与すると認められるもの．

 【その他】公衆衛生看護学，並びに公衆衛生看護

教育に関する見解などで，編集委員会が適当と認

めたもの．

3．投稿原稿の構成

投稿原稿の構成については，原則として研究は表1

のとおりとする．表1の構成以外の場合は，投稿時に

その理由を記す．活動報告については，参考として表

2に例を示す．
表1　研究の構成

項　目 準ずる項目 内　容

抄録 目的，方法，結果，考察にわ
けて，見出しをつけて記載す
る（構造化抄録）．和文抄録
は400字以内，英文抄録は
250 words以内とする．

キーワード 6語以内
緒言 はじめに 研究の背景，目的
方法 方法と対象，

材料など
調査，実験，解析に関する手
法の記述および資料・材料の
集め方など

結果 結果 調査などの結果
考察 結果の考察，評価
結語 おわりに 結論（省略も可）
謝辞など 謝辞，当該調査への助成や便

宜供与など
文献 文献の記載は原稿執筆の要領

を参照

保健師教育（全国保健師教育機関協議会誌）　投稿規程
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者を特定できるような事項を記載しない．但し，

副本でも研究倫理審査委員会の承認を得ている場

合は，委員会名・承認番号，承認日などを伏せ字

にして，記載する．異なる機関に属する者が共著

である場合は，各所属機関に番号をつけて氏名欄

の下に一括して示し，その番号を対応する著者の

氏名の右肩に記す．別に英文表紙をつけ，表題，

著者名，所属機関名，キーワードを英語（日本語

のキーワード数と同じ）で記載する．

4） 2）原稿はA4判横書きで，1行の文字数は25字，

1ページの行数は32行（800字），余白は左右上

下35 mmとし，適切な行間をあける．

5） 原稿は，表紙と抄録以外のページに通しの行番号

をつけて印字する．数字およびアルファベット

は，原則として半角とする．

6） 投稿原稿の1編は本文，文献，図表を含めて以下

の字数以内（スペースを含む）とする．これを超

えるものについては受領しない，もしくは短縮を

求める．研究16枚以内（16,000字以内） 活動報

告16枚以内（16,000字以内）．図表の目安は，1

ページ全体を使用した大きさの場合は800字換

算，1/2ページ程度の場合は400字換算とする．

7） 外国語はカタカナで，外国人，日本語訳が定着し

ていない学術用語などは原則として活字体の原綴

で書く． 

8） 年の表記は，原則として西暦を用いる．元号表記

は，行政資料の名称など必要な場合のみとする．

9） 図，表および写真は，図1，表1，写真1などの

通し番号をつけ，本文とは別に一括し，本文原稿

右欄外にそれぞれの挿入希望位置を記載する．

10） 文献の記載方法は以下のとおりとする．

（1）文献については，本文中に著者名，発行年次を

括弧表示する．著者が複数の場合には「～ら」ま

たは「～ et al.」と筆頭著者の姓を記載する．

例）

「……重要性が示唆され（湯沢，1997），……」

「……に関する文献（田中ら，2010）……」

「……（2001）の定義する……」

「……Davis et al.（2014）の研究では，……」

（2）文献は著者名のアルファベット順に列記する．

但し，共著者は3名まで表記し，3人の著者名+

『，他』とする（以下の例を参照）．英文の文献で

著者が4人以上の場合は，3人の著者名 +『, et 

al.』とする．

点に基づく．（1）研究の構想，デザイン，または

データ収集，分析，解釈に重要な貢献があった．

②論文の作成または重要な知的内容に関わる批判

的校閲に関与した．③出版原稿の最終承認を行っ

た．資金の獲得，データ収集，または研究グルー

プへの部分的な助言のみを行っただけでは著者資

格は認められない．著者はすべて著者資格を満た

し，著者資格を満たす人物はすべてその名が列挙

されていなければならない．

6） 投稿論文の作成に際し，企業・団体などから研究

費助成，試料提供，便宜供与などの経済的支援を

受けた場合は，謝辞などにその旨を記載しなけれ

ばならない．

5．原稿受付と採択

1） 投稿原稿は随時受け付けるが，9月30日を締切

りとし，その後審査を開始する．

2） 下記6の投稿手続きを経た原稿の到着日を受付日

とする．

3） 受付日と到着順に付す受付番号とを，投稿者に通

知する．

4） 原稿の採否は査読を経て編集委員会が決定する．

5）編集委員会の判定により，原稿の修正および原稿

の種類の変更を著者に求めることがある．

6）投稿された論文は理由の如何を問わず返却しな

い．

7）修正を求められた原稿はできるだけ速やかに再投

稿する．返送から3か月以上経過した場合は投稿

取り下げとみなし，新投稿として扱う．

8）査読が複数回にわたる場合は，掲載が次期になる

場合もある．

9）採用決定後に所定の著作権譲渡同意書に著者全員

が自筆署名して，編集係に郵送する．著作権譲渡

同意書の提出確認後に掲載する．

6．投稿手続きと原稿執筆の手順

1） 原稿は原則として，パーソナルコンピューターな

どのソフトウエアで作成する．

2） 投稿原稿は，本文，図，表，写真，抄録などをす

べて正1部，副1部を提出する．

3） 正本表紙には，表題，希望する論文の種類，原稿

枚数，図，表および写真などの数，著者名，所属

機関名，投稿論文責任著者の氏名・連絡先（所属

機関，所在地，電話，ファクシミリ，電子メール

アドレス），キーワードを日本語で記載する（6

語以内）．副本には著者名，所属，謝辞ほか投稿
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例）

Davies N., Donovan H. (2016): National survey of  

commissioners’ and service planners’ views of  

public health nursing in the UK. 141, 218–221. doi: 

10.1016/j.puhe.2016.09.017

（4）インターネットのサイトなど，逐次的な更新が

前提となっている資料を引用する場合は，サイト

名とアドレスを明確に記載するとともに，検索し

た年月日も付記すること．

・ 著者名（発行年）：表題，アドレス（検索日：

年月日）

例）

厚生労働省（2013）：平成28年度保健師活動領

域調査（領域調査）の結果について，http://

www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hoken/katsudou/ 

09/ryouikichousa_h28.html（検 索 日：2017年 3

月1日）

11） 250 words以内の英文抄録並びに400字以内の和

文抄録をつけること．「活動報告」は英文抄録を

省いてもよい．和文抄録と英文抄録の構成は，目

的（Objective）・方法（Methods）・結果（Results）・

考察（Discussion）にわけて，見出しをつけて記載

する．英文抄録はネイティブチェックを受ける．

12） 原稿の終わりに謝辞などの項を設けることができ

る．

13） 投稿時には，カバーレターを添付する．カバーレ

ターには，原稿を他誌へ同時投稿していないこ

と，未発表であること，英文抄録（Abstract）の

ネイティブチェックを受けたことを明記する．

14） 投稿原稿は，電子メールにて以下のメールアドレ

ス宛てに送付する．なお，1メールあたり10 MB

まで受信可能である．10 MBを超える場合はオン

ラインストレージを利用して送付する．オンライ

ンストレージの利用ができない場合は，編集係ま

で送付前に連絡する．

【原稿送付先・問い合わせ先】

〒113-0033　東京都文京区本郷2丁目27番地16

大学通信教育ビル5階中西印刷（株）内

一般社団法人全国保健師教育機関協議会機関誌　

「保健師教育」編集係

E-mail：japhnei-ed@nacos.com

TEL: 03-3816-0738　FAX: 03-3816-0766

15） 投稿規程に従っていない場合は，原稿を受け付け

ない場合がある．

【雑誌掲載論文】

・ 著者名（発行年次）：論文の表題，掲載雑誌名，

号もしくは巻（号），最初のページ数－最後の

ページ数．

例）

大森純子，三森寧子，小林真朝，他（2014）：公

衆衛生看護のための“地域への愛着”の概念分

析，日本公衆衛生看護学会誌，3(1)，40–48．

Keller L. O., Schaffer M. A., Schoon P. M., et al. (2011): 

Finding common ground in public health nursing 

education and practice. Public Health Nursing, 28(3), 

261–270. doi: 10.1111/j.1525-1446.2010.00905.x

【単行本】

・ 著者名（発行年次）：書名（版数），ページ数，出

版社名，発行地．

・ 著者名（発行年次）：章などの表題，編者名，書

名（版数），ページ数，出版社名，発行地．

例）

村嶋幸代，鈴木るり子，岡本玲子編（2012）．大

槌町　保健師による全戸家庭訪問と被災地復興：

東日本大震災後の健康調査から見えてきたこと，

1–256，明石書店，東京．

佐伯和子（2014）：第3章　地域全体への公衆衛

生看護技術　3 社会システムへの働きかけ，佐伯

和子編，公衆衛生看護学テキスト第2巻公衆衛生

看護技術，132–151，医歯薬出版株式会社，東京．

Stanhope M., Lancaster J. (2015): Public health 

nursing: population-centered health care in the 

community (9th edition). 20–30, Mosby, St Louis.

【翻訳書】

・ 原著者名（原書の発行年次）／訳者名（翻訳書の

発行年次）：翻訳書の書名（版数），ページ数，出

版社名，発行地．

例）

Glanz K., Rimer B. K., Lewis F. M. (2002)／曽根智史，

渡部基，湯浅資之，他訳（2006）：健康行動と健

康教育：理論，研究，実践．217–236，医学書院，

東京．

（3）オンライン版でDOIのある場合は，DOIを記載

する．なお，オンライン版でDOIのない場合は，

アドレス（URL）を記載する．

・ 著者名（発行年次）：論文の表題，掲載雑誌名，

号もしくは巻（号），最初のページ数－最後の

ページ数．doi：DOI番号
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16） 改訂稿送付の際も電子メールにより受け付ける．

7．著者校正

1）査読を経て，編集委員会で受理された投稿原稿に

ついては著者校正を1回行う．

2）著者校正の際の加筆は原則として認めない．

8．著作権

著作権は本団体に帰属する．掲載後1年間は本団体

の承諾なしに他誌に掲載することを禁ずる．なお，本

団体の方針に基づき，データベースなどとして再利用

することがあるので，同意の上，投稿する．

9．著者が負担すべき費用

1）掲載料は無料とする．

2）別刷料はすべて実費を著者負担とする（別途参照）．

3）図表など，印刷上，特別な費用を必要とした場合

は著者負担とする．

10．附則

この規程は，2017年 5月13日から施行する．

2018年 5月12日一部改正．

2019年 5月11日一部改正．

2020年 11月 15日一部改正．

2021年 3月13日一部改正．

2022年 3月13日一部改正．



編集後記

田口編集委員長のもと，2021年 6月から新たなメンバーで始動した編集委員会は，コロナ禍により直接顔を合わ

せることが出来ない状況の中で Zoomによる定期的な打ち合わせとメール会議によって進めて参りました．パソコン

の画面越しではありますが，メンバー間でお互いに面識を持ち，メール会議の文面から各々の考えを汲み取り，意見

を尊重しつつ，1つ1つの議事に丁寧に向き合いながら幾度もすり合わせを行う過程を経て，今号の第7巻発行に結

びついております．

2022年4月の入学生から新しい保健師教育課程のカリキュラムが実施されております．今号の委員会報告，ブロッ

ク活動報告では，公衆衛生看護技術の明確化や質保証，ICT活用に関する取り組みなど多岐にわたっております．ま

た事業報告では上乗せ教育課程や保健師の到達目標に関すること，活動報告ではコロナ禍における遠隔実習の実践が

報告されております．これまでの保健師教育に関する軌跡を共通認識として持ちながら，今の時代を反映した漸進的

な内容が貴重な知見として堅実に示されております．編集委員を通じて，保健師活動の根幹と未来につながる保健師

教育の一端に携わることができ，私自身感謝の気持ちでいっぱいです．

昨今，軍事侵略や核問題，大規模災害など，人々の生活基盤を脅かす出来事が世界各地で起こり，今現在もその状

況は続いています．いつどこで起こるかわからない未曾有の事態に，私たちは立ち向かっていかなければなりません．

私たちの暮らしに甚大な影響を与えてきた新型コロナウイルス感染症は，2023年 5月 8日から感染症法の位置付け

が5類感染症に移行されることが決定しています．コロナ禍で試行錯誤し続けてきた保健師教育を俯瞰しつつ，重点

的・優先的に進めていく事柄の可視化と実践的取り組みの重要性を改めて痛感いたします．保健師教育の今後より一

層の発展を切に願っております．

第7巻発行にあたり，ご多忙中にも関わらずご寄稿やご投稿頂いた皆様，査読委員の皆様に心から感謝申し上げま

す．引き続き，皆様からのご寄稿・ご投稿をお待ちしております．

 （今野浩之）



編集委員会（五十音順）
委員長
　　田口敦子（慶應義塾大学）
副委員長
　　小澤涼子（天使大学）
会計担当
　　平野優子（慶應義塾大学）

委　員
　　赤塚永貴（慶應義塾大学）
　　石川志麻（慶應義塾大学）
　　加藤由希子（慶應義塾大学）
　　今野浩之（山形県立保健医療大学）
　　櫻井純子（湘南鎌倉医療大学）
　　竹野由香（全国保健師教育機関協議会）
　　南部泰士（東京医療保健大学）
　　望月宗一郎（健康科学大学）
　　茂木（岩崎）りほ（国立保健医療科学院）

「保健師教育」査読委員
（委嘱期間2021年 10月 1日～2023年 5月31日）

赤星琴美 吾郷美奈恵 麻原きよみ 安齋ひとみ 安齋由貴子 安藤智子 五十嵐千代 和泉京子
和泉比佐子 糸井和佳 伊藤美樹子 伊藤美千代 岩本里織 上田　泉 宇田優子 大木幸子
大河内彩子 大澤豊子 大塚敏子 岡久玲子 岡本玲子 小野ミツ 表志津子 金山時恵
金子仁子 川村佐和子 神崎由紀 岸恵美子 喜多歳子 北宮千秋 日下純子 工藤恵子
小板橋恵美子 纐纈朋弥 合田加代子 小林亜由美 近藤明代 斉藤恵美子 斎藤照代 坂本真理子
佐藤美由紀 柴田恵子 白井文恵 白石知子 新谷奈苗 菅原京子 鈴木知代 鈴木浩子
鈴木良美 鈴木るり子 関　美雪 世古留美 臺　有桂 田口理恵 田高悦子 立林春彦 
坪川トモ子 富田早苗 豊島泰子 中尾理恵子 成木弘子 畷　素代 難波峰子 西嶋真理子 
西地令子 野原真理 野村美千江 野呂千鶴子 芳我ちより 長谷川美香 鳩野洋子 浜崎優子 
播本雅津子 廣金和枝 廣田幸子 福川京子 藤井智子 蒔田寛子 眞崎直子 松尾和枝 
松永洋子 松原三智子 三浦康代 水谷聖子 三橋美和 三徳和子 山口　忍 山口智美 
山口淑恵 山口佳子 横溝珠実 吉田礼維子 両羽美穂子 若杉里実 渡井いずみ 渡邉多恵子

今年度の投稿論文の受付期限は，9月末日です．ご投稿をお待ちしております．

【投稿論文送付先】
一般社団法人全国保健師教育機関協議会機関誌「保健師教育」編集係　宛
〒113-0033　東京都文京区本郷2丁目27番地16　大学通信教育ビル5階中西印刷（株）内
TEL: 03-3816-0738　FAX: 03-3816-0766　E-mail: japhnei-ed@nacos.com
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